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「
lま じ め

埼玉県高圧ガス製造施設等地震対策要綱は、本県における

高圧ガス製造施設等の立地環境に即した地震対策として、

学識経験者等による委員会で昭和 55年度から昭和 56年度に

わたり検討し策定され、昭和 57年度から施行されました。

要綱では、都市化の進展や地震被害想定調査結果を踏まえて、

施設の立地環境に応じ国の基準を上回る耐震設計基準値を定める

とともに、地盤の液状化対策、地震時の緊急遮断措置、配管、

保安設備等の付属設備の耐震イじなどについて定め、関係事業所の協力

を得て、既存施設を含めた対策を推進して参りました。

平成 7年 1月 17日に発生した兵庫県南部地震は、従来の想定を

超えた高レベルの直下型地震であり、また地盤の液状化現象を伴い、

高圧ガス製造施設等にも大きな被害をもたらしました。

これに対応するため国は平成 9年 3月に、関係法令の改正を

行いました。

国の改正告示には、本県が旧要綱において導入していた基礎地盤の

液状化対策、緊急遮断装置等が盛り込まれました。

県では、これらを踏まえて、平成 10年 6月に埼玉県高圧ガス施設

耐震性向上化対策検討委員会（委員長鈴木浩平東京都立大学教授）

を設置し、検討を進めて参りました。

本改正要綱は、同委員会の検討に基づき、地震被害想定調査結果

（平成 10年 3月 県環境生活部）を勘案して、旧要綱を見直し、

関係法令との整合を図りつつ本県において予測される地震に対する

総合的安全対策として策定したものです。

この要綱・基準が高圧ガス施設の地震防災対策に活用されることを

願う次第です。

終わりに本要綱作成に当たり、御多忙にもかかわらず、終始熱心に

御指導いただいた委員長をはじめ、各委員の皆様方に心より

感謝申し上げます。

平成 11年 4月 1日 乙）

埼玉県労働商工部長

島村秀夫
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一千

寓圧ガス製造施設等地震対策要綱

（目的）

第1条 この要綱は、埼玉県震災対策計画（昭和51年12月9日策定）に基づき、高圧ガス

製造事業所等の施設の構造、形態及び機能並びに防災体制について、破壊的地震に対する総

合的安全対策（以下「地震対策」という。）に係る基本的事項について定め、もって公共の

安全に資することを目的とする。

（用語の定義）

第2条 この要綱において、用語の意義は、高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）及

び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年法律第14 9号）

（以下「法」という。）に定めるところによるほか、次の各号に定めるところによる。

( 1 ）製造施設等法に定める高圧ガス製造施設、特定高圧ガス消費施設、i高圧ガス貯蔵所

に係る施設及ぴ液化石油ガス特定供給設備（液化石油ガス特定供給設備にあっては容器

によるものを除く。）

( 2 ) 貯槽等貯槽（バルク貯槽を含む。）、塔（反応、分離、精製、蒸留等を行う塔状の

高圧ガス設備）並びに冷凍設備のうち受液器及び凝縮器

( 3）保安設備製造施設等のうち、専らそれらの保安のために設けられた設備であって、

毒性ガスの除害設備、防消火設備、保安電力など法によって設置を義務付けられたもの

( 4 ) 地震防災設備地震時及び地震後の地震災害の発生並びに拡大を防止するための設備

であって、保安設備以外のもの

( 5 ) 地震防災遮断弁地震防災設備のうち地震に際して遮断機能を有する弁

(6) 既存施設製造施設等のうち、この要綱の施行の際現に設置され、若しくは設置又は

変更のための工事に着手しているもの

（適用範囲）

第3条 この要綱は、製造施設等の所有者又は占有者（以下「事業者」という。）について適

用する。

2 この要綱は、製造施設等のうち、次の各号に掲げる設備について適用する。

( 1 ) 貯槽等並びにそれらの支持構造物及び基礎

( 2 ) 容器固定構造体、機器（回転機器及び気化器に限る。）、配管、バルブ類、計装設備、

ステージ等、建屋（容器置場を含む。）、保安設備及び地震防災設備

（製造施設等の地震対策）

第4条製造施設等（既存施設を除く。）に係る地震対策は、次の各号に定めるところによる。

( 1 ) 貯槽等、配管並びにこれらの支持構造物及び基礎は、耐震性を有する構造とすること。

この場合において、これらの有すべき耐震性は、県の地震被害想定調査における震度等

予測及び施設の立地する地域環境を考慮したものとする。

( 2 ) 地盤の液状化の可能性のある地域にあっては、これを検討し、必要な対策を講じるこ

1 
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( 3 ) 容器（容器置場の容器を含む。）は、耐震性を有する構造体に固定するなど、地震時

の振動による転倒・転落防止のための措置を講じること。

( 4 ) 貯槽等と配管で接続する機器等にあっては、できるだけ貯槽等と同ーの基礎等の上に

設置すること。

( 5 ) 配管には、十分な可とう性、逃げ等を施すとともに、貯槽等の接続部は、必要に応じ

て補強等すること。

( 6 ) バルブ、緊急遮断弁、計装設備、その他貯槽等の付属設備は、地震時にその機能が保

持され、その取付位置及び支持方法は、地震時の振動に対応できるものとすること。

( 7 ) 貯槽等のステージ、階段、はしご等は、地震時の振動により貯槽等に過大なカが加わ

らないよう設置すること。

( 8) 毒性ガス（可燃性ガスであるものを除く。）の貯槽、容器、気化器等を設置する建屋

は、当該ガスが外部に漏えいしない構造とすること。

(9) 建屋は、その機能等に応じた耐震性を有する構造とすること。

(10) 保安設備は地震時にその機能を保持しうるものであること。

(11) 地震防災設備は、地震時に高圧ガス設備内の高圧ガスの状態が危険側へ推移すること

を防止し、又は関連する設備が耐震性能を喪失した場合に、地震による被害の発生及び

拡大の防止を図りうるものであること。

( 12) 地震防災遮断弁は、原則として、感震器文は地震計（以下「感震器等」という。）と

連動して遮断しうるものとすること。

( 13) 前各号に定めるもののほか、製造施設等に係る地震対策の基準（以下「地震対策基準」

という。）は、別に定める。

2 製造施設等がその構造又は機能上の理由で前項の規定を満たせない場合であっても、これ

と同等以上の効果を有すると認められる地震防災設備の設置、地震防災体制の整備等をした

場合は、前項の規定を満たしたものとして取り扱うことができる。

（既存施設の地震対策）

第5条既存施設の地震対策は、別に定める既存施設地震対策指針によるものとする。ただし、

既存施設を変更する場合にあっては、当該変更部分について前条の規定を適用するものとす

る。

（地震防災体制）

第6条事業者は、破壊的地震が発生し、又は大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第

7 3号）に基づく警戒宣言が対象地域に発令された場合、伝達情報に基づく適切な措置がと

れるよう、別に定める地震対策基準により地震防災組織等の地震防災体制を整備すること。

第7条 この要綱に定めのない地震対策に関する事項については、別に定める。

付則（昭和57年4月1日）

この要綱は、昭和57年4月1日から施行する。ただし、この要綱第5条の規定（ただし書
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きを除く。）は、既存施設地震対策指針で定める日から施行する。

付則（平成11年4月1日）

この要綱は、平成11年4月1日から施行する。ただし、要綱第5条の規定（ただし書きを

除く。）及び地震対策基準の適用については、それぞれ既存施設地震対策指針及び当該地震対

策基準で定める。

3ー
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高圧ガス製造施設等地震対策基準

§ 1 貯槽・基礎等耐震設計基準

1 適用範囲

この基準は、製造施設等のうち、次に掲げるものについて適用する。

( 1 ) 貯槽（貯蔵能力3t又は300m＇以上のものに限る。）

( 2 ) 塔（正接線聞の距離がSm以上のものに限る。）

( 3) 冷凍設備のうち受液器（内容積5,000l以上のものに限る。）及び凝縮器（たて置円

筒形であって胸部の長さがSm以上のものに限る。）

( 4) 配管（外径45mmttl:であって次に掲げるものに限る。）

ア 高圧ガス設備に係る地盤面上の配管であって、（ 1 ）に規定する貯槽又は（2 ）に規定

する塔から地震防災遮断弁までの簡のもの及び地震防災遮断弁で区切られた聞の内容

積が3m＇以上のもの（次のイ及びウに規定するものを除く。）

イ 液化石油ガス特定供給設備に係るものにあっては、液状の液化石油ガスが通る地盤

面上の受入管及び供給管であって、（ 1 ）に規定する貯槽から地震防災遮断弁までの閑

のもの
寸

ウ 冷凍設備に係るものにあっては、冷媒設備に係る配管であって、（3）に規定する受

液器又は凝縮器に接続されているもの及び内容積が3m＇以上のもの

( 5 ) 上記（ 1 ）から（4）の支持構造物及び基礎

2 用語の定義

この基準において、用語の意義は、要綱に定めるところによるほか、次のとおりとする。

( 1 ) 塔 1 ( 2 ）に規定する塔及び1( 3）に規定する凝縮器

( 2) 貯槽 1 ( 1 ）に規定する貯槽及び1( 3）に規定する受液器

( 3）塔槽類塔及び貯槽

( 4）塔類熔及びたて置円筒形貯槽

(5) 耐震設計設備塔槽類及びその支持構造物

( 6) 配管 1 ( 4）に規定する配管、受入管及び供給管

( 7）配管系配管及びその支持構造物

( 8) 耐震設計構造物 耐震設計設備、配管系及びそれらの基礎

( 9) 第1種毒性ガス 塩素、シアン化水素、三酸化窒素、ふっ素及びホスゲン

(10) 第2種毒性ガス 塩化水素、三ふっ化ほう素、二酸化硫黄、ふっ化水素、ブロムメチ

ル及び硫化水素

( 11 ) 第3種毒性ガス 毒性ガスであって、（ 9 ）及び（10）に掲げる毒性ガス以外のもの

(12) レベル1地震動耐震設計構造物の供周期間中に発生する確率の高い地震動

(13) レベル2地震動 耐震設計構造物の供周期間中に発生する確率の低い高レベルの地震

動

5 
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(14) 地盤変状 耐震設計構造物の地盤の液状化に対する耐震性能を評価するための土質定

数の低下及び地盤の移動

(15) 設計地震動耐震設計構造物に対する地震の影響を評価するための設計用の地震動

( 16) 運転重量通常の運転状態における耐震設計設備又は配管系の自重と内容物の重量と

の和

設計方針

耐震設計構造物の設計方針は、次のとおりとする。

3 

3-1 保有すべき耐震性能

耐震設計構造物が保有すべき耐震性能は、次のいずれにも該当することとする。

( 1 ) レベル1地震動に係る設計地震動に対し、有害な変形等が残留せず、かっ当該設備

内の高圧ガスの気密性が保持されること（以下「レベル1耐震性能」という。）。

( 2 ) レベル2地震動に係る設計地震動及び地盤変状に対し、 4で規定する重要度Ia及

びIの耐震設計構造物内の高圧ガスの気密性が保持されること（以下「レベル2耐震

性能」という。）。

－

1
 耐震性能の評価

耐震設計構造物のレベル1耐震性能評価は、次に定めるところによること。

通常の運転状態における設計地震動に関する応答解析を行い、耐震上重要な部材に

生じる応力等（以下「算定応力等」という。）が、部材に応じて定められた許容応力

等（以下「耐震設計用許容応力等」という。）を超えないことを確認すること。ただ

し、 4で規定する重要度II又はIIIの配管系であって、 7-4に規定する配管支持の方

法により設計した場合は、この評価を省略することができる。

イ アの規定において、設計地震動の計算方法は4の規定、応答解析の方法、算定応力

等及び耐震設計用許容応力等は、耐震設計構造物の種類に応じ6、7及び8のそれぞ

れの該当項に規定するところによる。

( 2 ) 耐震設計構造物のレベル2耐震性能評価は、次に定めるところによること。

ア 通常の運転状態における設計地震動に関する応答解析を適切な計算方法（基礎にあ

つては地盤変状のうち土質定数の変化を考慮した適切な計算方法）により行い、耐震

上重要な部材に関してレベル2地震動に係る当該部材の応答塑性変位を降伏変位で除

した値（以下「応答塑性率」という。）が、当該部材の許容できる最大の塑性変位を

降伏変位で除した値（以下「許容塑性率」という。）を超えないことを確認すること。

イ アの規定において、設計地震動の計算方法は4に規定するところによる。

ウ 基礎にあっては、アの規定によるほか、通常の運転状態における応答解析を地盤変

状のうち地蝶の移動を考慮、した適切な計算方法により行い、耐震上重要な部材に関し

てレベル2地震動に係る応答塑性率が当該部材の許容塑性率を超えないことを確認す

ること。この場合において、当該評価は、基礎に係るアの評価と別々に行うことがで

きる。

耐震設計設備に接続される配管系のうち、地震防災遮断弁を超えて直近に設ける当

3-2 

( 1 ) 

ア

ii 

" 
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該配管系の支持構造物（配管を溶接等により固定するものに限る。）は、当該耐震設

計設備と同一の基礎等の上に設置すること。ただし、当該配管系が十分な可とう性を

有していることを確認した場合はこの限りでない。

オ アの規定において、レベル2耐震性能評価は、設計地震動を4に規定するレベル2

地震動に 0.5を乗じた値とし、（ 1 ）に規定するレベル1耐震性能評価を行うことによ

って替えることができる。

3-3 地域環境の考慮

3-2の規定により耐震設計構造物の設計震度等を設定するに当たっては、当該構造物

の立地する地域環境を考慮して行うこととする。

4 設計地震動

地表面における水平震度及び鉛直震度は、次の算式により計算すること。

KH = 0.150 μK β1メ12β3 〔式 4.1〕

Kv = 0.075 μK メJtβ2メJ3 〔式 4.2〕

これらの算式において、 KH,Kv 、μK、β1、β2及びβ3は、それぞれ次の値を表

すものとする

KH 地表面における設計地震動の水平震度

Kv 地表面における設計地震動の鉛直震度

μK 地震動のレベルに基づく係数であって、レベル1地震動にあっては 1.0、レベル

2地震動にあっては2.0以上

β1 耐震設計構造物の重要度に基づく係数であって、表 4.1の上欄に掲げる重要度に

応じ、同表の下欄に掲げる値

β2 地震発生に係る地域に基づく係数であって、本県の場合、レベル1地震動、レベ

ル2地震動ともに LO

β3 表層地盤増幅係数であって、表 4.2の上欄に掲げる地盤種別に応じ、同表の下欄

に掲げる値

表 4.1 重要度係数

｜重要度｜ Ia 

｜β， I i.oo 
I 

0.80 

II 

0.65 

III 

0.50 

備考 1 表 4.1において耐震設計構造物の重要度は、高圧ガスの種類に応じ、設

備ごとに次の表 4.1.1、表 4.1.2及び表 4.1.3に掲げるとおりとする。

2 可燃性ガス以外の高圧ガスであって、毒性ガス以外のものに係る耐震設

計構造物の重要度は、常にIIIとする。

3 コンビナート等保安規則第2条第22号に規定する特定製造事業所内の

耐震設計構造物（可燃性ガス又は毒性ガスに係るものに限る。）のうち、

塔槽類の貯蔵能力（処理設備にあっては処理設備内のガスの質量をいう。

以下同じ。）又は配管の運転状態における内容物の質量が、可燃性ガス及

7ー
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び第3種毒性ガスにあっては 100.t以上、第1種毒性ガス及び第2種毒性

ガスにあっては30.t以上のものについては、次の表 4.1.1、表 4.1.2及

び表 4.1.3により求eめた重要度の一つ上位のものに変更する。この場合

において、変更前の重要度がIのものにあっては、その重要度を Iaとす

る。

4 配管系のうち塔槽類に接続される配管の重要度は、当該塔槽類の重要度

文は備考1から3までの規定により求めた当該配管の重要度のいずれか上

｛立のものとする。

5 地震防災設備の設置等により地震時及び地震後の災害拡大防止に十分な

対策が講じられていると認められる耐震設計構造物にあっては、その対策

の程度に応じて重要度を変更することができる。

表 4.1 . 1 第1種毒性ガスに係る耐震設計構造物の重要度分類

子~ 5未満 2~ 末以上満 1~~ 以土品上 ~~~未以上満 50.0.以上

100.未満
I I I I I 

100.集い
WO. 詰 II I I I I 

~gg 装い III II I I I 

1:0.%00.以事 岳 III III II 
1,0.0.0.以上

III III III II 

表 4.1.2 第2種毒性ガスに係る耐震設計構造物の重要度分類

'?Z 5未満 5以上
2Q以未湿上 ~~~以土上准 50.0.以上

20未満 100. 
50.未満 I I I I 
50.栄」
WO. 、首 II I I I I 
WO.皇、い
50.0. 書 III II I I I 

1部生－
~ 

詰 III III II I I 
1,0.0.0.以上 III III III II I 

表 4.1.3 第3種毒性ガス及び可燃性ガスに係る耐震設計構造物の重要度分類

w rn未満 rn未以上満 1~0.~以未上満 1,0.0.~Q以未上満 rn,o.o.o. x 100. 10.0. 以上
2Q未満 I I I I 

器禁 L II I I I I 

~g 築主 II II I I I 

五盆綿1呈菓Lj~ ミ III II II I I 

III III II II I 

III III III II II 

lJ抗生議 III III III III II 
2,0.0.0.以上 III III III III III 
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備考表 4.1 .1、表 4.1.2及び表 4.1.3において、川俊びXは、それぞれ次の

値を表すものとする。

W 塔槽類にあっては貯蔵能力、配管にあっては運転状態における内容物の質

量（単位 t)

X 塔槽類又は配管の外面から当該耐震設計構造物が設置される事業所の境界

線（これに連接する海、河川、湖沼又はこれと同等の効用を有する施設若し

くは土地がある場合は、その外縁）までの距離のうち最短のもの（単位 m)

表 4.2 表層地盤増幅係数

第1種地盤 第2種地盤 第3種地盤 第4種地盤

地盤種別 （第三紀以前 （洪積層地盤） 第1種、第2種 （埋土又は沖積層
の地盤） 及び第4種盤地盤 の厚さが25m

以外の地 ） 以上の地盤）

β3 1.4 2.0 2.0 2.0 

備考

5 耐震設計

第1種地盤又は第2種地盤上に表層土がある場合で、次のア又はイに該当する

ときは、当該地盤をそれぞれ第l種地盤又は第2種地盤とみなすことができる。

ア基礎が第l種地盤又は第2種地盤に直接支持されている場合であって、表

層土の厚さが 10m以下であり、かつ当該耐震設計設備の地表面から重心ま

での高さの 1/2以下の場合

イ 表層土の厚さが4m以下であり、かっ当該耐震設計設備の地表面から重心

までの高さの1/5以下の場合

耐震設計構造物の耐震設計は、耐震設計構造物の区分に応じ、 6、7及びBに定めるとこ

ろによること。

6 耐震設計設備の耐震設計

耐震設計設備の耐震設計は、次の規定によること。

6-1 応答解析

( 1 ) 耐震設計設計設備の設計地震動による応答解析は、 6 1 2に定める修正震度法

又は適切な動的解析法によること。この場合において、重要度II又はIIIの耐震設計設

備にあっては、鉛直方向の設計地震動の評価を省略することができる。

(2) (1）の規定にかかわらず、重要度がII又はIIIの耐震設計設備のうち、ベースプレー

トからの高さが 20m未満の塔類及び貯蔵能力 100t未満の横置円筒形貯槽の応答解

析は、 6-1ー 1に定める静的震度法によることができる。

6-1-1 静的震度法

耐震設計設備の静的震度法による応答解析は、次の規定によること。

- 9ー



設計静的水平震度は、次の算式によって得られる値とするo

K SH = f. β4 KH 〔式 6.1〕

この算式において KsH、 fs、メ？，及び KHは、それぞれ次の値を表すものと

）
 
－
 
（
 

ー

する。

K SH設計静的水平震度

れ 耐震設計設備の立地する地域環境区分に応じた係数であって、表 6.1に

掲げる値。ただし不活性ガスに係るものについては、 1.00とする。

β4 水平方向の応答倍率であって、表 6.2の左欄に掲げる耐震設計設備の地

表面からの高さHの区分に応じ、同表の右欄に掲げる値

4に規定する値KH 

表 6.1

地域環境区分 fs 

工業専用地域 1.00 

工業地域 1.20 

住居地域
近隣商業地域 1.33 
商業地域
準工業地域

その他の地域 1.00～1.33 

地域環境係数

備考 工業専用地域等の区分は都市計画法（昭和43年法律第10 0号）

第8条の規定による。ただし、住居地域は、同第8条第1項1号に示

す第1種低層住居専用地域から準住居地域までとする。

表 6.2

H (m) β」

16以下 2.0 

16を超え 35以下 1.04 + 0.06 H 

35超 3.14 

水平方向応答倍率

レVHは、それぞれ次の値を表すものとす

設計静的水平地震カは、次の算式により計算すること。

FsH = KsH WH 〔式 6.2〕

この算式において、 FsH、KsH及び

る。

( 2 ) 

設計静的水平地震力（単位 N)

( 1 ）に規定する値

運転重量。ただし塔類にあっては耐震設計設備の設計水平地震力を算定

する部分の自重と内容物の重量との和とする（単位 N）。

F SH 

iく剖

レVH

修正震度法6-1-2 
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耐震設計設備の修正震度法による応答解析は、次の規定によること。ただし、スカー

ト支持（鉄筋コンクリート架台の上に設置される場合を含む。以下同じ。）の自立式塔

類の水平方向の固有周期が表 6.3の上欄に掲げる地盤種別に応じ同表の下欄に掲げる

値を超える場合は、当該塔類の水平方向の応答解析は、法に規定するモード解析法によ

ること。

表 6.3 モード解析法によるべきスカート指示の自立式塔類の固有周期

地盤種別 ｜第1種地盤 ｜第2種又は ｜第4種地盤
第3種地盤

固有周期（秒） 0.5 1.0 1.5 

( 1 ) 設計修正水平震度及び設計修正鉛直震度は、次の算式によって得られる値とす

る。

KMH = f. β5 KH 〔式 6.3〕

KMv = f. lβ， Kv 〔式 6.4〕

これらの算式において、 KMH、KMv、KH, Kv、九、 β5及びメタ6は、そ

れぞれ次の値を表すものとする。

KMH 設計修正水平震度

KMv 設計修正鉛直震度

KH及び Kv 4に規定する値

れ 6-1ー 1( 1 ）に規定する値

β5 水平方向の応答倍率であって次の（i'）から（ウ）までに規定するところによ

る。

(i') 4に掲げる地盤種別に応じ、図 6.1により求められる基準応答倍率に

図 6.2により求められる補正係数を乗じて得られる値とする。この場合

において、耐震設計設備の回有周期の計算は（ 2 ）に規定する方法又当該

設備の構造に応じて適切な方法により行うこと。

（イ） ( i'）において、耐震設計設備の固有周期が 0.3秒未満であって応答倍率

が1.5を下回るときは、これを 1.5とし、固有周期が 0.3秒以上の場合で

あって応答倍率がO目75を下回るときは、これを 0.75とする。

（ウ） （ア）及び（イ）の規定にかかわらず、次のa及びbに掲げる耐震設計設備

の応答倍率は2.0とすることができる。

a 横置円筒形貯槽（貯蔵能力 100t未満のものに限る。）

b スカート支持の塔類であって、当該塔類の胴の外径と内径（腐れ代を

除く。）との和の 1/2の値（以下「平均直径」という。）に対するベ

ースプレートからの高さの比が4.0未満のもの

β6 鉛直方向の応答倍率であって、スカート支持の塔類にあっては 1.5、その

他の耐震設計設備にあっては 2.0とする。

11ー
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図 6.1 基準応答倍率（特A及びA地域）
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備考 図 6.2において、減衰定数は耐震設計設備の種類に応じ、表 6.4

に掲げる値とする。ただし、減衰を与える機構を付加した場合はこの

限りでない。
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表 6.4 減衰定数

耐震設計設備の種類 減衰定数

固有周期Tが1.0秒未満のもの 0.03 

塔類 ITがLO秒以上1.5秒未満のもの 0.07-0.04 T 

Tが1.5秒以上のもの 0.01 

横置円筒形貯槽 0.07 

鋼構造 ブレースを有する構造のもの 0.05 

のもの ブレースを有しない構造のもの 0.03 

架構｜鉄筋又は ラーメン構造又はこれに準じるもの 0.05 

鉄骨コンクリート 壁量の多いもの又はこれに準じる 0.10 

構造のもの ブレースを有するもの

( 2 ) 耐震設計設備の固有周期の計算は、耐震設計設備の種類及び構造に応じ、別表

1のA欄に掲げる算式により計算すること。

( 3 ) 耐震設計設備の設計修正水平地震カ FMH及び設計修正鉛直地震カ FMvは、耐震

設計設備の種類に応じ、別表1のB欄に掲げる算式により計算すること。

6-2 算定応力等

耐震設計設備の応答解析に基づく設計地震力から算定される算定応力等は、設備の種類

及び部位ごとに、別表2に掲げる算式により計算すること。

6-3 耐震設計用許容応力等

耐震設計設備の耐震設計用許容応力等は、設備の部材の種類に応じ、別表4に規定する

値とする。

7 配管系の耐震設計

配管系の耐震設計は、次の規定によること。

7-1 応答解析

配管系の応答解析は、対象となる配管系を適切な梁構造モデルに置き換えて行い、次に

定めるところによる。

( 1 ) 設計地震動による応答解析は、 7ー 1ー 1に定める修正震度法又は適切な動的解析

i去によること。

(2) 配管の支持構造物（以下「配管支持構造物」という。）の応答変位に基づく当該配

管系の応答解析（配管支持構造物の全高がSmを超えるものに限る。）は、 7-1-2

に規定するところによること。

7-1ー1 修正震度法

配管系の修正震度法による応答解析は、次の算式により設計修正地震カを計算するこ

13 
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と。

FMH ＝β8 μ KMH WH 
FMv ＝β， KMv Wv 

〔式 7.1〕

〔式 7.2〕

F刷、 β8、β，、 μ、これらの算式において FMH、 KMH、KMv、WH及び Wvは、そ

れぞれ次の値を表すものとする。

FMH 設計修正水平地震力（単位 N)

FMv 設計修正鉛直地震力（単位 N)

β8 配管系に対する水平方向の応答倍率であって、 2.0。ただし、当該配管系の支

持構造物が架構上の塔槽類である場合は別表1のB欄の当該欄に規定するβ7の

値に2;0を乗じた値、弁にあっては2.0に当該弁の構造、支持方法等に応じて 1.0

～3.0を乗じた値とする。

β9 配管系に対する鉛直方向の応答倍率であって、 2.0

μ KMH 配管を支持する位置（以下「配管支持点」という。）における設計水平震度

で、配管支持構造物の応答解析の種類に応じて次の（ 1 ）から（ 2 ）に規定する

ところによる。

( 1 ) 修正震度法

( 2 ) 

KMH 配管支持構造物の種類に応じて6ー 1-2(1）に定める値又は適切

な方法により算出した値。ただし、 4に定める KHを下回る場合はKH、

配管支持構造物の高さが3m以下の場合は当該配管支持構造物の種類

にかかわらず4に定める KHの値とする。

μ 震度分布係数であって、次のア又はイに規定する値とする。

ア 配管支持構造物の高さが10m以下のもの又は配管支持構造物が

スカート支持の塔類であって平均直径に対するベースプレートから

の高さの比が4.0未満のもの 1.0 

イ ア以外の配管支持構造物

いずれか大なる値

H 
μ = 1.5五7

次の算式により得られる値又は 1.0の

〔式 7.3〕

この算式において、 H及UH，は、それぞれ次の値を表すもの
とする。

H 当該配管支持点の高さ（単位 mm)

H, 配管支持構造物の高さ（単位 mm)

静的震度法

μ K MH 6 -1 -1 ( 1 ) により規定する KsHと同じ値

KMv 6-1-2(1）に定める値又は適切な方法により算出した値。ただし、配管支

持構造物の高さが3m以下の場合は、当該配管支持構造物の種類にかかわらず4

に定める Kvの値とする。

運転重量（単位 N)

Wv 設計修正鉛直地震力を算定する位置に作用する配管の自重と内容物の重量との

和（単位 N)

14ー



7-1-2 配管支持構造物の応答変位

配管支持構造物の応答変位は、当該配管系に係る配管支持構造物を適切な振動系モデ

ルに置き換え、 6-1-2に規定する修正震度法又は適切な動的解析法により、配管支

持点の移動量を算出すること。この場合において、重要度がII又はIIIの耐震設計設備に

支持される配管系については、 6-1 -1に規定する静的震度法によることができる。

7-2 算定応力等

配管系の応答解析に基づく設計地震力から算定される算定応力等は、配管系の部位ごと

に、別表3に掲げる算式により計算すること。

7-3 耐震設計用許容応力等

配管系の耐震設計用許容応力等は、配管系の部材の種類に応じ、別表5に規定する値と
する。

7-4 配管支持の方法

3-2(1）アのただし書きに係る配管の支持は次に定めるところによる。

( 1 ) 配管の管軸と直交する2方向及び管軸に平行な方向の3方向の地震力のそれぞれに

対して配管を支持すること。

(2) (1）に掲げる地震動の方向に大して有効な支持機能を有する隣り合う配管支持構造

物の闘の配管の長さ（以下「配管スパン長」という。）は、表 7.1に掲げる運転状態

における配管内の高圧ガスの状態及ぴ配管の外径に応じ、それぞれ同表に掲げる許容

スパン長を超えないこと。

表 7.1 配管支持の許容スパン長

運転状態における 許 廿H士， ス ノt ノ、 長（単位 m)

配管内の高圧ガス 配管 の 外径 （単位 mm)

の状態 48.6 60.S 89.1 114.3 216.3 318.5 406.4 508.0 609.6 

液化ガス 6.6 7.1 8.6 9.5 12.2 14.2 16.0 17.6 19.1 

圧縮ガス 7.0 7.8 9.5 10.7 14.8 18.0 20.3 22.7 24.9 

( 3 ) ( 2 ）に掲げる配管支持構造物の聞の配管に係る地震動の方向の相対変位量は、次の

算式により得られる変位吸収能力を超えないことを確認すること。

ム＝ L・7 〔式 7.4〕

この算式においてo.、L及びTは、それぞれ次の値を表すものとする0
o. 配管支持構造物の簡の配管に係る変位吸収能力（単位 mm)
L 地震動の方向に直交する平面に対する配管の投影長（単位 mm)

f 配管lmm当たりの変位吸収能力であって、次の算式により得られる値

c C> L 
f ＝ーす一一 〔式 7.5〕

- 15 -
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Iii/II 

この算式においてC、ey、L及ぴDは、それぞれ次の値を表すものとする。

c 配管の許容ひずみにより定まる定数であって 0.67
ey 配管材料の降伏ひずみ

D 配管の外径（単位 mm)

8 基礎の耐震設計

基礎の耐震設計は、次の規定によること。

8-1 応答解析

基礎の設計地震動による応答解析は、次に定める静的震度法又は適切な動的解析法によ
ること。

( 1 ) 設計静的水平震度は、次の算式によって得られる値とする。

K’SH == f＂ メJ4’ KH 〔式 8.1〕

この算式においてK’SH、 f.、β4’及び KHは、それぞれ次の値を表すものと
する。

K’SH 設計静的水平震度

れ 6-1ー 1( 1 ）に規定する値

メタ4’水平方向の応答倍率であって、基礎の地表部分については 2.0とし、地下

部分については表 8.1の左欄に掲げる基礎の地表面からの深さHFの区分に
応じ、同表の右欄に掲げる値

KH  4に規定する値

表 8.1 基礎の水平方向応答倍率

HF (m) 

5以下

5超

( 2 ) 設計静的水平地震力は、次の算式により計算すること。

F’SH ＝＝ λK’SH WF  〔式 8.2〕

' 

この算式において、 F’SH 、λ、 K 'sH及び WFは、それぞれ次の値を表すもの
とする。

F’SH 設計静的水平地震力（単位 N)

λ 基礎の地上部分にあっては 0.5，地下部分にあっては基礎の根入れ深さ DFに

応じ、表 8.2の右欄に示す値

K’SH ( 1 ）に規定する値

WF  基礎の重量（単位 N)

← 16 -
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表 8.2 λの値

o, (m) λ 

0 ~三 D f < 0.5 0.5 

0.5 三三 o, くLS 0.4 

o, ;::: 1.5 0.25 

日－ 2 算定応力等

基礎の算定応力等は、耐震設計設備から基礎に作用するモーメント、せん断力及び鉛直

荷重並びに基礎の設計地震カに基づき、基礎の種類に応じ、次に掲げる応力等を算定する

こと。

( 1 ) 直接基礎の応力等

ア 基礎ボルト又はアンカーストラップの引抜カによりコンクリートに生じる応力

イ ベースプレートからの支圧力によりコンクリートに生じる応力 j

ウ接地圧

エ基礎本体に生じる応力

( 2 ) くい基礎の応力等

ア ( 1 ）ア、イ及びエに掲げる応力

イ くいが支持すべき鉛直荷重

ウ 鉛直荷重及び〈い頭に作用する水平地震力によりくいに生じる応力

8-3 耐震設計用許容応力等

基礎及び地盤の耐震設計用許容応力等は、部材等の種類に応じ、別表6に規定する値と

する。

8-4 地盤の液状化対策

8-3の規定において、くい支持地盤の耐震設計用許容支持力等の算出に当たっては、

くい周囲の地盤等の液状化の可能性について検討し、その結果に応じて当該地盤の土質定

数を低減させるなどして設計すること。また、必要に応じ液状化防止対策等を講じること。

9 基準に定めのない事項

本基準に定めのない応答解析方法、設備の算定応力等の計算方法等は、法に定めるところ

によるほか、 3-3及び8-4の規定を準用する。

10 基準の適用

( 1 ) 本基準は、平成1.1年4月1日から施行する。ただし、本基準のうち3-2(2）の規

定は、平成12年4月1日から施行する。

( 2 ) 本基準の施行の際、現に設置されている耐震設計構造物については、本基準の規定の

うち配管に係る部分については適用しなI,>o 

( 3 ) 本基準の施行の際、現に設置されている耐震設計構造物であって、本基準の施行後に

17ー
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おいて、高圧ガス保安法第14条第11頁又は第19条第1項の許可を受けて行われる耐震

上軽微な変更に係る耐震設計構造物については、なお従前の例による。

- 18 
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別表 1 

耐震設計設備の区分

塔 式ぴスい塔板カも類厚ののにト（胴支変限持化のるのの内）径少で自及立なあ

って、

まき4.0のもの

類
その他の塔類

横置円筒形貯槽

架橋上の塔槽類

塔槽類の架構

耐震設計設備の固有周期及び設計修正地震力計算式

A 固有周期の計算式
B 設計修正地震力の設設計計計算修修式正正T 固有周期（秒） ~＇朋w 水鉛平直地地震震力力 ~~~ 

CH, FMH = μKMHV.も…・・（5)
T= …・・（1)
.JKMHDm FMV =KMVV.も…・・（6)

7£ 6胴6車：~蜘の2：平か1均ペにらー内規o保スm定プすまトでる怖のト範か囲らでの応五答倍率t誌が最大になるときの
H, 高さ

：~ .... 麗t＇曜t＝~~宇も号；事盆する認値可品置仁作用する耐柑

T = mJWf ・・ ・・(2 F田 ＝K田 WH・・…σ）
FMV=K肝怖も…・・（8)

：だo 震重耐耐震力震設加計設設速設計計備設度設備備ののの自水重翠平転と剛重6－性1量－1で。（2あた）にっだ規てし定備、す考球る1形有に貯効規槽液定に重すあ量るっの値て和は（、N加） 
必a、Kw に~）お1に－2い（規1て定規にす規定る定す値するる値fれH 6式－~－Ji 値

(2）式 FMH = f3,μKMHV.も…一（9)
FMV = KMVV.午…一（10)

~、式~~、：）に~ilおにに備い規規考て定定3規すすに定るる規す値値定るす値る値
(1場）に当合架付該構貯加重槽さ量等れ比のる運設（架転備構重（、量以この下れ比「に。架支以構持下等さ同」れじとる。い）塔うの槽。最）類大の、値総そが重の量他0.に当1該対以下架す構のる

FMH = μKMHV.も・（11)
FMV =KMVWv…－－ο2) 

官μ 備語（N考）草！~仁鯵iむl宣盟する催議部設講生~Q)~務総誼T. = O.OlH + 0,02H，…・（3) 

fJ, 架架固構橋有周のの期高うちさ（S鉄）（皿骨）構造部分の高さ (m) 

(2）架構重量比の最大値が0.1超の場合

T. = 0.057../ij.…（4) 

η 架当構該架等構に等、のそ最の大架変構位等量の重（皿量皿を）。水塔平槽方類向はに剛作体用とさみせなたすと。きの



！~ 
鐘重一上 K （耐震設計設備の水平剛性、式（2）関係）
レグ支持の塔類

K=_!__ 
λ1  
－一一＋
K, K, 

K 水平剛性（N/mm')

KへK, それぞれ次の算式により得られる値

K, 3n.副 Q'
ι＝ー
2H( 

K, nK, 一、一
ー 1 H,K, 
＋ 
GA 

K = 4且~
H,' 

別表1の備考

レグの長さ（mm)

レグの本数

レグの材料の縦弾性係数（N/mm')

レグの杖料の横弾性係数（N／皿ぜ）

レグの断面積（m皿）

レグの中心からなる円の直径（mm)

レグの周方向軸に対する断面2次モーメント（mば）
レグの半径方向軸に対する断面2次モーメント（mm')

H, 

n

E

G

A

D

L

A

 

次の算式により得られる値

λ （H,¥' H, 4 
=1－一一l－ー一一＋4
¥H, I H, 

λ 

H，ベースプレートから塔類の重心までの高さ（mm)

鑑堂一_g_μ （式（5）関係）
μ 震度分布係数であって、次の二つの算式により得られる値のいずれか大なるもの
1.SH 
μ=H, 
1 

μ＝一一一
β3β5 

耐震設計設備のベースプレートからの高さ（単位 mm) 

耐震設計設備の設計修正水平地震力を算定する位置のベースプレートからの高さ（皿m)

4に規定する値

6-1-2(1)に規定する値

20 

H
m
H
β
β
 



貸主一一三品、 β、μ（式（9）、（10）関係）

p，塔槽類の架構に対する応答倍率であって、次の算式により得られる値

ト o.nI－：－：－与主ご了司
a’正＇＋ (1-A')h.' 

λ 次の表の左欄に掲げる塔槽類の固有周期 Toの区分に応じ、向表の右欄に掲げる算式により得られる
値

To λ 

0.36Ts以下 ..Jo.s2 + oABr 

0.36Ts超
( 1.叫）0.9Ts以下 目 l-(l-y) T,, + 0.81T, 

0.9Ts超
.Jr 1.lTs以下

l.lTs超 司吋イ）（~）＇
［備考］

To 塔槽類の固有周期であって、式（1）、（2）又は次の算式により得られる値。ただし、横置円筒

形貯槽（貯蔵能力が 10臼未満のものに限る。）及び最高位のE接線から最低位の正接線まで
の長さが5m未満のラグ支持のたて置円筒形貯槽にあっては、これを0とすることができる。

（秒）

T0 = 0.057..j;;: 

可a 架構を剛体とみなし、当該塔槽類にその運転重量を水平方向に作用させたときの最大

変位（皿皿）

L 式（3）又は式（4）によって得られる値（秒）

y 架構重量比。ただし、架構上に当該塔槽類と同等の振動特性を有すると認められる塔槽類そ

の他の設備がある場合は、当該塔槽類の運転重量に代えて、当該塔槽類及びこれらの設備の

総重量とすることができる。

ん塔槽類の減衰定数に応じ、次の図により求られる値

0.20 

0.18 

0.16 
色＂

"" 

話1
1' 

0.14 

0.12 

品
0.10 

009 
。酬｜／

／ ..加3
0 °' • も’IY
O.D7 

00~71 
札由・，.－ーー 且出

" 。。目＂
E目白. 
弓ι／／

0.06 

0.05 
0.001 0.002 0.曲4 0.007 0.01 0.田 0.04 0.σ7 0.10 

塔槽類の減衰定数
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μ 震度分布係数であって次の2つの算式により得られる値又は 1.0のいずれか大なるもの。ただし、架構
等の最高位の高さがlOm未満の場合には 1.0とする。
l.SH 
μ=Jiナ
1.SH，。
μ＝玉ケ

H，架構等の最高位の高さ（皿皿）
H 塔槽類の設計修正水平地震力を算定する位置の高さ（mm)

Ho 冴塔槽類の最低位の支持部の高さ（血皿）

必.， 6-1-2(1）に規定する値。この場合において、応答倍率は次の三つの算式により得られる固有周期 r.及
ぴZのそれぞれに対する値のいずれか大なるものとする。また、減衰定数は当該塔槽類の値とする。

:z; = ，／トλ）弓立

Z「~

鑑主-1..μ （式（11）関係）
μ 震度分布係数であって次の算式により得られる値又は 1.0のいずれか大なるもの。ただし、架構の高さ
が10皿未満の場合には 1.0とする。
l.SH 
μ＝百ア

H，架構の高さ（m皿）

H 架構の設計修正水平地震力を算定する位置の高さ（皿皿）

一一 22
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別表 2 

耐震設計
設備の
区 分

塔 ス

カ

ト

支

類 持

応 力

算定箇所

』同 板

スカート

基礎ボルト

唱え零

寸司

耐震性設計設備の算定応力等計算式（ 6-2関係）

算定応 カ等計算式

引張応力 圧縮応力

σ，＝一一一 ＋ ・・・・＇（l)( PoD.…恭） 1 
41 .7TlJ.t cose a, ＝一一＋ ＋ 一一・・・・＇（2)( P.,D. Wv + Fv品） 1 

41 .7TlJ.t cose 

" 胴通板常に生じる庄態縮に応お力け式る（~N最）／にm低dおのい）圧て力規（定MすPaる） P。 の運転状
t、D.、w，、p，、M、8 値

D. 胴応の
w， 力

f; 応の設和計力

8 に円すはい胴における円すい部の頂ン角トの1/2の値こ（度と）' 

圧縮応力

σ＝（…＋ 4M ）土。）
(.7TJJ.一町 (.7TJJ.' -2D.Y)t cose 

" スカート仁命じ直のるト（E径水皿のF倫皿平l~J方6角m向の~ 〈恥＇mm')D. スカートの平口均部
Y スカート聞 の最大長さ（mm)
t スカートの板厚
8 円すい形スカ－ 112の｛直（度）
w，.、F，.、M 式（1）において規定する値

弓i張応力

←よ（院小す）刊）

汀草川議）におiいiてE規定弘する士依：凹N ボルトの
A ボルトの
D ボルトの ） 
u午、 F，、M 式（1



一一一一一一一一－－＝c＝＝一 一一一 一一一一一一一一＝＝＝＝＝＝二L一一一~~＝ー一一二 ご÷二ご一一一一一一一一一一ーアで＝＝＝＝＝ 一一一一一一一一一一一一一一一 二三三＝三三二三三？二二二二二

＂＇ ι＂＂＇必帽を五主一、内噛地抗 措さ主主主L当住とιよさ江ι千 二 土三三一二三三：」 ι ι 判炉

亡二二＝二二二二＝＝＝三主主主-－－一一ーでー

力

所
箇定

応

算

計
の
分

間
備
耐
設
区

算定応力等計算式

ベース
プレート

曲げ応力
(7)ベースプロック形式でない場合

3L' fV.ι＋ F.’M¥ 
同＝一一I___'.__'._'.._ + ｜・・・・＇（5)
l ん ZI 

日ベスプレートに生じる曲げ応力（N/mm')
t ベースプレートの板厚（mm)
L 下図に示すれ又はれのいずれか大なる値（mm)
A. ベースプレートの底面積（mm')
z ベースプレートの半径方向軸に対する断面係数（mm')
w,, p，、M 式（1）において規定する値

ス

カ

（イ）ベースブロック形式¢場合
式（5）による。ただし、ベースプロックの構造に応じ、当該ベースブロックに
生じる応力を考慮してベースプレートに生じる曲げ応力を算定することができる。

板｜引張応力 l圧縮応力
式（1)による。この場合、最高位の正接線から最低位の正接線までの長さが51式（2）のよる。この場合、最高位の正接線から最低位の正銭線までの長さが5
m未満のたて置円筒形貯槽は剛体とみなす。 I m未満のたて置円筒形貯槽は剛体とみなす。

グ｜引張応力 ｜せん断応力 ｜曲げ応力 ｜圧縮応力

[ ~ !!!!__ •••• .f71 [ l.2F.H,e -'" [ 1 f 4F.H旬、
叫＝ー・・・・粉 ｜ιヘA ¥I) ｜同＝一一一一・・・・明 ｜民＝ー｜肌 ＋Fv＋一二一｜一・例

I nA I n(I,+I,) " J nA¥ D ) 
τ レグに生じるせん断応力（Nmぱ）｜ ｜ 、 , 
n A及びFn 式（6）に規定する値 l日 レグに生じる曲げ応力（N畑正）｜伍 レグに生じる圧縮応力（N/mm')

[, レグの周方向軸に対する断面21n、 A、 w，、 p，、 D、丹、 H• 式（6）に
次モーメント（mm') ｜おいて規定する値
J, レグの半径方向軸に対する断面
2次モーメント（皿ぱ）

H, レグの長さ（mm)
e レグの中立軸から外縁までの距
離の最大値（mm)

n、F，式（6）において規定する値

日 レグに生じる引張応力（N/mm')
n レグの本数
A レグの断面積（mm')
p ベースプレートに作用する引抜
力であって次の算式により得ら
れる値（N)

2

－

N↑
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FH 設計水平地震力（6-11(2）に
規定する設計静的水平地震力
又は6-1-2(3）に規定する設計
修正水平地震力（以下同じ。
N) 
D レグの中心からなる円の直径
(mm) 

H，ベースプレートから塔類
の重心までの高さ（皿m)

レ 基礎ボルト｜引張応力
(Y) p ;;; 0 

グ

a 
_ e+z c 2P 
町 一一一一・ ・・・・・＇（10)
a -2c n,A, 

（イ） pくO

せん断応力

τ~~ァ・... '(12) 
nn,A, 

τ 基礎ボルトに生じるせん断応力（N/mm')
n、九式（6）において規定する値
晶、 A，式（10）において規定する値

I苔

σ，＝ 日一支

N 
C刀

持
四 基礎ボルトに生じる引張応力。ただし、得られた値が負の場合はこれをOとする。（N/mm') 
ιb、c それぞれ右図に示す寸法（mm)
n. レグ1本当たりの基礎ボルト本数
A, 基礎ボルトの有効断面積（mm')
p 式（6）に規定する値
e 次の式において得られる値

1 1.2/, 
e＝ー・一一－＇－・F.H,
p I,+/, 1r五

類

人J,,H，式（8）において規定する値
n、FH 式（6）において規定する値

胴 板｜引張応力 ｜圧縮応力
式（1）による。この場合、最高位の正接線から最低位の正接線までの長さが51式（2）による。この場合、最高位の正接線から最低位の正接線までの長さが5
皿未満のたて置円筒形貯槽は剛体とみなす。 Im未満のたて置円筒形貯槽は岡j体とみなす。フ

グ
支
持｜セットボルトl引張応力

式（4）を準用する。
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算定応力等計算式

"" σ3 

耐震設計｜応 力
設備の
区 分｜算定箇所

胴のサドル｜引張応力
部 l P-D酬 M•• 

a，＝→ム＋一二・・・・加）
4t Z, 

a 胴のサドル部に生じる引張応力（N/mm')
t 胴の板厚（腐れしろを除く。 mm) 
p, 常用の圧力（MPa)
D. 胴の平均直径（mm)
M.， 網のサドル部に作用する曲げモーメントであっ
て、次の算式により得られる値（N)

Mu =QfA － ~A(L-A)+3仇＇－H')l 
j 2(3L+4H) ( 

Q 胴がサドルから受ける反力であって次の算式により得られる値（N)

Q Wv +Fv 
＝一一一一一＋F.v
2 

w，運転重量（N)
p，設計鉛直地震力（N)
p.， 次の二つの算式により得られる値のいずれか大なるもの（N)
- F宵Hv 3F，宵H.
F会＝ーそー－ Fw ＝一一ニ一一
L, 4B 

F＂軸方向に作用する設計水平地震力の等価鉛直加重（N)
p，， 軸直角方向に作用する設計水平地震力の等価鉛直加重（N)
£, 図（a）に示すサドルの中心間の距離（回目）
p，設計水平地震力（N)
H, 図（a）に示すベースプレートから胴の軸までの距離（mm)
B 図（a）に示すサドルの幅（mm)

A 図（a）に示すサドルの中心から胴の正接線までの距離（mm)
H 図（a）に示す鏡の深さ（mm)
ι 図（a）に示す胴の平均直径の 1/2の値（mm)

90ー掛
川 l
悶」-J0.11)
図。）o.. °'' 03 0.4 G Q.5 a. o 7 0.8 
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貯

槽

z, 胴のサドル部における断面係数であって、次の（1）文は（2）により得られる値（mm')
(1）胴が鏡により補強される場創造壬 0.5の場合に限る。以下同じ。）又は強め輪により補強される場合

z, =:rR..'t 
(2)(1）以外の場合

z, =GR.'t 
G 図（a）に示すサドルの支持角。に応じ、図（b）により求められる値

圧縮応力

K,Q 
久＝？でτで「ー・・・・'(14)
(h+l.56JR.t, t 

国胴のサドル部に生じる圧縮応力
(N加m')

b 式（13）関係の図（a）に示すサドル
の幅（田m)
ι、Q 式（13）において規定する値
t 胴の板厚（腐れしろを除く。回目）
ただし、当て板を使用する場合で
あって、当該当て板の幅が次の算
式により得られる値を超えるとき
は、当該胴板及び当て板の厚さの
合計の値とすることができる。

h + 1.56..[R:i 

K, サドルの支持角 θに応じ、次の
図により求められる値



b。
‘d 

ヒで？？司

胴の中央部｜引張応力

横

置

鏡
円

筒

形

P.D. M日
同＝二よ＋ーニ・・・・＇（ 15)
4t Zc 

Oi 胴の中央部に生じる引張応力（N/mm')
t、p，、D. 式（13）において規定する値
M" 胴の中央部に作用する曲げモーメントであって、次の算式により得
られる値（N・mm)

l3L' +6(R.' -H') I 
Mι ＝ Q~ - > 
I 4(3L +4H) I 

Q、L、H、品、 A 式（13）において規定する値
z, 胴の中央部における断面係数であって、次の算式により得られ
る値（mm')

Zc = :rR. 't 

引張応力
胴が鏡により補強される場合に限る。
K,Q 

σ，＝瓦；プゲ・・・・＇（ 17)

日鏡に生じる引張応力（N/mm')
Rm、Q 式（13）に規定する値
. 鏡の板厚（腐れしろを除く。 mm)
ι サドルの支持角。に応じ、次頁の図により求められる値

圧縮応力

σ＇＝宅ι．・・＇（16)
~c 

日 胴の中央部に生じる圧縮応力（N/mm')
z,, M，印式（15）において規定する値

d 内圧によって鏡に生じる引張圧力であって、下表の左欄に掲げる鏡の形状に応じ、同表の右欄に掲げる算式により得られる値（N/mm')
貯

槽

富140

I：，.打汁対＇ ti竹

:: tt:rttlt1~.r-

鏡の形状i d 

半だ円体形｜守刑判

さら型I~－±｛3＋仔i

［表の備考］
a 半だ円体形鏡にあっては当該鏡も内側のだ円体の長f圭、
半球形鏡にあっては当該鏡の内径、さら形鏡にあって
は当該鏡の中央部の内径の値（それぞれ腐れしろを除
〈。 mm)
h 鏡の内側のだ円体の短径の1βの値（腐れしろを除く。
mm) 
r ナック｝＇部の内半径（皿m)
p，式（13）において規定する値
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耐震設計 応 力
設備の 算定応力等計算式
区 分 算定箇所

サドル
圧（ア縮）片応方力のサドルが固定式の場合 （イ）両方のサドルが固定式の場合

a，＝日午 ＋Fv+ ｛「ZF.-O.l(W. +F.）「加s+F.Hv ・・・.'(18) Wv +Fv F.H, FHHv 
民＝ ＋一一一＋ ・・・・＇（19)

2A,D 2Z'" A,"L' 2.4,n 2Z,D んJ,,

併 サドルのの関仁ふ有係生有効効のじ品蹄断凶る圧関a式挙縮k係！（（応数1剥：力｝（咽Eにペ側~＇おー）いmスdてプ緩〕ト症すトるか値らA，， サドル
z，， サル

横 H，式（ド13) サドル最下部までの高さ（mm)
w，、F，、F,

置 基礎ボルト 引張応力
せ（Yん）片断方応の力サドルが固定式の場合FHHv Wv-Fv （イ）両方のサドルが固定式の場合

σ，＝ ・・て20)
F. O二正Wv-Fv) F. -0.~W午 － Fv)円 nA,,C, 2nA,, 

•• '(21) ..• '(22) 

ゐ~·。nH, Zサ集基墓b議控ド建乞ルボWボポFルルルl個Fトトト，のの仁あ式生1脊軸と（油直じり叫の断角るに弓基両方お張礎被向いボ応D〔てルE間;l:Jm駐隔ト（）Nの；rrす皿本皿m数る：値 τ＝ τ＝ 
nA,, 2nA,, 

筒
τ 固定定（2側側0）サドルのに基基規お礎礎定いすボボてルルる規値トト定のにす生本数るじ値るせん断応力 (N/mm') n 式国 サドルの

形 A丹b、料、 F，に式お（い13て） 

シアー 曲げ応力
貯 プレート せ下lら地表んれ震断のる応値左力の力欄（N方にIm向掲dげl） る地震力の方向に応じ、 同表の右欄に掲げる算式により得 3h＇σCP 

向 τ ［表の備考］
。.＝－：－島＂7 ・..'(23) 

槽
FH ・・・（23)

τ シアープレートに生じるせん断応

"' シア プよレレ右レ区クーの応りrJ得トー表トトじ；：：.のらのEト板高れ生捕か府さじる享らる傭ののに（｛尚：匝掬右：ヲJ臨鏑げ）F応mるにn力f地掲カ） 

地震力の方向 a" 
胴の軸方向 力（アNー／mプm') ＇＂シアープ F. b.t,, b. シア レートの胴の軸直角方 h シアープ 胴の軸方向

＿！＿，，＿＿＿＿・・・＇（24) bx 向シのア長ーさプ（レ凹ーn)トの胴の軸方向の
ζ.，基礎コン で bvh 

胴の軸直角方向 あって、 震 F. bλt,, 長さ（mm) 力の方向 げ 胴の軸直角方向
"' シアープレートの板厚（皿m) る算式に b,h 
FH 式（13）において規定する値 ［表F缶のH、備b式y考（~式3；に23規）に定規す定るす値る値

架
梨1：，的zり脚）店支則プそ柱健のレー他ボ輔ス耐ル震ト等上の特四に軍要位な部れ分らに作目酎眼力団づき、次暗号仁縄げる耐に生じる応力を算定するa

構

i
l
N

∞
i
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別表 3 
配管系の算定応力等計算式（7-2関係）

応力算定箇所 算定応力等

配 管 ｜曲がり問、分岐部及び配管支持点のそれぞれについて、次のア及びイに掲げる応力をそれぞれ当該ア及びイに定める算式により計算すること。

ア圧力、運転重量、設計水平地震力及び計鉛直地震力による配管長手方向応力

•IJM, '+( i.Mo:' IF I 
町＝曹、－ 「山＋I司・…例

団長子方向応力（N/mm')
;, 管継手の種類に応じ適切な方法で求める面内応力集中係数
;, 管継手の種類に応じ適切な方法で求める面外応力集中係数
M 配管内の流体の圧力・運転重量及び配管に作用する設計水平地震力（711に規定する設計修正水平地震力。以下本別表において同じ。）並びに
設計鉛直地震力（7-1-1に規定する設計修正鉛直地震力。以下本別表において同じ。）に伴う配管の面内曲げモーメント（N・mm)

M，配管内の流体の圧力、運転重量及び配管に作用する設計水平地震力並びに設計鉛直地震力に伴う配管の面外曲げモーメント（N・mm)
z 管の断面係数。ただし、異径分岐管にあっては、次の算式により得られる値。（腐れしろを除く。 mm')
z = ltr't, 
r 分岐管の平均半径（mm)
＆ 分岐管の有効肉厚で、主管部肉厚と分岐管に＆を乗じた｛直のいずれか小なる値（腐れしろ及び補強板の肉厚を除く。） (mm) 

F 配管内の流体の圧力、運転重量及び配管に作用する設計水平地震力並びに設計鉛直地震力による配管軸力（N)
A 管の断面積（腐れしろを除く。 mm')

イ 設計水平地震力、設計鉛直地震力及び配管支持点の移動に伴う繰り返し応力範囲

.J(i;M;)' +(i.,MJ' +M' 
E ＝壬W z ' ・・・・＇（45)

品地震力による繰り返し応力範囲（N/mm')
L、hz アに規定する値
M 配管に作用する設計水平地震力及び設計鉛直地震力並びに配管支持点¢移動量（71 2に規定する配管支持構造物の応答変位に基づく配管支持点
における移動量をいう。以下本別表において同じ。）に伴う配管の面内曲げモーメント（N・mm)

Mo 配管に作用する設計水平地震力及び設計鉛直地震力並びに配管支持点¢移動量に伴う配管の面内曲げモーメント（N・mm)
M 配管に作用する設計水平地震力及ぴ設計鉛直地震力並びに配管支持点の移動量に伴う配管のねじりモーメント（N・mm)

フランジ継手 ｜アに定める配管に作用する設計水平地震力及び設計鉛直地震力並びに配管支持点の移動量により配管からフランジ継手に加わる荷重に対し、イに定める応
｜力を計算すること。なお、応力の計算の方法は日本工業規規格B2205「管フランジの計算方法」（1991）によるものとする。

（重要度II又はEの配
管系に係るものを除｜ア 配管に作用する設計水平地震力及び設計鉛直地震力並びに配管支持点の移動による配管から加わる荷重
く） ん ＝P+P，・・・・例

P，. 荷重軸方向引張り力及び曲げモーメントに係るフランジ継手に作用する全相当圧力（MPa)
p 常用の庄力（MPa)
p, 地震荷重等価内圧であって、次の算式により得られる値（N/mm')

司
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F 軸方向引張接力ン触ト（N面（）Nの・平mm均）直径M 曲げモーメ
D, ガスケット 。ただし、平面座ガスケットの場合は、次の算式により得られた値とする。（mm)
D. =D,.+'l{N-b) 

D" ガスケットの有内幅径効（m幅~l~mN ガスケットの
b ガスケットの ） 

イ 計算すブる応力の種応類力
1 ハの軸方向
2 フランジの半径方応向応力
3 フランジの周方向力

弁 駆動部等偏心重量部が支持されていない弁に係る応力は、次の算式により計算すること。

（固有振除動く数。） 20Hz以
FMHL, 

σ.＝－一一一一＋aL
上を z 

品 弁本体と駆動部等偏心重量部との聞の断面に生じる応力（N/mm')

F心制 7当4該4断に面規か定らす駆る動値部等偏心重量の重心までの距離（mm)

z 当内該断面の断面係数る（m当d該）断
日 庄及び駆動力によ 面に生じる応力（N/mm')

〈二〉

伸 縮 継 手
配管に作用する設計水平地震力及び設計鉛直地震力並びに配管支持点の移動司最量大に応係力る軸方向変位全者法振は幅、、日軸本直工角業方規向格全B振23幅52及「ベびロ軸ー曲ズげ形変伸位縮全管振継幅手をI合（1成994し） て伸縮継手方向最大応力振幅を計算すること。ただし、当該伸縮継手の軸方向 振幅の計算方法、
による。

塔糟類のノズル部 配管に作用する設計水平地震力及び設計鉛直地震力並びに配管支持点の移動量に係る荷重に基づき、次のイからハまでに定める種類の応力強さを算定する
こと。

（管重要系度に接J，続及さぴれIの配 ア 1次次一局般部膜応力強強さ
るも イ 1 膜応力 さ及び1次次局曲部げ応膜力強さの和

のに限る。） ウ 設計地震動により生じる 1 膜応力強さ、 1次曲げ応力強さ及び2次応力強さの和のサイクルにおける最大値と最小値との差

配管支持構造物 配管支持構造物の重量及びこれらに作用する設計地震力に基づき、次のイからホに掲げる部分に生じる応力を算定すること。
ア 支は柱り

（塔槽類及び架構等支持に イは
支持される配〈管。） ウプレース
構造物を除 エ 基そ礎の他ボルト

オ 耐震上特に重要な部分



心3
~ 

一一一reす

別表4
耐震設計設舗の耐震設計許容略力等（ 6-3関係）

ア耐圧部材の耐震設計用許容応力 ｜ ィ 支持構造材の耐震設計用許容応力

下表の左棉に掲げる応力の種類に応じ、右欄に掲げる値

応力の種類｜ 耐震設計用許容応力

引張応力Is（溶接継手のあるものにあっては、 Sに η を乗じて得ら
1J I れる値とする。）
せん断応力［o.6S

曲げ応力［s

圧縮応力［s又はrのいずれか小なる値

［備考］この表において、 S、S’及びηは、それぞれ次の値を表すものとする。

S 次の表の左欄に掲げる材料の種類に応じ、同表の右欄に規定する値

材料の種類 I s 

J室温以下の温度で使用する｜次の（1)及び（2）のいずれか小なる値
( i ) ：低温用アルミニウム合金及I(1)0.6S, 
ぴ9パーセントニッケル鋼I(2)0.9S, 

i次の（1）から（4）までのうちの最小の値
室温以上の高温で使用するI( oo.6S," 

（証）：オーステナイト系ステンレI(2)0.6S, 
ス鋼及び高ニッケル合金鋼I(3)0.官官”

（記J：イ及びロ以外の材料

(4JS, 

次の（1）から（4）までのうちの最小の値
(1)0.“ω 
(2)0.6S, 
(3 )0.9S," 
(4)0.9S, 

［備考］ s, 材料の設計温度における引張強さ （NI田皿＇）
ん材料の常温における最小引張強さ（N/mm')
s, 材料の設計温度における降伏点又は0.2%耐力（N/mm')
ふ材料の常温における最小降伏点又は0.2%耐力 （Ni皿皿＇）

S’塔類及び横置円筒形貯槽について次の算式によいり得られる値

（ア）耐圧部材に直接溶接されない支持構造材
下表（a）の左欄に掲げる応力の種類に応じ、右欄に定める値。ただし、組合
応力が生じる支持構造材にあっては、下表（b）の左欄に掲げる応力の組合せの
種類に応じ、右欄に掲げる判定式に適合すること。

表（a)
「一一一一
応力の種類 耐震設計用許容応力

引張応力lF 

せん断応力｜長

曲げ応力［ F

スカート IF又はS＇のいずれか小なる値

圧縮応力｜サドル J"F 

上記以外の支持構造材 IF又はFのいずれか小なる値
［備考］この表において、 F、F’及びS’は、それぞれ次の値を表すものとする。
F 材料の降伏点若しくは 0.2%耐力又は引張強さの 70%のいずれか
小なる値（N／皿皿＇）

F 材料の有効細長比を考慮した座屈検討圧縮応力（N加ば）
S’ アのS’の算式により得られる値

表（b)

組合せ応力の種類

圧縮応力及び曲げ応力の組合せ

引張応力及び曲げ応力の組合せ

圧縮応力、曲げ応力及びせん断応力の組合せ

引張応力及びせん断応力の組合せ

判定式

三二＋竺土壬 l
f, f, 

er， σh -
一ー＋ く 1
f, f，ニム

よ~τz 三主主

竺旦：竺〈五
14 _, 



目、日及び τは、それぞれ次の伎を［備考］この表において、ム fi、F、日、
表すものとする。

当該支持構造材の耐震設計用許容圧縮応力であって、表（a)
に定める値（N/mm)
当該支持構造材の耐震設計用許容曲げ応力であって、表（a)
に定める値 （N!mm')
当該支持構造材の耐震設計用許容引張応力であって、表（a)
に定める値（N／皿ぜ）
当該支持構造材に生じる圧縮応力（N/mm')
当該支持構造材に生じる曲げ応力（N/mm')
当該支持構造材に生じる引張応力（N/mm')
当該支持構造材に生じるせん断応力（N／皿皿＇）

事

日

品

目

τ

β 

fi 

( 1+0.脳ま）n.
Sら品及びんのいずれか小なる値
E 材料の設計温度における縦弾性係数 （NI皿ば）
D. 胴の平均直径（mm)
t 胴又は側板の板厚（腐れしろを除く。皿皿）

溶接効率η 

（イl< r）以外の支持構造耐圧部材に直接溶接されない支持構造材
アの耐圧部材の耐震設計用許容応力又はイの支持構造材の耐震設計周許容
応力のいずれか小なる値。組み合わせ応力が生じる場合は、 Crlのただし書を
準用する。



別表5
配管系の耐震設計用許容応力等（7 -3関係）

配管系の種類 耐 震 設 計 用 許 容 応 カ

ア配管 次の表の左欄に掲げる応力の種類に応じ、同表の右欄に掲げる値

応力の種類 耐震設計用許容応力

配管長手方向応力 s 

' 恥 繰り返しの応力範囲 2S, 

［備考］この表において S及びs，は、それぞれ別表4に規定する値を表すもの
とする。

イ フランジ継手 次の表の左欄に掲げる応力の種類に応じ、同表の右欄に掲げる値

応力の種類 耐震設計用許容応カ

フランジの半径方向応力 s 

フランジの周方向応力 s 

ハブの軸方向応力 2S, 

［備考］この表においてS及びs，は、それぞれ別表4に規定する値を表すもの
とする。

ウ弁 次の表の左欄に掲げる弁の種類に応じ、同表の右欄に掲げる値

弁 の 種 類、 耐震設計用許容応力

重要度L及びIに係る地震防災遮断弁 o.ss 

その他の弁 s 

［備考］この表においてSは、それぞれ別表4に規定する値を表すものとする。

エ伸縮継手のベロ 設計繰り返し数 500回に応じた日本工業規格 B8281「圧力容器の応力解析及び疲労

ーズ 解析」（1993年）の図1、図2又は図3から得られる許容応力振幅の2倍の値

オ塔槽類のノズル 次の表の左欄に掲げる応力の種類に応じ、同表の右欄に掲げる値

部
応力強さの種類 耐震設計用許容応力強さ

イ 1次一般膜応力強さ s 

ロ 1次局部膜応力強さ及び1次曲げ応力強さ
l.5S 

の和

ハ 設計地震動により生じる 1次局部膜応力強
さ、 1次曲げ応力強さ及び2次応力強さの和 2S, 

のサイクルにおける最大値と最小値との差

［備考］この表において S及びあは、それぞれ別表4に規定する値を表すもの

とする。
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別表6
基礎及び地盤の耐震設計用許容応力等（8-3関係）

部材等の種類 耐 震 設 言十 用 許 押廿句 応 力

ア コンクリートの 下表の左棉に掲げる応力の種類に応じて、右欄に掲げる値
耐力震設計用許容応 単位 N/mm')

応力種類 耐震設計用許容応力

圧縮応力
2Fc 

3 

せん断応力 九かつや.735＋~）以下
20 200 

上ば筋 6F, Cかっ1.32以下
100 

丸鏑
9F, Cかっ2.00以下その他の鉄筋
100 

付着応力

ι かつ（i.3~＋~）以下上ば筋
異形鉄筋 10 25 

その他の鉄筋 3九かっ（2仙叫）以下
20 50 

［備考］ このまにおいて叫コンクリートの悶設計基準強度（単位N/mm')
を表すのとする。

イ 鉄筋容応の耐震設計 下表の左欄に掲げる応力の種類に応じて、右欄に掲げる値
用許カ

応 力 の 種 類 耐震設計用許容応力

圧縮応力 F 

せん断補強以外に用いる場合 F 
引張応力

せん断補強に用いる場合 F(294を越える場合は294とする。）

［備考］ この表においてFは、鉄筋の降伏点（単位 N／皿m＇）を表すものとす
る。

ウ地盤の耐震設計 地盤調し査の結いき果）のに左基欄づにき掲、げ次るの地表盤（a）の（1て）又はは、（2そ）に掲げる算表式により掲得られる値る値に。よ
用許容応力 ただ、カ3表 につい 、れぞれ同の右欄にげ

ることでる。
4供

表（a)

？（州＋四十，D1N,)(1) 

(2) 
1 

2q, +-N'y,D, 
3 

［備考］ この表において表仏すβもLC、すB、るN。c、品、 N＂戸、戸、 D人 q.及びN’は、
それぞれ次の値を のと

日及びβ それぞれ基礎荷重面の形状に応じ、次の表（b）に掲げる係数

係＼＼数＼＼基＼礎荷の形重状面 円形 円形以外の形状

日 1.3 
B 

1.0 +O 3-
L 

B 
β 0.3 05-0.1-

L 

［備考］ ~ 基基礎礎荷荷重重面面のの長短辺辺又又はは長短径径 （（単単位位 皿m~
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C 基礎荷重面下にある地盤の粘着力（単位
B 表（b）に規定する値
Ne、l叫及びN, 支持力係数であって、それぞれ地盤の内部摩擦角に応じ、次
の表（c）に掲げる値

表（c)

kN!m') 

議等 。。 5。 100 15。 20° 25° 28° 32° 36。 40。

以上

Ne 5.3 5.3 5.3 6.5 7.9 9.9 11.4 20.9 42.2 95.7 

Mト 。。。1ユ 2.0 33 I 4.4 10.6 30.5 114.0 
N, 3.0 3.4 3.9 4.7 5.9 7.6 9.1 16.i 33.6 83.2 

I 
" 

備考］ この表に掲げる内部摩擦角以外の内部摩擦角に生じたNe、N，及び
N，は表に掲げる数値をそれぞれ直線閣に補完した数値とする。

｛
（
 基礎荷重面下にある地盤の単位体積重量（単位 kN／皿＇）

基礎荷量面より上方にある地盤の平均単位体積重量（単位 kN/m') 
基礎に近接した最低地盤面から基礎荷重面までの深さ（単位皿）
平板載荷試験による降伏荷重の 1/2の値又は極限応力の1βの値のう
いずれか小なるもの
基礎荷重面下の地盤の種類に応じ、次の表（d）に掲げる係数

円
%
’

b
宇

粘性土地盤砂質土地盤（密実
なものを除く。）

地盤の種｜砂質土地盤のうち
係数＼～～』類｜密実なもの

N' 

表（d)

!1 

点
4 6 12 

地盤の種類 耐震（単設位計用k許w容d応）力

2,000 
1,000 
600 

制i事H九ムE
600 
400 
100 
200 
40 
200 
100 

表（e)

；！ 

エ くいの耐震設計｜次の（1）に規定するくい本体の耐震設計用許容支持力と（2）に規定するくい支持地盤
用許容支持力 ｜の耐震設計用許容支持力のいずれか小なる値

(1）くいの耐震設計用許容支持力
くい材料の種類に応じて定まる耐震設計用許容圧縮応力に、くいの最小断面積を
乗じて得られる値。ただし、長さ径比が大きいくいにあっては、くい材料の種類
に応じて定まる耐震設計用許容圧縮応力を低減しなければならない。（単位 N)
(2）くい支持地盤の耐震設計用許容支持力
次の表の（ i ）から（量）までの算式（くいの周囲の地盤に軟弱な粘性土地盤、軟弱
な粘性土地盤の上部にある砂贋土地盤又は地震時に液状化するおそれのある地盤
が含まれる場合にあっては、（iii）及び（iv＇）の算式）のーにより得られる値

( i ) 2 R, 
3 

( ii ) 
2F 

SS +0.1 

（出）
2 

q,A, +-R, 
3 

(iv) 
2 

q,A, + R, 
3 
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それぞれ次の値を［備考］ この表において Ru、s、F、q，、A,、RF及び qoは、
表すものとする。 ‘ ー

くい載荷試験により求められる極限支持力（単位
基礎ぜいの最終貫入量（単位 m) 
ハンマーの打撃エネルギー（単位 kN・皿）
基礎ぐいの先端の地盤の耐震設計用許容応力であって、次の表の左
欄に掲げる基礎そいの種類に応じ、同表の右欄に掲げる算式により得ら
る値（単位 kN/m') 

kN) ん
S
F
φ

基礎寸いの種類

600一
一一－N3 

打込みくい

400一一一N3 埋込み寸い

300万
3 

場所打ちそい

［備考］ この表において、万は基礎そいの先端付近の地盤の標準貫入試験
による打撃回数の平均値（60を超える場合は 60とする。）を表すも
のとする。

q, 

基礎寸いの先端の有効断面積（単位ば）
基礎寸いとその周囲の地盤（軟弱な粘性土地盤、軟弱な粘性土地盤の上
部にある砂質土地盤及び地震時に液状化するおそれのある地盤を除く。）
との摩擦力であって、次の算式により得られる値（単位問。

九＝( 2瓦L，ヤザ
この算式において品、 L，.、qo、Le、及び ψは、それぞれ次の値を表す
ものとする。

A, 
R, 

基礎寸いの周囲の地盤のうち砂質土地盤の標準貫入試験による打
撃回数（打込みそいにあっては 50を超える場合は 50とし、場所
打ち寸いにあっては25を超える場合はおとする。）の平均値
基礎そいがその周囲の地盤のうち砂質土地盤に接する長さの合計
（単位 m)
基礎寸いの周囲の地盤のうち粘性土地盤の 1軸圧縮強度（打込み
寸いにあっては却を超える場合は 20とし、場所打ちそいにあっ
ては 10を超える土合は 10とする。）の平均値（単位町／ば）
基礎寸いがその周囲の地盤のうち粘性土地盤に接する長さの合計
（単位 m) 
基礎寸いの周の長さ（単位

N, 

qo 

L, 

Le 

m) 

ハの表（a）に掲げる算式により得られる地盤の耐震設計用許容応力（単
位 kN／皿＇）

N) オ くいの耐震設計｜くい工法の種類及び地盤の状況に応じて求められる極限引抜力の2β の値（単位
用許容引抜抵抗力

カ

ψ 

qo 

くいの許容応力｜くい材料の種類に応じて定まる耐震設計用許容引張応力又は耐震設計用許容圧縮応
力（単位 N/mm')
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対策基準震地備等呈＂＇E又付属2 § 

適用範囲

この基準は、製造施設等のうち、§ 1貯槽・基礎等耐震設計基準が適用される貯槽等（以

下「塔槽類」という。）及び配管並びにそれらの支持構造物及び基礎以外のものであって、

次に掲げるもの（以下「付属設備等」といい、不活性ガスの貯槽等に係るものを除く。）に

ついて適用する。

( 1 ) 塔槽類以外の貯槽等並びにそれらの支持構造物及び基礎

( 2 ) 容器固定構造体

( 3 ) 貯槽等及び容器に付属する設備であって、機器、配管（基準§ 1が適用されるものを

除く。）、バルブ類、計装設備、ステージ等、建屋、保安設備、地震防災設備等（以下

「付属設備」という。）

？
L；
l
 

降
除
草
什
い
似
品
虫
干
ぷ
品
作
1
2
b
A騒
い
抗
野

F診
や
か

rMm丸山
ト

kudt詐
む
飢
え

i 

用語の定義

この基準において、用語の意義は、要綱の定めるところによる。

2 

3 基本方針

( 1 ) 付属設備等は、耐震性を有する構造とすること。

( 2 ) 貯槽等に連結する付属設備にあっては、（ 1 ）のほか、地震時に当該付属設備から貯

槽等に過大な力が加わらないよう配慮すること。

( 3) 製造施設等には、所定の地震防災設備を設けること。

塔槽類の付属設備

塔槽類である貯槽等の付属設備は、次に定めるところによること。

4 
5で

4-1 機器

( 1 ）機器は、十分な強度を有する基礎に、アンカーボルトにより堅固に固定すること。

( 2 ）機器の配管取付部は、地震時の振動に対して十分な強度とし、また可とう性、逃げ

等を考慮すること。

( 3) 回転機器（感震器等と連動する緊急遮断弁等に連結するものに限る。）は、感震器

等と連動して電源遮断できるものとすること。

4-2 配管

( 1 ) 配管（高圧ガスの通る部分に限り、塩素設備の圧縮空気配管を含む。以下、 4-2

において同じ。）の構造、サポート等の設計に当たっては、地震カを考慮すること。

( 2 ) 貯槽等の配管取付部（ノズル部）は、地震時に配管等から加わる応力に対して十分

な強度を有すること。

( 3) 貯槽等の受入、取出配管等は、貯槽基礎等と一体化したサポート等で固定すること。

庁

I 
~· 

I! 
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( 4) 設備相互間の配管は、地震による相対変位を考慮した可とう性、逃げ等を有するこ

と。

( 5 ) 配管に接続される小口径配管の取付部は、伝達される振動に対して十分な強度を有

すること。

( 6 ) 配管の支持構造物は、地震等に対して十分な強度を有すること。

( 7 ) 配管には、原則として次の継手は使用しないこと。

ア ねじ込み継手

イ エビ曲げ継手

ウ フレア継手

エ コーキング継手

ろう付け及びはんだ付け継手オ

( 8) 伸縮自在継手は、メタリックフレキシブルチューブ、アクシアル型ベロー継手又は、

ユニバーサル型ベロー継手とし、使用流体、使用圧力等に応じて適切なものとするこ

と。

4-3 パルプ類及び計装設備

( 1 ) 貯槽等本体に取り付けるバルブ、安全弁、緊急遮断弁、液困計、圧力計等は貯槽等

と一体化された構造とすること。

(2) 貯槽等の元弁は、耐震上支障のないものとすること。

( 3 ) 緊急遮断弁等に支持をとる場合は、貯槽等の基礎と一体化したものとすること。

( 4) 配管に取り付ける計装設備のノズル管は十分な強度を有するものとすること。

( 5 ) 配管に取り付ける安全弁の放出管の支持は、地震時等に母管取付部に応力が集中し

ないようにすること。

4-4 ステージ、階段、はしご等

( 1 ) 貯槽等に取り付ける操作ステージ、階段、はしご等は、地震等に貯槽等への取付部

に過大な力が加わらないものとすること。

( 2 ) 塩素設備の貯楠等の操作ステージ等は、貯槽等と同ーの基礎から独立の支持をとり、

かつ操作バルブ等の関口部にはゆとりをもたせるなどし、貯槽等及びバルブ等に過大

な力が加わらないようにすること。

4-5 建屋

4-5ー1 毒性ガスの貯槽等の建屋

( 1 ) 毒性ガスの貯槽等及び気化器を設置する建屋で、毒性ガスの拡散防止のためで

あるものにあっては、当該建屋は耐震性を有する構造とし、かつ地震時に気密性

が失われない構造とすること。

(2) (1）以外の毒性ガス貯槽等の建屋は、耐震性を有する構造とすること。

( 3) 毒性ガス貯槽等の建屋の材料は、不燃性かっ耐食性のものとすること。

( 4) 配管及びダクトの建屋の壁貫通部は、スリーブ等により地震時に配管に影響を
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与えないものとするとともに、気密性が失われないものとすること。

4-5-2 その他の建屋（毒性ガス及び可燃性ガスに係るものに限る。）

( 1 ) 充てん場所及びこれに付帯する容器置場の建屋は、耐震性を有する構造とする

こと。これ以外の製造施設等に係る建屋は、その機能、目的等に応じた耐震性を

配慮すること。

( 2 ) 配管の建屋の壁貫通部は、スリーブ等により地震時に配管に影響を与えないも

のとすること。

保安設備

毒性ガスの除害設備

吸収設備等による除害設備にあっては、次に定めるところによること。

吸収設備等は、耐震性を有する構造とすること。

吸収設備等は、貯槽等及び気化器のできるだけ近くに設置すること。

配管、ダクト及び吸収設備等の取付部は、地震時の振動に対して十分な強度と

し、また可とう性、逃げ等を考慮すること。

配管の接続は、原則としてねじ込み方式としないこと。

回転機器、吸収設備等は、十分な強度を有する基礎に、アンカーボルトにより

堅固に固定すること。

カ 除害設備は、ガス漏えい検知器と連動させること。

キ 除害設備に係る計測・制御設備は、地震時の振動等を考慮したものであること。

ク 除害設備に係る保安電力は、地震時にその機能が保持されること。

( 2 ) 水噴霧設備等による除害設備にあっては、 4-6-2の規定に準じること。

4-6 

6

1
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4-6-2 可燃性ガスの防消火設備

( 1 ) 貯水槽は、耐震性を有する構造とすること。

( 2 ) 貯水槽は、地震時に溢水を防止できる構造とすること。

( 3) 配管の応力集中部の継手は、溶接又はフランジ継手とすること。

(4) 地下配管は、原則としてピット方式とすること。

( 5 ) 水噴霧設備等の配管の支持は堅固なものとし、また地震時の相対変位に耐えう

る可とう性、逃げ等を有する構造とすること。

( 6 ) 配管のバルブは耐震上支障のないものとすること。

( 7) 貯水槽及びポンプへの配管取付部は、地震時の振動に対して十分な強度とし、

また可とう性、逃げ等を考慮すること。

( 8) 防消火設備に係る保安電力（エンジンポンプ等を含む。）は、地震時にその機能

が保持されること。
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4-6-3 防液堤

( 1 ) 防液堤は、貯槽の基礎等と一体化して設置すること。

「
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( 2 ) 防液堤は、鉄筋コンクリート製とし、貯槽の基礎等に準じた耐震性を有するこ

と。

( 3) 防液堤には、配管を貫通させないこと。

4-6-4 障壁

障壁は、原則として設計静的水平震度として 0.30以上で設計すること。この場合に

おいて、障壁の壁体についての検討は省略できるものとする。

地震防災設備

地震防災設備のうち、地震防災遮断弁は、次の規定によること。

( 1 ) 地震防災遮断弁は、緊急遮断装置に係る遮断弁、逆止弁、調節弁その他これと同等

の機能を有するものとする。

( 2 ) 冷凍設備のうち受液器及び凝縮器（たて置円筒形のものに限る。）には、地震防災

遮断弁を設けること。

( 3) 地震防災遮断弁は、地震時にその機能が保持されること。

( 4 ) 緊急遮断弁等のうち主要なものは、感震器等と連動して遮断できるものとすること。

ただし、感震器等と連動遮断させることが保安上支障があるものは、この限りでない。

( 5 ) 地震防災遮断弁の連動遮断システムはフェイルセーフ構造とすること。

( 6) 操作系統には、すべての緊急遮断弁等を操作できる系統を設けること。

( 7 ) 感震器等本体及びその設置方法は、地表面の地震動を確実に感知しうるものである

こと。

( 8) 感震器等は、設定値において、（4）の緊急遮断弁等及び4-1

回転機器の電源を遮断等させうるものであること。

( 9) 感震器等は、ブザー、ランプ等による警報を発する機能を有すること。

4-7 
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( 3）に規定する

4-8 付属設備に係る電気設備

( 1 ) 電気窒は、耐震性を考慮すること。

( 2 ) 変圧器、コンデンサ一、配電盤等は、地震時の転倒、移動防止を配慮すること。

( 3) 電気配線の壁貫通部等、機器、計装設備との接続部には、可とう性等の措置を講じ

ること。

(4) 保安電力等の非常電源は、地震時にその機能が保持されること。

塔槽類以外の貯槽等

塔槽類以外の貯槽等及びそれらの付属設備は、次に定めるところによること。

5 

5-1 貯槽等の耐震性

塔槽類以外の貯槽等並びにそれらの支持構造物及び基礎は、耐震性を有する構造とする

こと。

貯槽等の付属設備5-2 
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4 1から4一日の該当規定に準じる5-1に規定する貯槽等の付属設備については、

こと。

容器

容器固定構造体及び容器の付属設備は、次に定めるところによること。

6 
2
L
s
t
 

i
i
 

容器固定措置等

6-1-1 毒性ガスの1トン容器

( 1 ) 毒性ガスの1トン容器は、回転台等の構造体に固定して使用すること。

( 2 ) 回転台は、耐震性を有する構造とすること。この場合において、容器の飛び出

し、容器長手方向のずれ及び架台の転倒について検討すること。

( 3 ) 回転台は、容器を容易に反転できる構造とすること。

( 4 ) 使用していない容器は、キャッブ等を装着して固定すること。

6 -1 

6-1-2 その他の容器（毒性ガス及び可燃性ガスの容器に限る。）

( 1 ) 使用中の容器は、堅固な構造体に鎖等で固定すること。

( 2 ) 容器置場の容器は、次の措置等のうち、設備の実態に応じた適切な転倒、転落

防止措置を講じること。

末端を固定した鎖等による結束

区切り柵による措置

ワイヤーロープ等による容器の結束

ネット被覆

オ 転倒して貯蔵する容器にあっては、床面に回定できるくさび、枠等による措置

( 3 ) 地盤面より高い容器置場にあっては、原則として、置場の末端から容器の高さ

分の距離を保って貯蔵すること。

ア

イ

ウ

エ

容器の付属設備

6-2ー1 毒性ガス1トン容器の付属設備

( 1 ) 容器からの取出配管等は、スパイラル状のものとするなど、可とう性を有する

ものとすること。

( 2 ) 気化器は、基礎にアンカーボルトにより堅固に固定すること。

(3) 供給管の気化器への取付部、配管の接続部、曲がり部及びサポートは十分強固

なものとするとともに、逃げ等を考慮すること。

(4) 容器には緊急遮断弁を設け、また緊急遮断弁は感震器等と連動させること。

( 5 ) 感震器は、地震動を確実に感知し、設定値において緊急遮断弁を作動させうる

6-2 

ものであること。

その他の容器の付属設備（毒性ガス及び可燃性ガスの使用中の容器に限る。）

品諮牛
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( 1 ) 気化器等は、基礎にアンカーボルトにより堅固に固定すること。

( 2 ) 配管の気化器等への取付部、配管の接続部、曲がり部及びサポートは強固なも

のとするとともに、可とう性、逃げ等を考慮すること。

1

1

 基準の適用

この基準は、平成11年4月1日から施行する。
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基準防災体制地震§ 3 

適用範囲

この基準は、製造施設等を設置するに当たって、事業者がとるべき地震防災体制について

適用する。

用語の定義

この基準において、用語の意義は、要綱の定めるところによるほか、次のとおりとする。

( 1 ) 地震災害 地震により製造施設等に直接に生じる被害及びこれに伴い発生する高圧

ガスの漏えい、火災、爆発等によって生じる被害

( 2 ) 緊急措置 地震が発生又は予知された場合、地震災害の防止又は軽減を図るために

緊急に実施すべき措置

( 3) 共同防災 緊急措置等の実施に際しての共同防災組織における相主応援措置等

2 
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3 基本方針

( 1 ) 地震防災体制は、地震が発生又は予知された場合、製造施設等に係る適切な緊急措

置を講じうるものであること。

( 2 ) 地震防災体制は、地震防災設備の稼動を的確に行いうるものであること。

( 3 ) 地震防災体制は、共同防災を配慮したものであること。

( 4) 地震防災体制は、通常時の緊急時体制と整合のとれたものであること。

－
buff－ 

p
j
 4 地震防災規耀

( 1 ) 事業者は、地震災害の防止等に関する必要事項を定めた規程（以下「地震防災規程」

という。）を定めること。

( 2 ) 地震防災規程は、事業所の実態に応じ、次の事項について定めること。

ア地震防災組織

連絡・通報・広報体制

緊急措置

復旧対策

地震防災設備等の点検・整備

教育・訓練

共同防災体制

規程の制定及び変更

その他必要な事項

地震防災規程は、高圧ガス危害予防規程の付属規程等として位置づけること。

1
1
1
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地震防災組織

( 1 ) 地震防災組織は、地震発生又は予知と同時に、その規模及び内容に応じた組織体制

を発動できるものであること。
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( 2 ) 地震防災組織は、緊急措置の区分に応じて定められたものであること。

( 3) 事業所の指揮者及ひ前代理者並びに緊急措置の区分ごとの指揮者及び代理者を定める

こと。

( 4) 事業所の指揮者は、地震防災体制の発動、緊急措置の実施及ひ拘復旧対策について統

括的に指揮するものであること。

( 5 ) 地震防災組織は、事業所の職制、通常時の保安管理組織及ひP自衛消防隊等と整合の

とれたものであること。

( 6 ) 夜間、休日等の終業時間外の地震防災組織を定めること。

( 7) 地震防災組織は、共同防災組織との連携を図ること。

6 連絡通報・広報体制

( 1 ) 連絡・通報・広報体制は、次の事項について整備すること。

ア地震情報の収集

イ 事業所内の連絡及ひ守旨揮・指示系統

ウ 本社、関係事業所及び協力事業所への連絡

エ関係官公庁への通報

オ共同防災組織との連絡

力 周辺住民等への広報

( 2 ) 地震発生時等の初期対応基準は、予め従業員に周知徹底しておくこと。

( 3) 連絡、通報等は、電気及び通信網の遮断を前提したものであること。

( 4 ) 夜間、休日等の就業時間外の連絡、指揮・指示、通報体制を定めておくこと。

7 緊急措置

緊急措置は、次の事項について実施すること。

7-1 地震発生時の緊急措置

( 1 ) 感震器等による地震規模の把握

( 2 ) 初期対応

( 3) 地震防災体制の発動

( 4 ) 製造施設等の点検

( 5 ) 地震防災設備等の作動確認及び稼動

( 6) 緊急停止措置及び緊急操作

( 7 ) 消火・防火措置

( 8 ) 漏えい・流出防止措置

( 9 ) 緊急移送措置

( 10) 救護・避難措置

(11) 共同防災措置

( 12) 地震被害状況及び余震情報の把握

(13) 経過措置
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警戒宣言発令時の措置

地震予知情報の把握と伝達

地震防災体制の発動

地震防災設備、保安設備及び防災資器材の点検

製造施設等の点検

運転の制限又は停止措置

緊急移送措置の実施又は準備

待機及び避難の指示

共同防災体制の確認等

経過措置

警戒宣言解除後の措置

7-2 

( 1 ) 

( 2 ) 

( 3) 

( 4 ) 

( 5 ) 

( 6 ) 

( 7 ) 

( 8 ) 

( 9 ) 

( 10) 
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復旧対策等

地震後の復旧対策等は、次の事項について実施すること。

( 1 ) 地震被害状況の把握

( 2 ) 共同防災措置の実施

( 3 ) 復旧及び運転再開計画の策定

( 4) 製造施設等の点検、整備及び安全確認

日

地震防災設備等の点検－整備

次の事項について、定期的に点検・整備を実施すること。

( 1 ) 地震防災設備の状況

( 2 ) 製造施設等の地震対策措置

( 3) 保安設備の状況

( 4 ) 防災資器材及び応急物資の保管状況

9 

10 教育訓練

( 1 ) 地震防災に関する教育・訓練は、次の事項について計画し、実施すること。

ア教育

(r) 地震に関する一般知識及び関係法令等

（イ） 事業所における製造施設等の地震対策措置

（ウ） 地震防災設備等の点検・整備

（工） 地震防災組織及び連絡・通報・広報体制

（オ） 復｜日対策

（力） 共同防災体制

イ訓練

(i') 緊急操作

（イ） 地震防災設備の稼動

（ウ） 連絡・通報・広報

（工） 消火・防火措置

v
k
p
i
i
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（オ） 流出防止・緊急移送措置

（力） 救護・避難

(2）地震防災に係る教育・訓練は通常時の保安教育と関連づけて計画し、実施すること。

11 共同防災体制

事業者は、事業所の実態、周辺の立地環境等に応じ、必要な共同防災体制を整備すること。

12 基準の適用

この基準は、平成11年4月1日から施行する。
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既存施設地震対策指針

1 適用範囲

この指針は、製造施設等のうち既存施設について適用する。

2 用語の定義

この指針において、用語の意義は要綱の定めるところによる。

3 基本方針

( 1 ) 既存施設は、想定される地震により製造施設等に重大な被害が生じず、かっ事業所

の外部に二次的な被害をもたらさいないものであること。

( 2 ) 事業者は、地震防災体制を整備すること。

4 既存施設の地震対策措置

既存施設の地震対策措置は、 5及び6の規定によること。

5 製造施設等の耐震性及び地震防災体制の点検

事業者は、想定される地震による製造施設等の耐震性の点検及び事業所等における地震防

災体制の点検を行うこと。

6 耐震性向上化対策等の実施

5の点検結果を総合的に検討し、当該製造施設等の実態に応じ、次に掲げる耐震性向上化

対策等を実施すること。

6-1 製造施設等の耐震性の強化

次に掲げる製造施設等の設備の耐震性強化措置のうち、必要なものを適切に実施するこ

と。

( 1 ) 製造施設等の設備の補強・補剛

( 2 ) 配管等の可とう性の付与

( 3) 設備問の相対変位を制限する措置

( 4) 地震応答の軽減措置

( 5 ) 過重軽減の実施

( 6 ) 容器の転倒・転落防止措置

( 7 ) 保安設備の耐震化

( 8) その他これらと同等と認められる措置

6-2 地震防災設備の設置

製造施設等には、付属設備等地震対策基準（基準§ 2）の当該項の規定に準じて地震防
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災設備を設置すること。

6-3 地震防災体制の整備

事業者は、地震防災体制基準（基準§ 3）に準じて地震防災体制を整備すること。

7 指針の適用

この指針は、平成12年4月1日から施行する。
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高圧力、ス施設等地震対策要綱・基準関係解説



高圧ガス製造施設等地震対策要綱・基準改正の経緯と概要

改正の経緯

1 「埼玉県高圧ガス製造施設等地震対策要綱・基準」は、昭和 55年度から 56年度にわたる学識経

験者等による検討を基に、高圧ガス保安法並びに液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関

する法律（以下「液石法」という。）の耐震設計に係る省令及び告示（以下「関係省令」、「関係告

示」という。）との整合を図りつつ、本県における施設の立地環境を考慮した総合的な地震対策と

して策定され、昭和57年4月1日から施行されてきた。本要綱・基準は、「埼玉県震災対策計画」

（埼玉県地域防災計画別編平成8年6月最新改訂）に位置づけられ、その当初における概要は、

次のとおりである。

(1) 貯槽等の中心設備の耐震設計基準について、県の当時の地震被害想定調査結果等を踏まえ、

施設が立地する地域環境（用途地域）により国の関係告示に上乗せするほか、地盤の液状化対

策を考慮していること。

(2) 貯槽等の中心設備に付属する配管、耐震上重要な建屋、保安設備の耐震性等についての基準

を定めるほか、配管等からの漏えいを防止するため、緊急遮断弁等と感震器の連動措置を定め

ていること。

(3) 事業所におけるソフト面の地震防災体制の整備について定めていること。

(4) 既存施設（当初施行当時）について、総合的な耐震性点検による補強等の措置及び緊急遮断

弁と感震器の連動措置を定めていること。

本要綱・基準の施行は、関係事業所の理解と協力を得て円滑に進み、既存施設対策についても、

所定の措置を昭和 61年度までにすべて終了したところである。

2 平成7年1月 17日に発生した兵庫県南部地震は、多くの貴重な人命を奪い、また膨大な物的損

害をもたらす大災害となったが、高圧ガス施設においても、それまでの想定地震に倍する地震動と

地盤の液状化現象により、多くの被害をもたらした。特に著しい被害は沿岸部において生じ、多数

の住民に避難勧告が出されるなどした。ぞれらの被害の主なものは、次のとおりである。

(1) 高レベルの地震動及び地盤の液状化により、貯槽の傾斜、基礎の破壊が生じた。

(2) 貯槽配管の接続部が破損し、液化ガスが大量に漏えいした。

(3) 配管系の破損（特に接続部）、変形が広範囲に生じた。

(4) 防液堤、建屋、保安設備、容器置場等が破損した。

3 国では、兵庫県南部地震における被害状況等を踏まえ、平成9年3月に関係省令・告示の改正を

行った。そのポイントは次のとおりである。

(1) 設計地震動をレベル1地震動（従来の設計地震動）及びレベル2地震動としたこと。

(2) レベル1地震動に対しては従来どおりの弾塑性設計法、レベル2地震動に対しては終局強度

設計法によることとし、二重の耐震設計（レベル1及ぴレベル2耐震性能評価）を行うことと

されたこと。

(3) 貯槽等のほか配管系についても、耐震設計（耐震性能評価）を行うこととされたこと。

(4) 地盤の液状化の検討及び対策について規定されたこと。

(5) 地震防災設備（地震防災遮断弁）について規定されたこと。
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4 県では、これらを踏まえ、また県が実施した最新の地震被害想定調査（平成10年3月）等を考

慮し、本要綱・基準について必要な見直しを行うため、平成 10年 6月、学識経験者による「埼玉

県高圧ガス施設耐震性向上化対策検討委員会」を設置し、技術的事項について検討を進めてきた。

本改正要綱・基準は、同委員会の報告を受け、直下型地震等の高レベル地震を含めて、破壊的地震

に対する高圧ガス施設の安全性を確保し、特に施設周辺住居等への二次的災害を防止することを基

本方針とする総合的な地震対策として策定されたものである。

改正の概要

今回の要綱・基準改正の概要は、次のとおりである。

1 従来の設計地震動（レベルl設計地震動）に加えてレベル2設計地震動を導入し、貯糟等の対

象設備について、両レベルにおける耐震設計（耐震性能評価）を行うこととした。

設計地震動の設定、耐震性能評価の方法及び適用範囲は関係省令・告示に準じるほか、本県に

おける対象設備の実態に即し、可能な限り規定を簡略化した。

2 配管系の耐震設計（レベル1及びレベル2耐震性能評価）を行うこととした。

配管系の耐震性能評価方法及び適用範囲は、関係省令・告示に準じている。

3 対象設備のレベル2耐震性能評価に当たっては、従来からの耐震設計（レベル1耐震性能評価）

における考え方と同様、県の地震被害想定調査における震度予測等を勘案し、設備の周辺への影

響度（重要度）が高く、かつ住居等と隣接する地域環境に立地する施設については、予測される 同

地震の最大加速度（600～800ガル）を考慮して設計することとした。

レベル1耐震性能評価における県の震度予測等及び施設の立地環境についての配慮は、従来ど
おりである。

4 従来からの緊急遮断弁等と感震器との連動措置を、地震防災設備（地震防災遮断弁）として位
置づけた。

5 貯槽等の付属設備対策及ひ・地震防災体制に係るソフト対策を、兵庫県南部地震における被害状
況、関連法令の改正等を踏まえ刷新した。

6 高圧ガス保安法の改正等に鑑み、不活性ガスに係る設備関係の基準を緩和した。

7 レベル2耐震性能評価、配管系の耐震性能評価、付属設備対策、ソフト対策等の具体的方法に

ついては、本解説によるほか、本県における設備の規模、様態に即した例示等を別に示すことと

した。

8 既存施設対策については、既存施設地震対策指針によるほか、耐震性点検及び耐震性向上化対

策等について、別に例示等を示すこととした。
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高圧ガス製造施設等地震対策要綱・基準の構成

本要綱・基準は、「高圧ガス製造施設等地震対策要綱」（以下「要綱」という。）、「高圧ガス製造施

設等地震対策基準」（以下「基準」という。）及び「既存施設地震対策指針」から成り、基準は「§ 1 

貯槽・基礎等耐震設計基準」、「§ 2付属施設等地震対策基準」及び「§ 3地震防災体制基準」から構

成されている。これらは、本県において予想される破壊的地震によって発生する製造施設等の被害を

最小限に抑止し、特に製造施設等の周辺への二次的災害の波及を防止することを基本方針としている。

本要綱・基準の構成は、次のとおりである（解図 1. 1参照）。

1 高圧ガス製造施設等地震対策要綱

要綱は、本対策全体の「目的」、「適用範囲」、ハード面に係る「製造施設等の地震対策」、ソフ

ト面に係る「地震防災体制」などの基本的事項を定めている。

2 高圧ガス製造施設等地震対策基準

基準は、要綱の細目について定めている。

( § 1 貯槽基礎等耐震設計基準）

§ 1 （セクシヨン 1）は、一定規模以上の貯槽、塔、冷凍設備のうちこれらに準じる設備、

配管及びその支持構造物及び基礎（耐震設計構造物）が有すべき耐震性能及びその評価方法を

規定している。なお、この基準の適用範囲、耐震性能の評価方法等は、高圧ガス設備の耐震設

計に係る関係省令、関係告示（高圧ガス設備等耐震設計基準）と基本的に一致している。

( § 2 付属設備等地震対策基準）

§ 2は、§ 1の耐震設計構造物に付属する機器、配管（§ 1が適用される部分を除く。）、バ

ルブ類、言十装設備、保安設備、地震防災設備等の付属設備の設置方法等について規定するとと

もに、§ 1が適用されるもの以外の貯槽等、製造施設等に係る容器固定の耐震性及びそれらの

付属設備の設置方法等について規定している。

( § 3 地震防災体制基準）

§ 3は、破壊的地震が発生した場合等に有効に機能すべき事業所内地震防災組織、教育・訓

練、地震防災設備の稼動、地震時緊急措置等について規定している。

3 既存施設地震対策指針

この指針は、既存の製造施設等の耐震性点検等及ぴ耐震性向上化対策等に関する一般的指針を

規定している。

凡例

表 x.x 、図 x.x 、〔式 x.x〕
解表 x.x、解図 x.x、〔解式 x.x〕
参表 x.x、参図 x.x、〔参式 x.x〕

要綱・基準本文中の表、図、式の番号

解説中の表、図、式の番号

参考中の表、図、式の番号
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解図 1. 1 要綱・基準の構成
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付則適用期日
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高圧ガス製造施設等地震対策要綱関係解説

第1条（目的）関係

要綱は、埼玉県震災対策計画（埼玉県地域防災計画別編）第2章震災予防計画等に位置づけられ

たものであり、本県の置かれた地理的、社会的環境の中での、高圧ガス製造施設等の総合的地震対

策に係る基本的事項を定めたものである。

第2条（用語の定義）関係

1 第2条第1号に規定する製造施設等の区分は、高圧ガス保安法及び液石法の規定による。この

うち「高圧ガス製造施設」には第一種及び第二種製造者（圧縮機による空気呼吸器用容器の充て

ん等を除く。）を含み、また移動式製造設備を含まない。「液化石油ガス特定供給設備」について

は、それらにおける高圧ガスの取扱いの実態等を勘案して、容器によるものを除外している。

2 第2号の「貯槽等」は、基準§ 1の2(3）に規定する「塔槽類」と種類は同じであるが、貯蔵

能力等による限定をしていない。なお、「貯槽」はバルク貯槽を含む（以下、要綱及び基準にお

いて同じ）。

3 第5号の「地震防災遮断弁」は、改正前の要綱（以下「｜日要綱」という。）における緊急遮断

弁と感震器の連動措置等を、改めて「地震防災設備」のひとつとして位置づけたものである。

4 第5号中「地震に際して遮断機能を有する弁」とは、地震の際速やかに遮断が可能な弁をいう。

具体的には、緊急遮断装置に係る遮断弁、調節弁等がこれに該当し、貯槽等のいわゆる元弁を含

まない。

なお、設備の通常の運転時に常に閉止状態にある弁又は、可燃性ガス、毒性ガス又は酸素の液

化ガスの貯槽等に取り付けられた配管（当該液化ガスの受入れのみに用いられるものに限る。）

の元弁の直近に接続される逆止弁についても、地震時における遮断効果があるので、同様に取り

扱う。

第3条（適用範囲）関係

要綱の適用範囲は、事業者（製造施設等の所有者又は占有者）については第3条第1項に、製造

施設等を構成する設備については同条第21買に規定されている。

なお、具体的な地震対策の適用については、基準の各セクシヨン（§）に規定されている（解図

1 . 2参照）。

第4条（製造施設等の地震対策）関係

第4条第1項関係

1 第4条第1項は、製造施設等のハード面の地震対策について規定している。このうち、第1号

及び第2号は、高庄ガスの停滞量の大きい貯槽等、配管、それらの支持構造物及び基礎の耐震設

計に係る規定であり、設計方法等は基準§ 1貯槽・基礎等耐震設計基準等で規定している。第3

号から第12号は、貯槽等及び製造施設等に係る容器に付属する機器、配管、保安設備、地震防災

設備等の地震対策上有効と思われる設置方法等についての規定であり、細目については基準§ 2 
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付属設備等地震対策基準に規定している。第13号は、要綱から基準への細目の委任規定である。
2 第1号について

「耐震性を有する構造とすること」とは、具体的には基準§ 1により耐震設計を行うことであ

る。旧要綱の規定に加えられた「配管」は、その破断等により大量の高圧ガスの漏えいが考えら

れるものに限られ、具体的な適用範囲は基準§ 1に規定されている。

「この場合において」以下の規定は、貯槽等の有すべき耐震性に．ついて、本県の置かれた地震

対策上の諸環境を考慮すべきことの規定であり、旧要綱からの考え方を明示したものであるn 具

体的には、基準§ 1における施設の立地する地域環境に応じた設計震度等の設定として基準一＝
れている。

3 第2号について

兵庫県南部地震における高圧ガス設備等の被害の多くは、基礎地盤の液状化によるものであっ

た。液状化対策については、旧要綱にも規定があったが、今般の関係省令・告示の改正における

地盤液状化対策の導入に合わせ、基準§ 1において具体的に規定している。
4 第4号～第7号について

第4号～第7号は、地震時の相対変位及び慣性力による付属設備から貯槽等本体への影響につ

いての配慮に関する規定である。兵庫県南部地震においても、貯槽等本体と付属設備との相対変

位により貯槽直近の配管系が損傷し、高圧ガスが大量に漏えいした事例があった。配管系につい

ては、主要配管系は基準§ 1による耐震設計、その他の配管は基準§ 2の規定により設置するこ
とになる。

5 第日号及び第9号について

高圧ガス設備の建屋に係る「耐震性を有する構造とすること」とは、建築基準法等の関係法令

等によるほか、当該建屋の損傷が高圧ガス設備及ひ”保安設備に与える影響に応じた耐震性を有す

ることであり、具体的には基準§ 2に規定している。
6 第10号について

除害設備、防消火設備、保安電力等の保安設備は、地震時における高圧ガス設備の部分的破損

による被害等に対して有効に機能する必要がある。具体的には基準§ 2に規定している。
7 第11号及ぴ第12号について

(1) 地震防災設備は、今般の関係省令・告示の改正において初めて具体的に規定され、地震時に

貯槽等及び配管系内の高圧ガスをブロック化し被害の拡大を最小限に抑止するものとして地震

防災遮断弁が導入された。地震防災遮断弁は、旧要綱における緊急遮断弁と感震器との連動措

置等の考え方とほぼ同じである。具体的な設置方法は基準§ 2によるほか、その設置位置舎に

より基準§ 1における配管系の耐震設計の適用範囲等が定まることになる。

(2）ι 第11号中「危険側へ推移することを防止すること」とは、地震発生に伴い緊急遮断等により

高圧ガスを貯槽等又は配管中に停滞させ、当該貯槽等内の高圧ガスの圧力又は温度の変化が当

該貯槽等の許容範囲を超えないよう保持させることをいう。

第4条第2項関係

第4条第2項は、製造施設等に係る第1項の規定を満たせない場合の担保措置に関する規定であ
る。その運用については、その都度協議することとする。

第5条（既存施設の地震対策）関係

既存施設の地震対策は、第4条の規定に準じたものとする必要があるが、施設の構造、形態、設

置年度等によってその対策が異なるものとなるため、第4条の規定とは別に、既存施設地震対策指
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針によることとしている。

第6条（地震防災体制）関係

1 第6条は、ソフト面の地震対策に関する規定である。製造施設等のハード基準は、施設の主要

部分に関するものであり、その規定もその時々の知見に基づくものである。また、操作、制御系

においても最終的な判断を行うのは人間である。特に、今回の要綱・基準の改正において導入さ

れた「レベル2想定地震動」では、施設全体が無傷であることは考えられず、地震時における的

確な緊急措置や平時からの組織、教育・訓練等の体制づくりが重要になる。

2 本県は、地震大規模地震対策特別措置法による強化地域（東海地震を前提したもので、その予

知に基づき警戒宣言が発令され、所定の地震防災応急対策を講じる。）にはなっていないが、そ

の隣接地域として伝達情報に基づく対策を講じることとされている（埼玉県震災対策計画）。
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解図 1.2要綱・基準の適用範囲

要綱

製造施設等 設 備

貯槽等（貯槽、バルク貯槽、塔、
高圧ガス製造施設 冷凍設備のうち受液器、凝縮器）ー

貯槽等の支持構造物及び基礎
特定高圧ガス消費施設

高圧ガス貯蔵所に係る施設
'.to与, 器 関 係

液化石油ガス特定供給設備 機器、配管、バルブ類、計装設備、 ー
（容器によるものを除〈。） ステージ等、建家、保安設備、 ーー -. 

地震防災設備等（付属設備）

基準

1 
設備の区分 培槽類である貯槽等関係 塔槽類以外の貯槽等関係

貯 槽 貯蔵能力 3t (300 m＇）以上

塔 高さ（正接線開） 5m以上 左記以外の貯槽等

冷凍 受液器 内容積 5000且以上

設備 凝縮器 たて型で胴部長さ Sm以上

外径 45mm以よで
配 管 ・塔＋曹類に接続するもの

・内容積 3m＇以上のもの

支持構造物・基礎 上記の設備に係るもの 上記の設備に係るもの

基準§ 1による耐震設計 基準§ 2による耐震性

↓ 

毒性ガス It容器
基準§ 2による

" その他の容器 容器固定措置等
府関空・'i'律関ス）

（不活性ガスを除〈。）

ーーー・ーーーー，齢・ーーーー』ーーーー・ーーーー・ーーーーー．岨ー・ーー・ーー-・ ... 、.，

基準 S 2 による付属設備の地震対策
↓ 、・＇＇

基準 S 3 による地震防災体制の整備
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高圧ガス製造施設等地震対策基準関係解説

基準では、要綱で定めた基本的事項の細目を定めている。

§ 1貯槽・基礎等耐震設計基準では、エネルギー貯蓄量の大きい貯槽、危険性の高い塔状の設備、

貯槽や塔に接続する配管等並びにこれらの支持構造物及び基礎について、原則として動的解析法によ

る地震影響の評価を行うこととしている。これに付帯する付属設備等のうち地震対策上重要なものに

ついては、§ 2付属設備等地震対策基準で有効と思われる設置方法等を示している。

基準は、§ 1と§ 2における対策が合わさり、これに§ 3地震防災体制基準におけるソフト面の対

策が加わることによって製造施設等全体に関する総合的安全性を確保しようとするものである。

§ 1 貯槽・基礎等耐震設計基準関係解説

貯槽・基礎等耐震設計基準においては、貯槽等の危険波及程度（重要度）、設置する地域の地震発

生期待値及び表層地盤の土質を係数化して、製造施設等の設計上の耐震強度等を定めている。基本的

には予想される破壊的地震に対じて製造施設等が必要な強度等を有し、また部分的損傷に対しては施

設周辺に被害が波及しないことを方針としている。この観点から、製造施設等の立地環境を考慮し、

住居地域等に製造施設等を設置する場合には、本県において予測されている地震動の最大のものに耐

えうるよう、従来から関係省令・告示の基準値に上乗せを行っている。

今回の改正においては、関係省令・告示の改正に準じ、耐震設計を行うべき施設の範囲に配管系を

加えるとともに、設計地震動及びこれに対する設備の耐震性能をレベル1とレベル2に分け、これに
応じてそれぞれのレベルにおける耐震性能評価を行うことを設計方針とした。レベル2設計地震動は、

兵庫県南部地震における被害状況等を踏まえ、また本県における最新の地震被害想定調査結果を勘案

し、地表面における最大値として 600～800ガルを想定している。レベル1設計地震動は、旧要綱の

設計地震動と同じである。

耐震設計手法は、原則として動的解析手法とし、重要度の低いものなど、一定の範囲のものについ

ては静的震度法を採用できることとしている。

なお、§ 1では、関係省令・告示に定める平底円筒形貯槽及び球形貯槽に関する耐震性評価、修正

震度法以外の動的応答解析法、免震構造等を有する耐震設計構造物の評価等については示していない。

これらを設置又は採用する場合は、関係省令・告示によるほか、本基準における該当規定を準用する

こととする。

適用範囲関係

1 § 1の適用範囲は、関係省令・告示における耐震設計を行うべき設備の範囲と一致している。

今回の改正で加わったのは、配管系及びバルク貯槽である。配管系は、その破損により高圧ガ

スの大量漏えいが考えられる塔槽類（要綱に規定する貯槽等のうち§ 1の適用を受けるものをい

う。以下同じ。）に接続したもの及び区間の停滞量が一定量以上のものを対象としている。また、

適用範囲及び重要度の決定に係る配管系の区画に関しては、高圧ガスの状態が危険側に推移する

ことを防する地震防災遮断弁の考え方がとられている。

2 ( 2）中、「塔」の「正接線閣の距離」とは、解図 2.1に示すLをいう。一般には塔とよばれな

い蒸発器、熱交換機等であっても、ここでの規定じ該当すれば塔になる。
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3 (4）中、「地震防災遮断弁」については、要綱関係解説参照。

4 (4）アの規定は、塔槽類から地震防災遮断弁までの閣の配管及び地震防災遮断弁で区切られた

内容積3m＇以上の配管のいずれもが適用になるということである。ウの規定も同じ趣旨である。
配管の内容積3.m＇以上の例を示せば、 S胃 GlOOA/ sch 40 （外径114mm、内径102.3皿m）の

場合、 370mで3.04m＇である。

5 ( 4）アにおいて、地震防災遮断弁で区切られた聞の配管に塔槽類が含まれている場合は、塔槽

類から地震防災遮断弁までの聞の配管とみなす。したがって、地震防災遮断弁で区切られた内容

積 3m＇以上の配管は、塔槽類以外の設備が含まれているもの又は単に配管のみのものとなる。

地震防災遮断弁で区切られた聞の配管の内容積の算定方法を例示すると以下のとおりである。

この場合、管、伸縮継手、弁等の内容積を積算することとなるが、それぞれ同ーの管呼ぴ径であ

れば、当該呼ぴ径の管とみなして内容積を算定しでもよいこととする。また、設備はいずれも塔

槽類以外のものである。

地震防災遮断弁の聞が全て高庄ガス設備の場合の配管の内容積

解図 2.2

）
 ・
1（
 

設備
B 

；
1
j
z
 内容積＝地震防災遮断弁aの内容積の 1/2＋配管①の内容積＋配管②の内容積＋配管③の

内容積＋配管④の内容積十地震防災遮断弁bの内容積の1/2

備考設備と配管の区分は、当該設備の両端部にある第1フランジ又は第1溶接部とする。

地震防災遮断弁の上流にあるポンプから高圧ガス設備となる場合の配管の内容積(2) 

仁一、

解図 2.3

内容積＝配管②の内容積＋配管③の内容積＋配管④の内容積＋地震防災遮断弁bの内容積

解図 2.1

設備
B 
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の1/2

備考 ポンプと配管の区分は、当該ポンプの出口部第1フランジ又は第l溶接部とする。なお、

ポンプ以外の設備で高圧ガスを製造する場合であっても同様とするロ

(3) 地震防災遮断弁の下流にある減圧弁までが高圧ガス設備となる場合の配管の内容積

解図 2.4

内容積＝地震防災遮断弁aの内容積の 1/2＋配管①の内容積＋配管②の内容積＋配管③の

内容積 ＋減圧弁の内容積の 1/2

6 地震防災遮断弁がなく、レジューサ等により外径を 45mm以上から 45mm未満に変更してい

る高圧ガス設備に係る配管にあっては、当該レジューサ等の小径側の第1溶接部又はフランジ部

までを耐震設計の対象範囲とし、内容積の算定は、大径側の外径及び当該機器の長さから算定す

ることとする。また、外径を 45皿m 未満から 45mm以上に変更している高圧ガス設備に係る配

管にあっても、同様とする。

なお、解図 2.5のように塔槽類に接続される配管であって、地震防災遮断弁が接続されず、

減圧弁等により高圧ガスでない状態としている設備については、当該減圧弁等までの配管（配管

①及び配管②）を対象とすることとする。

解図 2.5

耐震設計設備

7 ( 5）中、「支持構造物」とは、次のものをいう。

(1) 塔槽類の支持構造物

架構、レグ、ラグ、スカート、サドル、支柱、プレース、ベースプレート、基礎ボルト、セ

ットボルト及びアンカーストラップ並びにこれらと類似の機能を有する構造物

(2) 配管の支持構造物

塔、貯槽、パイプラック、ガイド、 Uボルト、レストレイント、ストッパ一、ハンガー及び

架構等の小梁並びにこれらと類似の機能を有する構造物

2 用語の定義関係

1 ( 1 ）から（8）の定義を図示すると解図 2.6のようになる（網がけ部は、今回の改正に係る部

分）。

なお、要綱の定義における「貯槽等」は、ここでの「塔槽類」の規模及び形態による限定を解

除したものに当たる。
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解図 2.6 耐震設計構造物の定義

塔一「

たて型凝縮器一一」塔

貯 槽ー「一貯槽

受液器ー」

一ユユ
~···務総造物

※塔類 塔（塔及びたて型凝縮器）及ぴたて置円筒形貯槽

2 (12）におけるレベル1地震動は、従来から想定されていた施設の供周期間中に発生する確率

の高い地震動、（13）のレベル2地震動は、発生する確率は低い直下型、海溝型の巨大地震によ

る高レベルの地震動を想定したものである。

3 ( 14）の「地盤変状」は、レベル1地震動及びレベル2地震動による地盤の液状化に対する耐
震性の評価に関していう。

4 (16）の「運転重量」の定義中、「通常の運転状態」とは、設備の本来の運転状態をいうもので

あり、試験運転時等その期聞が短時間に限られるものはこれに含まれない。

配管系の設計水平地震力を算定する場合の配管系の自重は、管自重（フランジ継手の自重を含

む。）、保冷材自重及ぴその他配管附属品自重（弁、伸縮継手等の自重を含む。）の合計とする。

3 設計方針関係

重要度の高い（ Ia及びI)耐震設計構造物の耐震設計は、レベル1及びレベル2地震動に対す
る耐震性能のいずれをも満たすこととして行い、重要度II又はIIIの耐震設計構造物については従来

どおり、レベルl地震動に対する耐震性能を有すべきこととされている。 3-1は、それぞれのレ

ベルの地震動に対して耐震設計構造物が保有すべき耐震性能を規定し、 3-2ではそれぞれの耐震

性能の評価法を規定している。 3-3は、要綱第4条第1項第1号に定める「県の地震被害想定調

査における震度等予測及び施設の立地する地域環境」の考慮を、 3ー2に おける耐震設計構造物

の設計震度等の設定において行うべきことの規定である。

基準§ 1における耐震設計構造物の耐震設計の手順の概要を解図 2.7に示す。

3 -1 保有すべき耐震性能関係

1 ( 1 ）中「有害な変形等」とは、レベルl地震動による地震力によって耐震設計構造物に係る部

材が塑性変形に達し、地震後もその変形が残留することをいう。

2 ( 2）中「高圧ガスの気密性が保持されること」とは、レベル2地震動によって耐震設計構造物

に係る部材が塑性変形を生じても高圧ガスが当該耐震設計構造物から外部に漏えいしないことを

いう。これは、レベル2地震動の予測される発生確率等を勘案して、対象設備からの高圧ガスの

気密性が保たれる限りでの塑性変形を容認したものである。
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3-2 耐震性能の評価関係

( 1 ) （レベル1耐震性能の評価）関係

1 ( 1 ）は、耐震設計構造物のレベル1耐震性能評価に関する規定であり、配管系を除く耐震設

計構造物については従来と同じである。また、基礎地盤のレベルl地震動による液状化の可能

性の検討を行い、その結果に応じて土層の土質定数を低減させて基礎の耐震設計を行うべきこ

とについても、｜日要綱と同じである。

解図 2.7 耐震設計構造物の耐震設計手順

レベル 2地震動

設計地震動

決定

レベル 2耐震性能

評価

NO 

YES 

設計開始

耐震設計構造物の

重要度分類

レベル 1地震動
設計地震動

決定

レベル 1耐震性能

評価

耐震設計終了
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2 配管系のレベルl耐震性能評価は、 7の規定により耐震設計設備と同様の詳細解析により行

うことになるが、重要度II又はIJIの配管系については、 7-4に規定する簡易評価法によるこ
とができることとしている。

3 耐震設計構造物の具体的なレベル1耐震性能評価法は、 5耐震設計以下に示されている。

( 2) （レベル2耐震性能の評価）関係

1 ( 2）は、今回導入されたレベル2耐震性能評価に関する規定である。重要度Ia又はIの耐
震設計設備、配管系及びそれらの基礎については、（ 1 ）の規定によるレベル1耐震性能評価と

は別にレベル2耐震性能評価を行い、両方の評価において3-1のそれぞれのレベルの耐震性

能を満たすよう設備の設計を行う。通常は、レベル1設計地震動により設計を行い、その仕様、
構造案をもってレベル2耐震性能評価を行う。

レベル2設計地震動は、本県の場合、同一設備について、レベル1設計地震動の2倍になる

(4に規定）が、レベル2設計地震動に対する耐震性能評価法は部分的な塑性変形を容認し

た終局強度評価法であり、対象設備について2倍の強度等を要求するものではない。

2 ( 2）ア中、「適切な計算方法」とは、修正震度法のほか、モード解析法、時刻歴応答解析法

又は応答変位法のいずれかの応答解析法によることである。

「降伏変位」とは、耐震上重要な部材に係る荷重変形曲線図において概ね荷重及び変形の関

係が線形性を保持する限界の変位をいい、「応答塑性変位」とは、レベル2地震動時に耐震上

重要な部材に生じる変位から降伏変位を減じた値をいう。「許容塑性率」とは、レベル2地震

動時に当該耐震設計構造物の気密性を保持するため、耐震上重要な部材に許容される塑性率を
いう。

3 本基準には、耐震設計構造物のレベル2耐震性能評価に係る「適切な計算方法」等に関する

具体的規定はない。これについては、別に例示等として示すこととするが、耐震設計設備につ

いてのレベル2耐震性能評価法の概要は次のとおりである。
(1) 応答解析

通常の運転状態における耐震設計設備に作用するレベル2地震動に対する応答解析によ

り、設備の各部に生じる弾塑性応答変形量を算出する。弾塑性変形などの非線形挙動を考慮

トた応答解析法としては、非線形l質点系モデルによる修正震度法のほか、等価線形要素モ

デルによるモード解析法及び弾塑性要素モデルによる時刻歴応答解析法が挙げられる。

鉛直方向のレベル2地震動に対する応答解析は、レベル1地震動の鉛直地震動に対する応

答解析に準じ、設備の構造・形態と損傷モードに応じて鉛直方向作用力を損傷部位に対して

厳しくなるよう配慮する。

(2) 耐震上重要な部材に生じる応答塑性率

水平及び鉛直方向のレベル2地震動に対して、耐震設計設備の損傷モードに応じて、（1)

の応答解析により求めた応答塑性変形量から、当該損傷部位すなわち耐震上重要な部材に生

じる応答塑性率を求める。

(3) 当該部材の許容塑性率

耐震設計設備の耐震上重要な部材に関して、繰り返し弾塑性ピークひずみに関する低サイ

クル疲労、座屈変形等の塑性変形性能特性を考慮して当該部材の許容塑性率を求める。
(4) 評価

すべての耐震設計設備の耐震上重要な部材について、（2）の応答塑性率が（3）の許容塑性率

以下であれば合格となる。

4 耐震設計構造物のうち基礎に係るレベル2耐震性能評価は、（2）アの規定により設計地震動

に関する応答解析を液状化による地盤変状のうち土質定数の変化を考慮した適切な計算方法に
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よって行うことによるほか、（ 2）ウに規定するところにより地盤変状のうち海岸・河川護岸近

接地域（一定以上の耐震強度を有する護岸を除く。）における地盤の移動（流動）を考慮した

評価を行うこととされている。基礎に係る上の両評価は、通常別々に行うことになる。

5 ( 2）アの規定による、基礎に係る終局強度評価法による評価は、レベル2地震動に対して静

的震度法又は適切な動的解析法により基礎に作用する設計水平地震力を算定し、これとレベル

2地震動により上部積載構造物から作用する地震力によって、損傷モードを考慮じて耐震上重

要な部材に生じる応答塑性率を求め、許容塑性率以下になることとして行う。この際、液状化

すると判定された地盤については、その程度に応じて土層の土質定数を低減させて評価するな

どする。

6 (2）ウ中、「地盤変状のうち地盤の移動を考慮した適切な計算方法」とは、（社）日本道路協

会の「道路橋示方書・同解説（1996年 12月）」の「V 耐震設計編」における規定又は同基

準に準じた計算方法により、液状化の程度に応じて水平移動が生じる場合と生じない場合に分

けて千子うこととする。

7 配管系のレベル2耐震性能評価は、（2）アの終局強度評価法によるほか（2）エの規定を満た

さなければならない。配管系の終局強度評価法における応答解析は、配管系を適切な梁構造振

動モデルに置き換えて行う。応答解析の方法としては、等価線形梁モデルによる修正震度法又

はモード解析法及び非線形構造モデルによる時刻歴応答解析法がある。

8 配管系に関する（2）エの規定は、塔槽類等の耐震設計設備に接続される配管系が、地盤変状

（地盤の液状化）により耐震設計設備との聞に相対変位を生じ、耐震設計設備側に損傷等を与

えることを防止するためのレベル2地震動対策であり、塔槽類から地震防災遮断弁（の先の第

1固定支持点）までを一体化し、又は配管系が相対変位に耐えうる可とう性を有すべきことと

している。これは、兵庫県南部地震における被害（LPG貯槽元弁の後の緊急遮断弁の支持が

貯槽の基礎と別にとられていたため、液状化による相対変位により元弁貯槽側のフランジが破

損し、 Lp Gが大量に漏えいした。）を踏まえたものである。

9 ( 2）エ中「地震防災遮断弁を超えて直近に設ける当該配管系に係る支持構造物」について

は、解図 2.8参照。

向、「同ーの基礎等の上に設置すること」とは、次の条件を満たすことをいう。

(1) 耐震設計設備の基礎と地震防災遮断弁を超えて直近に設けられた配管支持構造物の基

礎とは共通であること。

(2) 配管は、溶接等により、完全固定の条件で当該配管支持構造物に支持されていること。

(3) 基礎及び当該配管支持構造物は、地盤変状に基づく配管からの反力に対して強度は十ふ

分であること。

同、「十分な可とう性を有していることJとは、耐震設計構造物と当該耐震設計構造物に係

る配管の支持構造物の聞に地盤変状に伴う相対変位が生じた場合に、当該相対変位量に対して

当該配管が十分な変位吸収能力を保有している設計を行うことをいう。

解図 2.8
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10 ( 2）オの規定は、レベル2耐震性能評価について、終局強度評価法に代わる代替評価法に関

する規定である。すなわち、（2）アの規定のうち、①耐震設計設備に関するもの、②配管系

に関するもの及び③基礎に係る地盤変状のうち土質定数の変化を考慮した評価に関するレベ

ル2耐震性能評価は、 4に規定するレベル2設計地震動に 0.5を乗じた値をもって3-2(1)

に規定するレベル1耐震性能評価を行うことによって替えることができる。

11 配管系について代替評価法を採用する場合、配管支持点での慣性力及び変位は、 l当該配管支

持構造物（塔槽類など）の応答解析も代替評価法で算出されたものを用いる。基礎について代

替評価法に係る上部積載構造物からのローディングデータについても同様である。

3-3 地域環境の考慮関係

要綱第4条第1項第1号では、製造施設等の耐震性は、県の地震被害想定調査における震度等予

測及び施設の立地する地域環境を考慮したものとすることとしている。これは、旧要綱からの考え

方であり、具体的には基準§ 1における耐震設計構造物の設計震度等の設定において、関係告示に

比し、住居地域等に立地する施設については最大 1.33倍の基準の強化を行っている。すなわち、

昭和 55年度以来数次にわたって実施している県の大規模地震被害想定調査結果を踏まえ、地表面

最大加速度としてレベル1地震動では旧要綱どおり 400ガル程度（関係告示では 300ガル）、レベ

ル2地震動では 800ガル程度（同600ガル）を想定し、施設周辺への影響度（重要度）の高い施設

が住居等と近接する立地環境にあっては、設計上この最大値を考慮して施設の安全性を確保し、も

って周辺への被害を防止しようとするものである。耐震設計上、この規定は6ー1ー1等における
地域環境係数として定められている。
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4 設計地震動関係

1 4は、耐震設計構造物の設計用の地震動のうち、静的震度法又は修正震度法に用いる地表面震

度について定めたものである。モード解析法等に用いる地表面加速度に関しては、関係告示に規

定するところによるものとする。 4の規定は、レベル1及びレベル2耐震性能評価の両方に係る
ものである。

なお、本基準における「設計地震動」は、関係告示における「第1設計地震動」に当たる（「第

2設計地震動」は平底円筒形貯槽に係る液面播動に関するものである）。

2 地表面における設計水平震度及び設計鉛直震度は、定められた基準震度（地震基盤面における

設計地震動に当たる。〔式 4.1〕における0.150、〔式 4.2〕における 0.075）に、地震動のレベル

係数μK、耐震設計構造物の重要度に基づく係数β1、設置される地域における地震発生期待値に

基づく係数β2及び設置される位置ににおける表層地盤の種別に基づく係数β3を乗じて設定す
る。

KH= 0.150 μ，β1β2β3 〔式 4.1〕

K v= 0.075 μ，β1β2β3 〔式 4.2〕

3 地震動のレベル係数μKは、レベル1地震動では 1.0、レベル2地震動では当分の間 2.0とす
る。

4 重要度係数βFは、耐震設計構造物の重要度によって定められる。重要度は、耐震設計構造

物ごとに、①高圧ガスの種類、②貯蔵能力又は内容物の質量、及び③塔槽類又は配管の外商

から事業所敷地境界線までの距離等によってIa、I、II及びIIIに区分される。
重要度Iaは、重要度Iであってコンビナート等保安規則jの適用を受ける耐震設計構造物のう
ち一定以上の規模のものに関する重要度のlランク格上げによるものである（表 4.1の備考3）。

(1) 耐震設計構造物の重要度に係る高圧ガスの種類は、第1種毒性ガス、第2種毒性ガス、第

3種毒性ガス及ぴ可燃性ガス並びに上記以外のガスに区分される。それれぞれ高圧ガスの種

類に応じ、表 4.1.1、表 4.1.2、表 4.1.3から耐震設計構造物の重要度を求める。第1種、

第2種、第3種毒性ガス又は可燃性ガス以外の高圧ガスに係る耐震設計構造物の重要度は、

常にIIIである。

(2) 耐震設計構造物の貯蔵能力等 W（単位 t）は、塔槽類では貯蔵能力、配管では運転状態

における内容物の質量（当該配管の内容積に係る運転状態の高圧ガスの質量）である。塔槽

類の貯蔵能力は、塔槽類ごとのものとし、複数の塔槽類は配管で連結している場合であって

も重要度を求めるに当たっては塔槽類1基ごとの貯蔵能力による。
ア液化ガス貯槽

w = 0.9 ft' v 〔解式 2.1〕

W：貯蔵能力（t) 

V：貯槽の内容積（m')

w：常用の温度における液化ガスの密度（t/m')

備考 「常用の温度」は、通常の運転状態において当該液化ガスの密度が最大となるとき

の温度

イ 圧縮ガス貯槽

W = 273 (10 P+ 1) VM  
1000×22A T 

W：貯蔵能力（t)

P：常用の圧力（MPa) 

V：貯槽の内容積（m')

M：当該ガスの分子量（kg/kmo1) 
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T：常用の温度（絶対温度 K)

ウ塔

塔及び中間受槽（プロセス中の中間タンク）のように高圧ガスの処理を目的とする塔槽

類にあっては、通常の運転状態における高圧ガスの気体及ひ合液体状態それぞれの質量の合

計が最大となる質量とする。この場合において通常の運転状態は、運転開始時から運転停

止時までの運転状態を含むものとする。

エ配管

圧縮ガスの配管の内容物の質量の算出は、イの圧縮ガス貯槽の貯蔵能力算定式の「L勺
を配管の内容積として行う。また液化ガスの配管の内容物の質量の算出は次による。

w = w v 〔解式 2.3〕

W：配管の内容物の質量（t)

V：配管の内容積（m')

w：常用の温J度における液化ガスの密度（t/m')
(3) 耐震設計構造物の事業所境界線までの距離 x（単位 m）は、塔槽類文は配管の外面から
当該耐震設計構造物を設置する事業所の境界線までの距離である。当該事業所に連接して下

記の施設又は土地がある場合にあっては、 I苔槽類又は配管の外面からそれらの施設文は土地

の外縁（保安物件がある場合は、その外縁）までの距離とする（解図 2.9参照）。

ア 海、河川、湖沼及び水路並びに工業用水道事業法に基づく工業用水道

イ 貨物輸送専用鉄道

ウ 工業専用地域又は工業専用地域になることが確実な地域内の土地

エ 製造業（物品の加工修理業を含む。）、電気供給業、ガス供給業及び倉庫業に係る事業所

の敷地のうち、現にそれらの事業活動の用に供されているもの

オ アからエまでに掲げる施設又は土地と当該事業所とに連接する道路及び鉄道

カ アからオまでに掲げるもののほか、保安物件が設置されるおそれのない土地であって、

保安上支障がないと認められるもの

キ 当該事業所において高圧ガスを製造等する者が所有し、又は地上権、賃借権その他土地

の使用を目的とする権利を設定している土地

(4) 配管の外面から当該耐震設計構造物が設置される事業所の境界線までの距離は、当該配管

の最も事業所の境界線に近い箇所からの距離とする。

(5) 配管系のうち塔槽類に接続される配管の重要度は、当該塔槽類の重要度（地震防災遮断弁

で区切られた聞に含まれる塔槽類のうち最も上位のもの）文は当該配管の重要度のうちいず

れか上位のものとする。

(6) 塔槽類の架構、配管の支持構造物又は基礎の重要度は、当該架構、配管の支持構造物又は

基礎が支持する塔構類文は配管（本基準が適用されるものに限る。）の重要度のうち最も上

f立のものとする。

4 地震発生（の期待度）に係る地域係数/32は、関係告示において本県全域「特A地域」であり、
レベル1、レベル2とも最大値の 1.0である。

5 表層地盤増幅係数メ7，は、地震基盤面に入力された設計（想定）地震動が、基盤面上の表層地

盤中を伝播して地表面に到達する聞に増幅される割合を意味している。

表層地盤増幅係数の表 4.2中「地盤種別」は、当該地盤のボーリングによる調査結果により

判定する（解表 2.1参照）。これにより第3種地盤と第4種地盤の区別が困難な場合にあっては、

当該地盤のN値（JIS A1219-1995土の標準貫入試験方法により得られる債をいう。以下同じ。）

により判定することとし、次に掲げるいずれかに該当する地盤を第4種地盤とする。

(1) 地表面から地表面下およそ30mまでにおいて、 N値の大部分が10以下の地盤

(2) 地表面から地表面下60阻までにおいて、値が50を超えるかなり厚い地層がない場合
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（参考）重要度分類に係る距離 X解図 2.9
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表層地盤増幅係数β3に係る地盤種別地盤構成（参考）

種 Bリ 定 義 士也 盤 F需 成 常時微動特性

周期平均 卓越周期

地盤が、耐震設計構造物の周辺相

第 1種地盤 第 3紀以前 当の範囲にわたって岩盤、硬質砂磯 0.2秒以下 0.1秒以下

の 地 盤 層、その他主として第3紀以前の地

層によって構成されているもの

地盤が、耐震設計構造物の周辺相

当の範囲にわたって砂礁層、砂混じ 0.1秒

第2種地盤 洪積層地盤 り硬質粘土層、ローム層、その他主 ～ 0.3秒付近

として洪積層によって構成されてい 0.45秒

るもの、又は厚さが概ね Sm以上の

砂利層若しくは砂利層の沖積層によ

って構成されているもの

第1種、第2種 0.35秒

第3種地盤 及ぴ第4種地盤 ～ 0.5秒付近

以外の地盤 。目75秒

埋土又は沖積層 腐植土、泥土、その他これらに類

第4種地盤 の厚さが25m以 するもので構成されている沖積層 0.55秒以上 0.8秒付近

上の地盤 （盛土及び埋立土を含む）の厚さが

概ね 25m以上のもの
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耐震設計関係

1 耐震設計構造物の設計地震動による耐震設計（3-2(1）に規定するレベル1耐震性能の評価）

は、次の区分に応じて6、7及びBに定めるところによる。

5 

6 

架構、レグ、スカート、サドル、支柱、プレース、ベースプ

レート、基礎ボルト等

7 

耐震設計設備

［塔槽類

支持構造物

塔槽類、パイプラッ夕、 Uボルト、ガイド、ストッパ一、ハ

ンガー、架構、小梁、基礎ボルト等

礎 B

耐震設計設備及び配管系を支持する鉄筋コンクリート製の立ち上がり部、フ

ーチング、支持そい等

配管系

［配管
支持構造物

基

耐
震
綬
針
構
迫
物

2 本基準では、 3-3に規定するように、耐震設計構造物の設計震度等を設定するに当たって当

該構造物の立地する地域環境を考慮することとしている（レベル2耐震性能評価において同じ）。

具体的には次のとおりである。

(1) 耐震設計設備については、静的震度法による応答解析における設計静的水平震度（6 -1ー

1 ）、同修正震度法による設計修正震度（ 6ー1ー2）及び基礎本体の静的震度法による設計

静的震度（ 8 -1 ）の算定において、当該構造物の設置される地域環境の区分に応じた係数（地

域環境係数 fs）を乗じる。

(2) 配管系については、例えば修正震度法による応答解析における設計修正地震カの算定に当た

ってローディングされる配管支持構造物（塔槽類、架構等）の応答解析結果に含まれることに

なる（7-1-1）。

(3) 基礎に係る地盤の液状化の検討においては、
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(4) 耐震設計設備及び配管系について、修正震度法以外の動的解析法を用いる場合は、（1）及び（2)

に準じて行う。

(5) 地域環境係数れは、都市計画法（昭和43年法律第10 0号）第8条に規定する用途地域

の区分に従い、表 6.1のように定められている。

地域環境係数

地域環境区分 、fs

工業専用地域 1.00 

工業地域 1.20 

住居地域
近隣商業地域 1.33 
商業地域
準工業地域

その他の地域 1.00～1.33 

表 6.1

ア 表 6.2中、「住居地域」は都市計画法第8条に規定する「第l種低層住居専用地域」から

「準住居地域」までとし、「その他の地域」は同「市街化調整区域」及び都市計画区域外の

地域である。

イ 「その他の地域」における地域環境係数 fsについては、耐震設計構造物を設置する地域

の周辺状況、将来計画等を勘案して 1.00～1.33の範囲内で定めることとしている。これに

ついては、運用上次のように扱うこととする。

Z
E
E

－Z
4
Z
E
f
f
f
A
K－
－
H
U
H－
H
H
u
t－
－
 

地域環境区分における「その他の地域」の区分

「その他の地域」の区分 地域環境係数九

耐震設計構造物（塔槽類）の外面から現に設置されている

第1種保安物件又は第2種保安物件までの距離が90ml-), 1.00 

上ある場合

同 90 m未満40m以上である場合 1.20 

同 40m未満である場合 1.33 

解表 2.2

ウ 今回の改正において、不活性ガスに係る耐震設計構造物の地域環境係数 fsは、一律l.OQ

とされた。なお、不活性ガスとは、高圧力、ス保安法施行令第3条で定める「第1種ガス」で

あり、次のものをいう。

ヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、ラドン、窒素、二酸化炭素及び

フルオロカーボン（可燃性のものを除く。）

3 3-2(2）に規定するレベル2耐震性能評価の具体的手法については、本基準とは別に例示等

として示す。

1 耐震設計設備の耐震設計（レベルl耐震性能評価）は、 6-1の規定により地表面設計地震動

に基づく設備の応答解析を行い、これによって求まる設備の設計震度等から 6-2の規定により

設備の耐震上主要な部位に生じる算定応力等を求め、これが6 3に規定する設備の部材ごとに

定められた許容応力等を超えないこととして行う。

耐震設計構造物（配管系を除く。）のレベル1耐震性能評価手順の概要を解図 2.11に示す。

耐震設計設備の耐震設計関係6 
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解図 2.11 耐震設計構造物（配管系を除く。）のレベル1耐震性能評価手順

塔槽類の重要度 I a I II III 地 盤 種 別 第 1/2/3種 第4種
重要度係数 βF 1.00 0.80 0.65 0.50 表層耀盤曽~iii係数β3 1.4 2.0 

地表面におけるレベル1設計地震動

水平震度 KH= 0.150 μKβyβ2β3 

鉛直震度 Kv= 0.075 μKβI ,82β3 

μK(レベル係数）＝ 1.0β2（地域係数） = 1.0 
↓ 

［耐震設計設備の設計仕様・構造案］

， 
＼ 

｜静的震度法 l ｜修正震度法｜

↓ 
重要度II又はEで下記のものは 塔槽類の固有周期の計算

静的震度法によることができる。
昂スカ／ー品トミ支2持4.0塔の類

①高さ20田未満の塔類

T ＝勿~ T- CH, 
②貯蔵能力80t未満の球形貯槽 .JKMuD. （秒）

③向lOOt未満の横置円筒形貯槽

基準応答倍率｜

↓ ...... －，』

β4；水平方向応答倍率 β5；水平方向応答倍率

H~ 16m 20 βs＝基準応答倍率×補正係数
16 く H~ 35 1.04 + 0.06 H T< 0.3，βsく1.5の時 1.5 
H>35 3.14 表 6.1 T?, 0.3，β＇ < 0.75 0.75 

地域環境 係数 ※lOOt未満の横置円筒形貯槽はβs=2.0 
区 分 f, とすることができる。

ヨニ 専 1.00 β6；鉛直方向応答倍率

工 業 1.20 スカート支持の塔類1.5／その他2.0'

、以 住商準工 1.33 

設計静的水平震度 その他 1.00～133 設計修正水平震度
K 5H = f＇β4 KH 1、 KMH = f，β5 KH 

設計修正鉛直震度

KMv = f，β， Kν 

設計静的水平地震力 設計修正水平地震力

FsH = Ksw Ww (N) FMH = KMH W1 ( N) 
品Io.;;;4.oのスカート支持塔類
FMH =μ KMH WH (N) 

設計修正鉛直地震力

FMv=KMv w,, (N) 
、 、，，

※ 
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ー邑

※ 

6-2別表2

耐震設計設備の各部材に

生じる算定応力等の計算

耐震設計設備の仕様決定

基礎の設計仕様案

表 6.1 

地域環境 係数
区 分 f. 
エ 専 1.00 

工 業 1.20 

NO 

耐震設計設備の

言語村士様・構造案の変更’

基礎本体の応答解析｜ 8 1 

静的震度法

β’4；基礎の水平方向応答倍率

地上部 2.0 
地下部 H，~ 5 m 2.0-0.2 H, 

> 5 1.0 

住商準工 1.33 基礎の設計静的水平震度

その他 lfJO～133 K’SH = f •β 4 KH  

基礎の設計静的水平地震力

耐震設計設備から基礎に作用する F’SH＝λK’SH WF (N) 
λ，地上部 0.5 
地下部 o ~Di< 0.5m 0.5 
0.5 ~ D，く1.5 0.4 
Dt迄1.5 0.25 

地盤の液状化検討〉 ｜輔、くい、地盤に生じる｜ 8 2 

算定応力等の計算

8-4 

土質定数~ （基礎の設計仕様案の変更

液状化隣同慣など

〈証~許豆諸二〉ー
NO 

基礎の仕様の決定 終了
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2 6において規定されていない応答解析の方法を採用し、又は算定応力等の計算方法等を示して

いない球形貯槽等の設備を設置する場合は、関係告示の規定によるほか、構造物の設計震度、設

計応答加速度等の算定に当たっては、 6-1 -1等に準じて地域環境係数 fsを乗じて行うこと
とする。

6-1 応答解析関係

( 1 ) （動的解析法）関係

1 耐震設計設備の応答解析は、原則として設備の動特性を考慮した動的解析法によることとし

ている。これは、設備の特性を考慮することにより地震に対する安全性を高めるとともに、合

理的な設計を行おうとするものである。

2 動的解析法は、対象とする耐震設計設備を適切な振動系モデルに置き換えて行うもので、修

正震度法、モード解析法、時刻歴応答解析法などがあるが、本県において立地が考えられる設

備に対しては、最も簡易な修正震度法が一般的であると考えられる。

(1) 修正震度法は、静的設計の簡便さに動的手法を取り入れた準動的手法である。この方法は、

長周期の構造物を除いて一般に多質点振動系では、 1次のモードが特に顕著に発生しやすい

ことに着目したものである。構造物のl次の回有周期（振動数）を求め、その周期（振動数）

に対する構造物の応答量を応答曲線（予め設計地震波に対して計算された固有周期（振動数）

に対する1質点振動系の最大応答値のグラフ）より求め、ぞれを入力値として静的震度法と
同様に強度計算を行う方法である。

(2) モード解析法は、（3）の時刻歴応答解析法の最大応答のみを求める手法である。はじめに

対象となる系の固有値解析を行い、固有周期（振動数）及び固有モードを求め、次に各国有

モードが独立に応答した場合の最大応答値を応答曲線から求める。最後に各振動次数の応答

値を合算して、最大応答値を求める。

(3) 時刻歴応答解析法は、設計用地震波により構造物がどのような挙動をするかどうかを知る

ため、当該構造物の振動モデルに設計用地震波を入力して時々刻々の経過を追い、当該振動

モデルの変位、速度、加速度等を求める方法である。

3 重要度がII又はIIIの耐震設計設備にあっては、鉛直方向の設計地震動の評価を省略できる。

( 2) （静的震度法）関係

1 静的震度法は、重要度が低く、かつ比較的剛な耐震設計設備に適用される。静的震度法は、

地震動の加速度を構造物の各質点に一律に与えて慣性力を求め、その慣性カが構造物に作用す

るとして応答量を求める（構造物の動特性と無関係に、その高さに応じて定めた設計震度を用

いて設計を行う）方法である。

2 静的震度法は、重要度がII文はIIIであって、かっ次の解表 2.3に掲げる範囲に該当する耐

震設計設備について採用できる。静的震度法による応答解析においては、鉛直方向の設計地震

動の評価を要しない。

解表 2.3 静的震度法によることができる塔槽類（重要度II又はIII)

塔槽類の種類 範 囲
塔 類 ベースプレートからの高さが20m未満のもの
横置円筒形貯槽 貯蔵能力 100t未満のもの
球形貯槽 貯蔵能力 80t未満のもの（関係告不による。）
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解表 2.3中、応答解析を静的震度法により行うことができる塔槽類には、当該塔槽類を支

持する支持構造物（スカート、レグ、サドル、支柱等）を含むものとする。

「塔類」は塔、冷凍設備のたて型凝縮器及びCE貯糟などのたて置円筒形貯槽である。塔類

の「ベースプレートからの高さ」は、スカート支持及びレグ支持のものにあってはベースプレ

ート下面から当該塔類の最高位の正接線までの長さをいう。

6 -1 -1 静的震度法関係

1 ( 1 ）中、地域環境係数 fsについては、 5関係解説2を参照。

2 ( 2）中、耐震設計設備の設計静的水平地震力FsHの算定式〔式 6.2〕における「WH運転重

量」は、設備の区分に応じ次のとおりとする。なお、塔槽類に付帯する安全弁、液面言十、水噴

霧配管、ステージ、はしご等の重量は、当該塔槽類の自震に含める（6-1-2において同じ）。

(1) I書類及び架構

(2) 

当該耐震設計設備の設計静的水平地震力を求める部分の自重と内容物の重量の和（単位 N)

横室円筒形貯槽

当該耐震設計設備の自重と内容物の重量との和（単位 N)

6-1-2 修正震度法関係

( 1 ) （設計修正水平震度及び設計修正鉛直震度）関係

1 修正震度法は、動的設計の一手法であり、耐震設計設備の1次の固有周期のみを考慮した近

似的設計手法である。設備の1次の固有周期を求め、設備の形態に応じた減衰を考慮して設計
地震動による応答倍率を算定して設計震度を求めることにより、耐震設計設備の動特性を考慮

した設計を行うことができる。

2 スカート支持の自立式塔類であって、その水平方向の固有周期が地盤種別に応じ一定値以上

のものについては、より詳細なモード解析法による応答解析を行うこととし、応答解析の方法

は関係告示によることとしている。これに係るEー1-2本文中「鉄筋コンクリート架台」と

は、架橋のうち鉄筋コンクリート（鉄骨コンクリートを含む。）製で、地表面からベースプレ

ートまでの高さが3m未満のものをいう。鉄筋コンクリート架台の耐震設計は、基礎に準ずる

ものとする。

なお、「架構」とは、形鋼、鋼管、鉄骨コンクリート等の構造物であって、スカート、

等のベースプレート又はラグを介して塔槽類を支持するものをいう。

レグ

3 ( 1 ）における耐震設計設備の設計修正水平震度 KMH及び設計修正鉛直震度KMvの算定に当

たっては、静的震度法の場合と同様、 6-1ー1( 1 ）の表 6.1に示す地域環境係数 fs (1.00 

～1.33）乗じる。ただし、不活性ガスに係る耐震設計設備については、 fs= 1.00とする。

地域環境係数 fsについては、 5関係解説2を参照。

KMH = f sβ5 KH 〔式 6.3〕

KMv = fsβ＇ K, 〔式 6.4〕

4 水平方向応答倍率β5の算定

(1) 水平方向応答倍率β5の算定は、（2）に規定するところにより固有周期（ 1次固有周期）

を求めて行うことを基本とするが、次の解表 2.4に示す耐震設計設備にあっては、固有周

期の計算を省略してβ5= 2.0とすることができる。

- 73 -



解表 2.4 ,8s= 2.0とすることができる塔槽類

塔槽類の種類 範 囲

横置円筒形貯槽 貯蔵能力 100t未満のもの（2点支持のものに限る。）

スカート支持の 胴の平均直径Dmに対するベースプレートからの高さHの
自立式塔類 比が 4.0未満のもの （DmI Hく 4.0)

(2) 重要度の高い設備では、なるべく固有周期を求めてβ5を算定することが望ましい。これ

により、設備の耐震設計上の特性を考慮できるとともに、基礎、配管系へのローディングデ

ータを含め、より合理的な設計ができるからである。なお、一般の塔槽類では、メーカーサ

イドの標準仕様として設計される（通常、固有周期の計算を省略してβ5= 2.0としている。）
ことが多いため、これを固有周期を計算する方法で確認した上で、基礎等へのローディング

データについてはこの計算方法によるデータを用いることができるものとする。

(3) β5の算出は、計算した設備の眉有周期T（計算方法は（2）の別表1A）から図 6.1に

より地盤種別に応じた基準応答倍率を求め、これに表 6.5に示す設備の種類に応じた減表定

数に対応する図 6.2の補正係数hを乗じて求める。

β5の算出フローを解図 2.12に、減衰定数をパラメータとする固有周期一水平方向応答

倍率 （Tーメ］5 ）図を地盤種別ごとに解図 2.13.1～2.13.4に示す。これによれば、設備の

固有周期の計算値及び当該設備の構造による減衰定数（表 6.4）から、ただちにβ5を求め

ることができる。

図 6.1に示す基準応答倍率図（基準応答スベクトル図）は、減表定数 0.05のときのもの

である。

なお、表 6.4の減衰定数中の「架構」の構造は、水平力を支持する主たる部分の構造に

よりその種類を判定するものとし、これにより判定できない場合にあっては、減衰定数が小

さい方の構造とみなす。

5 鉛直方向応答倍率β6は、スカート支持の塔類にあっては 1.5、その他の耐震設計設備にあ

っては 2.0となっている。なお、 6-1(1）の規定により、重要度II又はIIIの耐震設計設備に

ついては鉛直方向の設計地震動の評価を省略できる。

( 2) （耐震設計設備の固有周期）関係

1 水平方向応答倍率β5の算定の算定に用いる固有周期 T（秒）計算方法は、次の（1)から（3)

の耐震設計設備の種類及び構造の区分に応じ、 6-1-2(2）の別表1のA欄に示すところに

よるほか、次の2及び3に示すところによる。

(1) スカ一ト支持の白立式塔類（』岡の内径及ひ

に対するベ一スプレ一トからの高さの比が4.0以上のもの

(2) (1)以外の塔槽類

横置円筒形貯槽、（1)以外の塔類（塔、レグ支持のたて置円筒形貯槽等）及び架構上の塔

槽類

(3) 塔槽類の架橋

備考 1 (1）において、「胴の内径及び板厚の変化が少ないもの」とは、胴（これに接続さ

れるスカートを含む。）の最小内径に対する最大内径との比が 2.0以下であり、か

つ、胴の周継手の上下の肉厚の比が 0.5以上で、 2.0以下のものをいう（( 3）にお

いて同じ）。

備考2 冷凍設備の受液器及びたて型凝縮器に係る固有周期の算定に当たっては、受液器
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解図 2.12

解図

2.13.1 

は貯槽（横置円筒形貯槽）、たて型凝縮器は塔として扱う ( ( 3）において同じ）。

耐震設計設備の水平方向応答倍率βE算出フロー（レベル1耐震性能評価・修正震度法）

横置円筒形貯槽（ 100 t未満）

スカート支持塔類 （Ht/Dmく4.0)

固有周期 T （秒）

スカート支持の塔類

第 1種地盤

第2種又は第3種

第4種

の計算

T> 0.5 

T> l.O 
T> l.5 

基準応答倍率の算出

YES 

YES 固有周期を

求めるか

6-1 2別表1A 

6 1 2図 6.1 

2.13.4 F一一一一寸 6 1 2図 6.2表 6.4

βs＝基準応答倍率X補正係数h

NO 

β5く 0.75

βs= 0.75 βs＝算定値 メ？s= 1.5 
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2 横置円筒形貯槽（2点支持のものに限る。）については、貯槽の軸方向及び軸直角方向のそ

れぞれについて、別表1のA欄の該当方法により固有周期を求める。この場合において、軸方

向の水平剛性は、ペデスタルの曲げによる水平剛性、地震反力によるフーチングの回転剛性及

びつなぎ梁（はり）によるフーチングの回転剛性から計算し、軸直角方向の水平剛性は、胴の

平均直径に対する胴の正接線聞の距離の比 （LiDm）が 4.5を超えるものにあってはペデスタ

ルの曲げによる水平剛性、地震力によるフーチングの回転剛性及ぴ胴の曲げによる水平剛性か

ら、胴の平均直径に対する胴の正接線開の距離の比が 4.5以下のものにあってはペデスタルの

曲げによる水平剛性及び地震反力によるフーチングの回転剛性から計算する。

具体的な計算方法については、参考に示す。

3 6ー 1-2(2）の別表1のA欄に示す方法及び上記2の方法以外の固有周期の算定方法は、

レーリ一法又はこれと同等以上の方法とする。

4 上記 1(2）の塔槽類の固有周期の計算に用いる耐震設計設備の運転重量 W。は、 6-1 -1 

( 2）及び同関係解説2のw，と同じである。ただし、横置円筒形貯槽（貯蔵能力 100t未満の
場合及び 100t以上であってL/Dm~ 4.5の場合）では、固有周期計算用の運転重量 Waは、
貯槽軸方向及び軸直角方向について次のとおりである。

Wa = W1+ W2+ W3+ W,+ w, 〔解式 2.4〕

Wa ：横置円筒形貯槽の固有周期算定用の運転重量（単位 N)

w，：液重量（N)
w，・胴板及び鏡板の重量（N)
w3：貯槽付属品の重量（N)
w.：サドル及び当板の重量（N)
Ws：ベデスタルの地上部分の全重量（N)

( 3) （設計修正水平地震力及び設計修正鉛直地震力）関係

1 ( 2）で求めた耐震設計設備の設計修正水平震度、設計修正鉛直震度及び当該設備の運転重量

から算定される設計修正水平地震力FMH及び設計修正鉛直地震力FMvは、次の耐震設計設備

の種類及び構造の区分に応じ、 6-1-2(3）の別表1のB欄に示すところによる。

(1) スカート支持の目立式塔類（胴の内径及び板厚の変化の少ないもの）であって、平均直径

に対するベースプレートからの高さの比が4.0以上のもの

(2) (1）以外の塔槽類（(3）を除く。）

横置円筒形貯槽及び（1）以外の塔類（塔、レグ支持のたて置円筒形貯槽等）

(3) 架構上の塔槽類

(4) 塔槽類の架構

2 上記 1(2）の塔槽類に係る設計修正水平地震力FMH及び設計修正鉛直地震力FMvの計算に

用いる耐震設計設備の重量等WH及びWvは、次のとおりである。

WH：運転重量 6ー1ー1( 2）及び同関係解説2のw，， に同じ（単位 N)
Wv：設計修正鉛直地震力FMvを算定する位置に作用する耐震設計設備の自重と内容物

の重量の和（N)

例えば、横置円筒形貯槽における Wvは、地震力の作用する部位によって次のようになる。

胴及び鏡に作用する地震力（N)Wv1=W1+1'1ら＋w, 〔解式 2.5.1〕

サドル及び基礎ボルトに作用する地震力（N) Wv2= W1 + W2+ w.,+ W，〔解式 2.5.2〕
W1 ：液重量（N)

w，：胸板及び鏡板の重量（N)
w3：貯槽付属品の重量（N)
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酒 w, サドル及び当板の重量（N)

6-2 算定応力等関係

1 耐震設計設備が設計地震動を受ける時に、当該設備の主要部位に発生する算定応力等は、当該

設備の内圧、自重、内容物等、通常の運転状態において長時間継続して作用すると考えられる通

常荷重による力による応力等と、設計地震動に基づき種々の方法による応答解析によって求めた

設計地震力による応力等を、最も厳しい条件下で合算して求める。

2 耐震設計設備の種類別及び応力等を算定する部位別の算定応力等の種類は、解表 2.5のとお

りであり、それらの計算方法は6-2の別表2に定められている。

別表2中、架構の応力の算定は、（社）日本建築学会の「鋼構造設計規準（1973年）」、「鉄筋コ

ンクリート構造計算規準（1991年）」及び「鉄筋鉄骨コンクリート構造計算規準（1987年）」によ

るものとする。ただし、単位系はSI単位に換算する。

別表2中、架構の応力算定に係る「その他耐震上特に重要な部分」とは、仕口のうち重要なも

の及びベースプレートをいう。

6-3 耐震設計用許容応力等関係

耐震設計設備の部材に応じて定められる耐震設計用許容応力等は、貯槽等本体の耐圧部材とその

支持構造材に区別して、 6-3の別表4に定められている。

支持構造物であっても耐圧部材に直接溶按される支持構造材の許容応力は、耐圧部材又は支持構

造材の許容応力のうち、いずれか小さい値が適用される（支持構造材側の第1溶接線まで）。

なお、別表4のア欄の備考中、「s＂」及び「 s＂＂」は、特定設備検査規則（昭和 51年通商産業省令
第4号）別表第2の値（同表の備考3(1）に該当するものは除く。）の4倍の値を用いるものとす

る。
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解表 2.5 耐震設計設備の算定応力等を算定する部位及び種類

耐震設計設備の種類 応力を算定する部位
算 定 応 カ の 種 類

引張 せん断 曲げ 圧縮座屈

』岡板 。 。。
スカート支持のもの

スカート 。。
塔 基礎ボルト 。

ベースプレート 。
』岡板 。 。。

類 レグ支持のもの レグ 。。。。。
基礎ボルト 。。
胴のサドル部 。 。。
胴の中央部 。 。。

横置円筒形貯槽 鏡（合計5) 。
( 2点支持のもの） サドル 。。

基礎ボルト 。D；ち色
シアープレート で町 。
支柱 。。。
はり 。。。。。

架 構 プレース 。 。。
基礎ボルト 。。
その他耐震上主要な刺立

町，
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1 配管系の耐震設計（レベル1耐震性能評価）は、 7ー1に規定する動的解析法により設計地震

動及び配管支持構造物の応答変位に基づく応答解析を行い、これによって求まる設計地震力及び

地震時変位量から配管系各部位に生じる算定応力等を7-2により計算し、これが7-3に規定

する配管系の部材ごとに定められた許容応力等を超えないこととして行う。

また、 3-2(1）アのただし書きの規定により、重要度がII又はIIIの配管系については、 7-

4に規定する配管の支持方法の確認（以下「許容スパン法」という。）を行ったとった場合は、

この簡易評価法をもって、上の詳細解析による許容応力評価法に代えることができることとして

いる。

2 今回の改正により耐震設計の対象となった配管系は多岐にわたる。本県に設置されることが考

えられる製造施設等に係る配管系への基準§ 1による耐震設計の適用は、ほとんどが塔槽類に嬢

続されたものなどに限定されるが、その範囲の設計でさえもかなり複雑なものになる。特に、塔

槽類の耐震設計がメーカーサイドで行われるのに対し、配管系は実態上現場サイドでの設計とな

るため、別に詳細の設計計算例、基準を満たす標準仕様例などを示すこととしたい。

3 配管系のレベル1耐震性能評価の概要

(1) 詳細定義

ア配管支持構造体

配管を支持し、又は配管に接続する構造体で、塔槽類、その支持構造物及びこれらと類似

の構造体をいう。配管は、配管支持構造体とその基礎を通じて地盤に固定される。

イサポート

配管と配管支持構造体との連結部構造であって次のもの

(r) 溶着部品

配管に直接取り付けられる部品（シュ一、サドル、断熱材固定金具等）

取付金具

パイプラック、架構、スリーパ等に配管を支持又は拘束する金具（Uボルト、パイプク

ランプ等）

（ウ） サポート構造体

架構、パイプラック、塔槽類に取り付けられた梁、単独の自立式構造物

配管支持構造物

配管支持構造体及びサポート

配管系

配管及び配管支持構造物

配管支持点

サポートの配管側の取付点で、管径の中心をいう。支持点において当該配管を支持する方

向は、サポートの種類（機能）に応じて、管軸方向、管軸直角方向及びこれらの組合せとな

る（解表 2.6参照）。

カ固定支持点

変位、回転に対して全方向を拘束する支持点をいう。サポートが配管に溶接等により剛に

取り付けられている支持点及び塔槽類、機器等のノズル部をいう。

配管系の耐震設計関係7 
i
1
1
聾
聾
1
4
1

·~ 

（イ）

ウ

コニ

オ

- 81 



解表 2.6 サポートの分類と機能等

分 類 分 類 耐震上の機能

名品 機能 名称 般 機 古B

地震時の配 アンカー 3方向の変位及び回転を拘束 固定支持点

レ 管荷重を支持 ガイド 管軸直角方向の変位を拘束 変位を拘束する方向に係る配

ス し、又は熱変 管支持点

ト形による配管 Uボルト 管軸直角2方向の変位を拘束 管軸直角2方向の配管支持点

レ の動きを拘束 又は とする。ただし、 4B以下の配

イ する。 Uバンド 管であって配管に密着して取り

ノ、 付けられる場合は3方向支持点

ト とみなすことができる。

軸方向 管軸方向の変位を拘束 管軸方向に係る配管支持点

ストッパー

3軸方向 配管の3方向の変位を拘束 3方向に係る配管支持点

ストッパー

防 配管の振動、 流体式・機 低速変位を許容し、高速変位を拘束 拘束方向に係る配管支持点

振 変位を防止す 械式防振器

器 る。 パネ式 パネの力で変位を低減 パネ支持点。ただし、許容スパ

防振器 ン法では配管支持点とみなす。

レ 配管系の自 レステイング 下方から配管自重を支え、下方向変 自重、熱、地震の荷重を考慮

ス 重を支持す 位を拘束 して上方向変位がないとき、鉛

ア る。 リジッド 上方から配管自重を支え、下方向変 直方向の配管支持点

イ ハンガー 位を拘束

ン パリアプル パネで自重を支持 パネ支持点。ただし、許容スパ

グ ハンガー ン法では配管支持点とみなす。

等 コンスタント カウンターウエイトヌはパネにより 地震時の配管支持点とはしな

ハンガー 配管自重を支持 b、。

" 
(2) 配管系の耐震性評価の基本的考え方

ア 配管系は、配管、フランジ継手、弁、伸縮自在継子等の耐圧部材のほか、配管を支持する

構造物及びその基礎、配管と支持構造体をつな寸サポート類、貯槽等のノズル等から構成さ

れる。これらの構成要素が適切な耐震性能を有するよう総合的に設計する。

イ 地震波（力、変位等）は、地盤から基礎、配管支持構造体、サポートを通して配管に伝わ

り、また配管に発生した揺れは、サポートを通して逆に地盤に伝わる。このように変位と力

は系全体の構成要素において相互に影響しあうため、連成系としての応答解析による配管系

の挙動を解析することができるが、通常は簡略化のため、配管支持構造物と配管を独立に解

析する。

ウ 配管支持構造物の応答解析は、配管を質量として考慮し地震加速度に対して応答解析を行

い、配管支持点における加速度（震度）及び変位量を算定する。

エ配管支持構造物の応答解析から得られた加速度（震度）及び変位を入力値として配管系の

地震応答解析を行い、配管各部、ノズル、配管支持構造物等の反力、モーメント、応力等を

算定し、この算定応力等を耐震設計用許容応力と比較して評価を行う。
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オ 多岐にわたる配管系のすべてを上記の応答解析による許容応力評価法で評価するのは実用

的でないため、重要度の低い（II又はIII）設備については、上記に準じて配管支持の強度と

変位に対する系の可とう性を評価する許容スパン法によることができることとしている。

(3) 配管系の耐震性能評価の手順（解図 2.14参照）

ア配管系の重要度の決定

イ

ウ

配管系の重要度は、当該配管系が接続される培糟類の重要度のうち最上位のものとする。

配管系の耐震性能評価法の決定

その重要度に応じ、応答解析による評価法又は許容スパン法によるかを決定する。

配管系の応答解析法の決定

応答解析法は、基本的に修正震度法とする。重要度がII又はIIIの配管支持構造物の場合は、

静的震度法によることができる。

エ配管支持構造物の応答解析の実施

配管支持構造物の応答解析により、配管支持点の設計水平震度及び応答変位を算定する。

この場合、配管はその剛性を無視し、配管支持点に関連する配管（継手、弁等を含む。）の重

量を配管支持構造物に負荷させて応答解析を行う。応答変位の算定は、配管支持構造物の全

高が5m以下の場合は省略できる。

オ配管系の応答解析の実施

エにおいて求めた設計修正地震力及び配管支持点の応答変位に基づく移動量、配管の内圧、

運転重量等に対して、配管系の静的応力計算を行う。

カ配管系の算定応力等の計算

配管の荷重の組合せ、地震の方向等を考慮して、流体の圧力、運転重量及び設計地震力に

よる長手方向応力並びに設計地震力及び配管支持点の移動量による繰り返し応力範囲を算定

する。

配管に作用する設計地震力及び配管支持点の移動量による荷重等により、フランジ継手、

弁、伸縮自在継子及び塔槽類のノズル部に生じる応力等を計算する。

キ応力評価

算定応力等が配管系の種類及び応力種類ごとに定められた許容応力等以下であれば合格。

ク 配管支持構造物の耐震性能評価

( J') 配管支持構造体

配管支持構造体が耐震設計設備である場合の耐震性能評価は、当該耐震設計設備に係る

基準の規定による。また、配管支持構造体が耐震設計設備に類似した構造物である場合は、

これに準じて行う。

（イ） サポート

配管系の応答解析結果から得られる配管支持点における反力をサポート部品（溶着部品、

取付金具、自立式構造物など）の強度設計に用いる。

（ウ） 配管支持構造体の基礎

配管支持構造体の基礎の耐震性能評価は、耐震設計設備の基礎に準じる。
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解図 2.14 配管系のレベル1耐震性能評価手順

配管系の設計仕様・構造案

地表面設計地震動

K H=0.150 μ k ,8，β2β， I 4 
K v=0.075 μ，βF ,8 2β3 

NO 

一一一一-r 一面白一長持活主らj.；）厄i震研--1一一一一一ー ・: 

[ I 配管鵡点の設計水平震度 ｜ ｜配管支持点の応答変位｜
μKMH I I 回管支持構造物の全高＞s m I : 
7-1 1 7 1-2 

配唐支持蹴豊体に対する応答倍率

水平方向 β8 

鉛直方向 β9 

設計修正地震力

水平 FMH＝β，μKMH 協

鉛直 FMv＝β＇KMvWv

配管系の応答解析

配管系の応力等の算定

配管系の変位応答解析

7 2別表3

7-3別表5

終了
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7 -1 応答解析関係

1 配管系の応答解析は、対象となる配管系を適切な梁（はり）構造モデル等に置き換えて、 7-

1 ( 1 ）に規定するレベル1設計地震動に基づく応答解析及び同（2）に規定する配管支持構造物の

応答変位に基づく応答解析を行う。（ 1 ）は地震による加速度（震度）応答解析であり、（2）は配

管支持構造物の応答解析により求められる地震時における配管支持点の変位を配管系の強制変位

として解析するものである。応答変位が少ないと考えられる、配管支持構造物の全高5m以下の

配管系では（2）の変位応答解析を省略できる。また、（ 1 ）において、重要度II又はIIIの配管の支

持構造物については、静的震度法により行ってもよいこととする。

2 配管系の加速度（震度）応答解析及び変位応答解析における配管系モデルの原則は次のとおり

である。

(1) 配管支持構造物の解析モデルは、塔槽類及び架構の耐震性能評価モデルに準じて作成する。

(2) 配管の解析モデルは、原則として直管及び曲がり管をそれぞれ直梁要素及び曲がり梁要素に

モデル化して構造解析を行う。

(3) 配管の解析モデル化の範囲は、原則として固定支持点聞とする。ただし、力学的に妥当な場

合はこの限りでない。

(4) 配管の梁要素の剛性及び配管に生じる応力の算定は、、公称寸法から腐れ代を除いたものと

し、配管の重量は公称寸法により算定する。

7-1-1 修正震度法関係

1 配管系の設計地震動に基づく応答解析は、基本的に修正震度法によって行う。

配管系の設計修正水平地震力（ F MH）及び設計修E鉛直地震力（F Mv）は、配管支持構造物の
応答解析によって求める。すなわち、配管支持点における設計水平震度 （μKMH）及び設計鉛直

震度（ KMv）を、当該配管支持構造物の応答解析の種類に応じた応答解析結果から求め、これに

それぞれ配管の配管支持構造物に対する水平方向応答倍率（βB）及び鉛直方向応答倍率（β，）、

配管の運転重量（それぞれw，及びWv）を乗じることによって求める。
FMH＝β8 μ KMH Mん〔式 7.1〕
FMv＝β＇ KMv Wv 〔式 7.2〕

2 配管支持構造物として想定されているのは、耐震設計設備（塔槽類、塔槽類の支持構造物、塔

槽類の架構）及びこれに類似の構造物（架構、 T型サポート、 M （門）型サポートなど）である。

配管系の設計水平震度 （μKMH）及び設計鉛直震度（KMv）は、配管支持構造物が耐震設計設

備であるものについては6の該当規定による応答解析による設計震度に当該配管支持構造物（耐

震設計設備）の高さに応じたフアクター（μ）を加味して求める。耐震設計設備に類似の構造物

については、塔槽類の架構に準じた方法で応答解析を行って求める。

(1) 配管系の設計水平震度 （μKMH) 

ア 配管支持構造物の応答解析を修正震度法で行った場合

例えば塔槽類の配管（当該塔槽類の配管接続ノズル部が配管支持点）で、当該塔槽類の応

答解析をq-1 2に定める修正震度法で行った場合、 KMHは同（ 1 ）で求めた値となる。

ただし、 KMHは地表面設計水平地震動KH以上とし、また配管支持構造物の高さが3m以下

の場合は、地盤面と同じ挙動を示すと考えKMH=KH （地表面設計水平震度）とする。

高さ方向震度分布係数μは、次による。
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解表 2.7 高さ方向震度分布係数

配管支持構造物の構造 μ 

－配管支持構造物（耐震設計設備）の高さ 10m以下のもの

－配管支持構造物がスカート支持の塔類で、あって、平均直径に 1.0 

対するベースプレートからの高さの比が4.0未満のもの

上記以外の配管支持構造物 1.5 H!Ht 

H；配管支持点の高さ（m) Ht；配管支持構造物の高さ

イ 配管支持構造物の応答解析を静的震度法で、行った場合

メt.KMHは、 6-1-1(1）に規定する設計静的水平震度KsHと同じ値とする。

(2) 配管系の設計鉛直震度（KMv) 

6 -・1 -2 ( 1 ）に定める KMv、又は当該配管支持構造物を架構に準じた方法で応答解析を

行って求まる値とする。配管支持構造物の高さが3m以下の場合は、 KMv=Kv （地表面設計

鉛直震度）とする。

3 配管の配管支持点における配管支持構造物に対する応答倍率は、次のように定められている。

(1) 水平方向応答倍率β8

解表 2.8 配管支持構造物の水平方向応答倍率β8

区分

下記以外のもの

配管支持構造物が架構上の塔槽類である場合

配管のうち弁に係るもの

（注）弁に係る乗数は次のとおりとする。

1Yrn 乗 数

β8 

2.0 

別表1のB欄の当該欄に規定するβrに

2.0を乗じた値

2.0に当該弁の構造、支持方法等に応じ

1.0～3.0の乗数（注）を乗じた値

40以下 1.0 左表において

40超 H 

60以下
0.1$-3.0 

H；弁のボンネットフランジ面から当該フランジ

面上部の重量の重心までの距離（mm) ~ 

60超 3.0 D；弁のヨーク部の最小幅（mm)

(2) 鉛直方向応答倍率β9 2.0 

4 配管支持点における配管の設計地震力を算定するための配管の運転重量等は、水平方向につい

てのWnは運転重量（配管の自重と内容物の重量との和。単位 N）、鉛直方向についての Wvは

設計鉛直地震力を算定する位置に作用する配管の自重と内容物の重量の和（単位 N）とする。

7-1-2 配管支持構造物の応答変位関係

1 配管支持構造物の応答変位に基づく当該配管系の応答解析は、当該配管支持構造物を適切な振

動系モデルに置き換え、修正震度法、その他適切な動的解析法によって、配管支持構造物の設計

用地震動によって生じる振動から配管支持点の変位量（移動量）を算定する。重要度がII文はIII

の耐震設計設備に支持される配管系については、 6-1-lに規定する静的震度法によることが
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できる。

算定された変位量は7-2で規定する配管系の算定応力等の算出の際、変位をモーメント等に

換算して用いることになる。

2 配管支持構造物の応答変位に基づく応答解析は、当該配管支持構造物の全高が5mを超えるも

のに限っている。全高5m以下のものについては、 7-2の算定応力等の計算において変位量は

考慮しないで行う。

7-2 算定応力等関係

1 配管系の算定応力等は、 7-1の配管支持構造物の応答解析によって求めた配管支持点におけ

る設計修正地震力及び変位量、流体の圧力、運転重量等に対し配管系の静的応力計算を行い、次

の配管系の種類別に、主要部位に生じる応力等を算定する。

配管系の種類別の算定すべき応力等の計算方法は、別表3に示している。

(1) 配管本体の曲がり管部、分岐部及び配管支持点

(2) フランジ継手（重要度II又はIIIの配管系に係るもの除く。）

(3) 弁（固有振動数20H z以上のものを除く。）
(4) 伸縮継手

(5) 塔槽類のノズル部（重要度Ia及びIIの配管系に後続されるものに限る。）

(6) 配管支持構造物（塔槽類及び架構等に支持される配管支持構造物を除く。）

2 配管本体（上記（1））の応力算定における各荷重の組合せは次のとおりである。

解表 2.9 配管の応力算定における荷重組合せ

足議理~ 流体の 運転 地震荷重

圧力 重量 慣性力 変位

長手方向応力 。 。 。
繰り返し応力範囲 。 。

3 別表3 （上記1(3））中、弁の「固有振動数 20Hz以上」の判定については、弁の強度計算か

ら固有振動数を算出するほか、解表 2.8の注に示す Hf./Dが 40以下であることを確認する
ことをもって判定しでもよいものとする。

4 配管支持構造物の応力算定は、①配管支持構造体、②サポート及び③配管支持構造体の基礎に

区分して行われることになるが、上記1(6）はこのうち②に関するものである。

配管支持構造物の応力の算定は、（社）日本建築学会の「鋼構造設計規準（1973年）」、「鉄筋コ

ンクリート構造計算規準（1991年）」及び「鉄筋鉄骨コンクリート構造計算規準（1987年）」によ

るものとする。ただし、単位系はSI単位に換算することとする。

別表3中、配管支持構造物に係る「その他耐震上特に重要な部分」とは、仕口のうち重要なも

の及びベースプレートをいう。

7-3 耐震設計用許容応力等関係

配管系の耐震設計用許容応力等は、次の配管系の種類別に、別表5に示すところによる。

(1) 配管

(2) フランジ継手

(3）弁

(4) 伸縮継手のベロ｝ズ

(5) 塔槽類のノズル部
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配管支持の方法関係

1 3-2(1）アのただし書きの規定により、重要度II又はIJIの配管系であって、 7-4の配管支

持の方法（許容スパン法）により設計した場合は、 7-1から 7-3の規定による応答解析に基
づく許容応力評価を省略できる。

Ili－
－

d
 

許容スパン法は、配管系における地震時の慣性力及ぴ配管支持点聞の相対変位に対して、配管

の支持（固定）方法、配管径に応じた配管支持点閣の距離及び配管の変位吸収能力について検討、

設計することによって対応する簡易設計法である。すなわち、 7-4(1）では配管を管軸3方向

について支持（固定支持）すること、（2）では配管支持点聞の距離（配管スパン長）を高圧ガス

の状態及び管径に応じて定めた配管支持点聞の長さ（許容スパン長）以下とすること、（3）では

地震動による支持点聞の相対変位量を当該配管の許容ひずみ等から求める変位吸収能力以下とす

ることが定められ、（ 1 ）から（3）の規定のすべてが満たされることとして行うの

許容スパン法は、（ 1 ）及び（ 2）によって地震力に対する配管支持の強度、剛住を、（3）によっ

て配管の可とう性による地震時の相対変位の吸収について評価するものであるn

2 許容スパン法による配管系の耐震性能評価を行う配管系の範囲は次のとおりミある。

(1) 配管の固定支持点から固定支持点までの配管区間ごとに評価を行う。当該区間内に適用対象

外の配管が含まれる場合は、対象区間を超える第1支持点までを評価範囲とするn

(2) 許容スパン長の評価は、①当該配管系の最大スパン長の配管スパン及び②弁：保温材等に

よる集中荷重が付加される配管スパン等について行う。

(3) 変位吸収能力の評価は、①両端の支持点が異なる配管支持構造体に設置されている配管ス

パン及び②分岐部を有する配管スパンであって分岐管の外径が母管の外径の 1/2以下の分岐
部より分岐管の第l支持点までの配管について行う。

(4) (2）及び（3）の評価は、管軸方向及び管軸直角2方向の3方向について行う。伸縮継手を有

する配管スパンにあっては、伸縮継手に係る変位吸収能力の評価を行う。

7-4 

( 1 ) （配管支持方法）関係

配管は、管軸と直行する2方向及ぴ管軸方向の3方向の地震力に対して、変位を拘束するよ

う有効に支持する。すなわち、固定支持点とするということである。固定支持点は、溶接等に

よるサポートであるが、 Uボルト又はUバンドによるもの（一般的には、管軸方向拘束とはみ

なさない。）であっても、 4B以下の配管であって支持構造体に密着して取り付けられる場合に

は3方向支持点（固定支持点）とみなす。 φ 

Uボルト等のサポートに係る配

( 2) （配管スパン長）関係

1 ( 2）中、「配管支持構造物の聞の配管の長さ」は、ガイド、

管支持点の聞の長さとする。

表 7.1中の配管の外径について、該当する配管の外径がない場合は、外径に関して同表の
値から直線補間して算定することとする。

許容スパン長の算定において、外径が48.6皿m未満の配管にあっては48.6m皿の値を、また、

外径が 609.6mmを超え l,OOOm皿以下の配管にあっては 609.6mmの値を適用することとす手ー

なお、外径が蜘凹を超える配管にあっては、 7-1から 7-3の規定に規定する方法J
計算する。

2 表 7.1に示す許容スパン長は、配管中の弁等の集中荷重、保温材等の分布荷重が付加され
ないときのものである。これらを付加した許容スパン長の算定は次による。

(1) 保温材等の分布荷重又はバルブ等の集中荷重が付加されないときの許容スパン長L （以

下「基本許容スパン長」）は解表 2.10.1及び 2.10.2による。
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解表 2.10. 1 配管の基本許容スパン長（液化ガス）

呼び径 呼ぴ径 外径 基本許容スパ 基準集中荷重

(B) (A) (mm) ン長 Lo(m) W.(N) 

1-1/2B 40A 48.6 6.6 407 

2B 50A 60.5 7.1 605 

2-1/2B 65A 76.3 7.9 1,116 

3B BOA 89.1 8.6 1,545 

3 1/2B 90A 101.6 9.0 1,986 

4B lOOA 114.3 9.5 2,532 

5B 125A 139.8 10.2 3,802 

6B 150A 165.2 10.8 5.357 

SB 200A 216.3 12.2 9.629 

lOB 250A 267.4 13.2 15,208 

12B 300A 318.5 14.2 22,361 

14B 350A 355.6 15.0 28,851 

16B 400A 406.4 16.0 40,325 

18B 450A 457.2 16.8 53,612 

20B 500A 508 17.6 67,633 

22B 550A 558.8 18.4 85,563 

24B 600A 609.6 19.1 103,946 

解表 2.10.2 配管の許容スパン長（圧縮ガス）

呼び径 呼び径 外径 基本許容スパ 基準集中荷重

(B) (A) (m皿） ン長 Lo(m) W.(N) 

1-1/2B 40A 48.6 7.0 304 

2B 50A 60.5 7.8 445 

2-1/2B 65A 76.3 8.7 839 

3B BOA 89.1 9.5 1,126 

3 1/2B 90A 101.6 10.1 1,414 

4B lOOA 114.3 10.7 1,775 

5B 125A 139.8 11.7 2,616 

6B 150A 165.2 12.7 3,616 

SB 200A 216.3 14.8 6,349 

lOB 250A 267.4 16.4 9,863 

12B 300A 318.5 18.0 14,281 

14B 350A 355.6 19.0 18,110 

16B 400A 406.4 20.3 25,339 

18B 450A 457.2 21.5 33,995 

20B 500A 508 22.7 42,112 

22B 550A 558.8 23.8 51,141 

24B 600A 609.6 24.9 64,243 
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(2) 保温材等の分布重量及び弁等の集中重量が付加される場合の許容スパン長は、解表 2.10.

1及び 2.10.2に掲げる基本許容スパン長に、それぞれ分布重量補正係数世出及び集中重

量補正係数件を乗じた値を許容スパン長とする。

(3) 保温材等の分布重量が付加されるときは、次式により分布重量補正係数φを算出するも

のとする。

--0.25 

め＝ll+f)
件 ：分布重量補正係数、なお、 nr,~三0.5の時、 φ ＝ 1.0とみなすことができる。

ι ：配管長さ 1皿あたりの配管及ひ俳配管内流体重量の和（N/m)
r ：配管長さ lmあたりの保温材等の分布重量（N/m)

(4) 当該配管スパンにバルブ等の集中重量が付加されているとき、集中重量補正係数件は解

図 2.15又は解表 2.11により算出するものとする。解図 2.15において縦軸は集中重量補

正係数件を表し、横軸は付加重量率r.を表す。ここで、付加重量率 Twは、次式により算出

される値：とする。なお、 Tw~ 0.25の時は件＝ 1.0である。

〔解式 2.6〕

九＝ ~r1＋工｝
wt r, J 

：付加重量率

由 ：当該スパンの集中重量（N)

院：液化ガス配管は解表 2.10.1、圧縮ガス配管は 2.10. 2に示す基準集中荷重（N)

r，ι：（3）のr及ぴ5と同じ。

〔解式 2.7〕

Tw 

f
j
t？
11Hr 

' 

集中重量補正係数

＼ 

＼ 

＼ 

＼ 

5 

集中重量補正係数解表 2.11 

付加重量率の範囲｜集中重量補正係数砕

砕＝ 1.0

件＝ 1.13 -053・Tw0.25 :,;; Twく1

砕＝ 0.636 0.036・Tw
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3 配管スパン長は、次により算定する。

(1) 水平2方向及び鉛直方向のそれぞれの地震動の方向に係る配管スパン毎に評価を行う。

(2) 配管スパンの長さは隣り合う支持点の聞の配管管軸に沿った長さを算出する。

(3) (2）の算出においては、当該支持点における管軸が支持方向（地震動の方向）と一致する

場合は当該支持点から最初の曲がり管までの長さは含めないで算出することができる。

管軸方向支持点を有する配管スパン解図 2.16

L1 
』
ー
i
l
L
F
＆

t」国
5
1
v
灘
瀧
都
世
j
込
灘
轟
書
離
感
H

Lz 

s, 

解図 2.16の伊jの場合で、支持点s，及びs，が当該地震方向支持点とするとき、管S1Bは、
管職が地震方向と一致するので、配管スパン長の算出に当たっては長さLは加えず、 L=L,

となる。

(4) 当該配管スパンにおいて配管外径が異なる場合には、配管スパン長Lは次の算式にて当

該配管スパンの最大管径に換算して、算出するものとする。

L = l + ／，長

地震の方向

〔解式 2.8〕

：配管スパン長（m)

：当該配管スパン内の最大管外径（mm)

：配管外径（皿皿）

l ：配管の外径dなる配管の長さ（m)

!1 ：配管の外径Aなる配管の長さ（皿）

(5) 解図 2.17に示すような分岐部を有する配管の場合

ア分岐管外径が母管外径の 1/2を超える場合

(Li +Lよ（Li＋£＞）及び （L,+ L>）のいずれもが許容スパン長以下であるものとす
る。同図においては、当該地震方向は紙面直角方向とし、支持点品、 s，及びs.は紙面
直角方向を支持する配管支時点としている。なお、し、 L，及び Loは（1）から（4）により
算出する。

分岐管外径が母管外径の 1/2以下の場合

(Li+ L，） 及びかのいずれもが許容スパン長以下であるものとする。
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解図 2.17 分岐部を有する配管スパン

s, 

L, 

L, 

s, 

L. 

( 2) （配管の変位吸収能力）関係

1 配管の変位吸収能力の評価は、評価を行う配管スパンについて、両端の配管支持点の相対変

位量が、当該スパンの配管本体の変位吸収能力を超えないことを確認することとして行う。地

震時の配管支持点聞の相対変位量の評価は、当該配管支持構造物の全高が5m以下のものにつ

いては省略できる。この場合において、配管支持点の一方の配管支持構造物の全高は5mを超

え、他方は5m以下である時には、前者の地震時変位量をもって当該支持点聞の相対変位量と

する。

2 評価する配管支持点聞の配管の変位吸収能力の算定は次による。

(1) 両端の支持点が異なる配管支持構造体に設置されている配管スパン及び分岐部を有する配

管スパンにあって分岐管の外径が母管の外径の 1/2以下の分岐部より分岐管第1支持点まで

配管に関して変位吸収能力の評価を行う。

(2) 当該配管スパンの変位吸収能力＆は、次式により計算する。

6. =L・f 〔式 7.4〕

＆ ：当該地震方向に係る配管スパンの変位吸収能力（m皿）

L ：地震方向に直交する平面に対する配管スパンの投影長さで、（4）に述べる原

則に従い算出するものとする。（mm)

f ：管長さ 1皿皿当たりの変位吸収能力であって、次の算式により得られる値

〔式 7.5〕

c ：配管材料の許容ひずみにより定まる定数で、降伏ひずみま
で許容するとして、 c= 0.67とする。

＆ ：配管材料の降伏ひずみで、次の算式により得られる値。

'" ~~ 〔解式 2目的
’ E 

s，：材料の設計温度における降伏点又は0.2%耐力（N/mm')
E ：材料の設計温度における縦弾性係数（N/mm')

D ：配管の外径（m皿）

(3) 伸縮継手に係る変位吸収能力

伸縮継手を有する配管スパンの変位吸収能力は、 7-3別表5の工による許容応力振幅に
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対応する当該配管支持点閣の相対変位量とする。

(4) 配管スパン投影長

配管スパン投影長は、次の原則により算出するものとする。

ア 水平2方向のそれぞれの地震動の方向に係る配管スパン毎に評価を行う。

イ 配管スパン投影長は、当該地震方向に直交する平面への当該配管スパンの投影図におい

て、隣り合う支持点の聞の配管管軸に沿った長さLとする。

ウ 当該配管スパンにおいて、配管外径が異なる場合に配管スパン長Lは次の算式にて、

当該配管スパン内の最大管径に換算して、算出するものとする。

/,/ 〔解式 2.10〕
L, ~l ＋／， 一戸二
’ M d, 

LI ：配管スパン長（皿）

d ：当該配管スパン内の最大管外径（凹n)

d1 ：配管外径（皿皿）

l ：配管の外径dなる配管の投影長（m)

/1 ：配管の外径d1なる配管の投影長（皿）

エ解図 2.17に示すような分岐部を有する配管スパンの場合

( J') 分岐管部が母管外径の 1/2を超える場合

変位吸収能力評価は、投影長L!(l2)= (L1 + Lふ L!(lb)= (L1 + L•） 及び L!(2b)

= (L1 + L.）に係る変位吸収能力をそれぞれ＆（12）、＆（lb）及び＆（2b）とし、また、
支持点s,-S，の相対変位を t.(12）、支持点s,-s，の相対変位以lb）、支持点s,-s，の相対
変位以2b）とするとき、 L¥(12）壬＆（12）、 L¥(lb）壬＆（lb）及びL¥(2b）壬＆（2b）を確認す

ることによる。同図においては、当該地震方向は紙面直角方向とし、支持点s，、 s，及
びs，は紙面直角方向を支持する配管支持点としている。
なお、 Li、L1及びLiは（1）から（3）により算出する。

（イ） 分岐管外径が母管外径の 1/2以下の場合

L¥(12）壬＆（12）加盟些些旦＋刈判ム（Tb） を確認することによる。
2 l L J 

ここで ＆（Tb）は L，に係る変位吸収能力とし、 Lは当該母管に係る許容スパン長と
し、 L11は当該母管の配管スパン長とする。

3 評価する配管支持点閣の相対変位量の算定は次による。

(1) 変位吸収能力の評価を行う配管スパンにおいて、当該地震方向に係る支持点の地震時変位

量は、支持点の高さに応じて（2）に示す方法により得られた当該支持点に係る配管支持構造

体の地震時変位量とする。

当該配管スパンに係る相対変位Aは、次の算式により得られた値とする。

/),, = <'>1 + (), 
〔解式 2.11〕

ii ：当該配管スパンに係る相対変位量（mm)

品 ：支持点1の地震時変位量（阻m）で、（2）による。

品 ：支持点2の地震時変位量（皿m）で、（2）による。

(2) 配管支持構造体の地震時変位

全高5m以下の配管支持構造体に関しては変位量の評価を省略してよい。

ア 自立式スカート支持塔の地震時変位
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自立式スカート支持塔の地震時変位は配管支持点の高さ毎に次式により計算するものと

する。

〔解式 2.12 .1〕

δ ：当該配管支持点の変位（mm)

Kn ：配管系の重要度に係る 4に定める地表面における水平震度

c. : 1.0 
品 ：当該自立式スカート支持塔の全高（m)

h ：当該配管支持点の高さ（m)

球形貯槽の地震時変位

球形貯槽の地震時変位は次式により計算するものとする。

〔解式 2.12.2〕

b = C,KH .,{i[, ・ hu 

イ

。＝150KH
。：当該配管支持点の変位（mm)
Kn ：配管系の重要度に係る 4に定める地表面における水平震度

その他配管支持構造体の地震時変位

その他の配管支持構造体の場合、地震時変位は配管支持点の高さ毎に次式により計算す

るものとする。

〔解式 2.12.3〕

：当該配管支持点の変位（皿血）

：配管系の重要度に係る 4に定める地表面における水平震度

: 0.7 

：当該配管支持点の高さ（皿）

：当該配管支持構造体の全高（m)

ウ
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8 基礎の耐震設計関係

1 基礎の耐震設計（レベルl耐震性能評価）は、 8-1の規定により地表面設計地震動に基づく

基礎の応答解析を行い、これによって求めた基礎に作用する設計地震力及び上載構造物から基礎

に作用する地震力から8-2の規定により基礎の耐震上重要な各部位に生じる算定応力等を計算

し、これが8-3に規定する基礎の部材等の種類に応じた耐震設計用許容応力等を超えないこと

としてf子う。

2 基礎の耐震設計は、①基礎本体の強度・剛性、②直接基礎の地盤の地耐力及び安定性、③くい

基礎のくい本体及ぴくい支持地盤強度及び④地盤の液状化に関して行う。

基礎のレベルl耐震性能評価における地盤の液状化の検討及び対策については、 8-4に規定

するところによる。

基礎（くい基礎）の各部分の名称を解図 2.18に、基礎の耐震設計手順を解図 2.19に示す。

なお、「直接基礎」とは、くいを用いない基礎である。

3 耐震設計設備の基礎の設計は、耐震設計設備等の耐震設計とは別々に行われることが一般的で

あるが、耐震設計設備から作用させる地震力（ローディングデータ）の算定は当該設備の応答解

析に基づくものであり、基礎の設計は、耐震設計構造物全体の設計の中で行う必要がある。特に、

修正震度法による横置円筒形貯槽に係る耐震設計においては、基礎の形状等が耐震設計設備の応

答解析（固有周期の算定）に影響するため、設計はシステム的に行う必要がある。

4 地盤によっては、基礎に浮力を生じたり、くいにネガテイブフリクションにより荷重がかかっ

たりして、くいの支持能力に悪影響を及ぼすことがあるので注意する。

解図 2.18 基礎の名称

基礎立ち上り部（地上部分）

ペデスタル

アーチング

支持地盤

8-1 応答解析関係

基礎の設計地震動による応答解析は、静的震度法により、鉛直方向の地震力（基礎に直接作用する

地震力）は考慮しない。

( 1 ) （設計静的水平震度）関係

1 基礎に係る設計静的水平震度K'SHの算定に当たっては、 6ー1ー1( 1 ）の表 6.1に示す

地域環境係数 f,(1.00～ 1.33）を乗じる。ただし、不活性ガスに係る耐震設計設備等の基礎

については、 れ＝ 1.00とする。地域環境係数については、 5関係解説2を参照。

K'sw = f, メヲ，' Kw 〔式 8.1〕
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解図 2.19 基礎の耐震設計（レベル1耐震性能評価）の手順

長期荷重（通常時）

耐震設計構造物
の重量（くいの

重皇室墜主i

耐震設計構造物

短期荷重（地震時）

耐震設計設備の設計地震動 I4 

静的震度法

修正震度法

6 -1 

耐震設計設備から基礎に作用する

鉛直荷重・せん断力・モーメント

8-3 

くい本体の強度計算

．許容圧縮応力

接地圧の検討、 （長さ径比による低紛

' ' ．許容号l張応力

基礎の設計地震動 14

8 -1 

基礎の構造・形状案

8-3 

くい支持地盤の強度計算

－許容支持力

・許容§／抜抵抗力

．許容水平耐力

安定性の検討 _,+ ＇－－－－－一一一一一一一一｜地盤の液状化検討
土質定数の低減等

8-4 

8-2(1) 
一ー一一－一一一一一寸

基礎本体の強度計算

－コンクリート板の応力

－鉄筋量の計算

・基礎ボルトの付着応力

．ザー7.7。レートの支圧応力
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い宮'ti,か小さい値

くいにかかる

荷重の計算

．鉛直力

・水平力

・引抜力
一一一一了一一
8-2(2) 

- 96ー

NO 

8 2 ( 2) 

基礎本体の強度計算

－くいのl「ンチングシアー

．くい頭の支圧応力

．コンクリート板の応力

－鉄筋量の計算

・基礎ボルトの付着応力

．へ～7.7。レートの支圧応力

ぐ）



2 水平方向の応答倍率β4ノは、解図 2.20に示すように、基礎の地上部分については一定

(2.0）、地下部分は下方に向かって低減し、 5mを超える地下部分については1.0とする。

計算手順上は、解図 2.21に示す分割の例により各部分のβ4，を求める。

解図 2.20 基礎の水平方向応答倍率 β4〆

βt 

マG.L 1.0 2.0 
応答倍率

lm 

2 

3 

4 

Sm 

深
さ
HF 

( 2) （設計静的水平地震力）関係

1 基礎に係る設計静的水平地震力震度F''"は、基礎本体を例えば解図 2.21のように設計静

的水平震度K'SH （メ？，ノ〕の区分に応じて分割し、各部分ごとに〔式 8.2〕によって計算する。

F' SH ＝λk  'SH WF 〔式 8.2〕

w, ：基礎の地上部分Aの重量（N)
We ．基礎の地下部分Bの重量（N)

We ：フーチングの重量（N)

HA,He,Hc：地表面から各部分の重心の位置までの距離（m)

F'sH(A) , K'sH(A）等：各部分の設計静的水平震度及び地震力
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2 基礎に係る設計静的水平地震力は、基礎の各区画部分の根入れ深さ D,（地表面から基礎の

各区画部分の底面までの距離）に応じた値 λを乗じて求める。

基礎の地上部分の高さ（地表面からベースプレートまでの高さをいう。）が3m 以上で、耐

震設計設備と達成する場合は、根入れ深さに応じて地中部分のみにλを乗じるものとする。

なお、この場合の地上部分は架構として扱う。

表 8.2 D fに応じたλのt直
D1 λ 

地上部分 0.5 

O ;[, D Fく0.5 0.5 

0.5 ~ D Tく1.5 0.4 

D, ;:::: 1.5 0.25 

3 フーチング上の土の重量は、鉛直荷重として算入する（8 -2）が、基礎に係る水平地震力

の算定における水平荷重としては算定しない。また、くい本体への地震入力（くい本体の重

量に応じた地震力）は考慮しない。

8-2 算定応力等関係

1 地震時に基礎に作用する力としては、耐震設計設備（上載構造物）から基礎に作用する力と基

礎の応答解析に基づく基礎本体に作用する設計地震力とがある。基礎に係る算定応力の計算に当

たって考慮すべき外力は次のとおりである。

(1) 耐震設計設備から基礎に作用する力

ア水平方向の力

耐震設計設備の設計水平地震力

イ 鉛直方向の力

耐震設計設備の運転重量及び設計鉛直地震力

ウ転倒モーメント

耐震設計設備の高さ方向の各部分に作用する設計水平地震力とその高さとの積の和

(2) 基礎本体に作用する設計水平地震力

2 基礎の設計に当たっては、地震時等の短期荷重による耐震設計及び通常時の長期荷重による設

計のそれぞれについて検討する。

3 基礎に作用する外力に基づき、基礎本体の各部、くい、地盤等に生じる応力等を算定する。

算定応力等の計算個所は、直接基礎及ぴくい基礎の区分に応じ、 8-2(1）及び（2）に規定し

ている。

応力等の算定については、（社）日本建築学会の「建築基礎構造設計指針（1988年）」によるも

のとする。この場合において、 8-2(1）の直接基礎の応力等については同指針「第II編5章

直接基礎の設計」の規定、同（ 2）のくい基礎の応力等については向指針「第II編6章杭基礎の

設計」の規定によるものとする。ただし、単位系はSI単位に換算することとする。

4 8-2(1）及び（2）の規定について、応力等の算定部位及び応力種類の例を示すと次のように
なる。

(1) 直接基礎

ア 基礎ボルト又はアンカーストラップの引抜力によりコンクリートに生じる応力

例基礎ボルトのコンクリート付着応力（解図 2.22のA)

イ ベースプレートからの支圧力によりコンクリートに生じる応力
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.. c 

例基礎上面の支圧力（解函 2.22のB)

ウ接地圧

例接地圧（解図 2.22のD)

エ基礎本体に生じる応力

例基礎本体の鉄筋の引張応力及びコンクリートの圧縮応力（解図 2.22のC)

解図 2.22 直接基礎の応力算定部位

(2) くい基礎

ア (1）直接基礎におけるア、イ及びエ

イ くいが支持すべき鉛直荷重

例 くい1本当たりの鉛直荷重（解図 2.23のE)

くい先端の接地圧（解図 2.23のF)

くい1本当たりの引抜力（解図 2.23のG)

ウ 鉛直荷重及びくい頭に作用する水平地震力によりくいに生じる応力

例 くい1本当たりの水平力（解図 2.23のH)

解図 2.23 くい基礎の応力算定部位

マGL 

G E 、H

v言
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5 基礎に作用する地震荷重の算定例を次に示す。

(1) 算定対象と算定荷重

応力を算定する位置とその算定荷重の例を解表 2.12に示し、その場合における基礎に作用

する耐震設計構造物に対する地震荷重を解図 2.24に示す。

解表 2.12 基礎の算定荷重の例

位 置 算定荷重

基礎上面 ボルトの引抜力・せん断力

ベースプレートの支圧力

基礎底面 地震荷重

くい荷重

解図 2.24 基礎に作用する地震荷重

（上部鏡）

（側板）
F2 

F3 
2 

3 

担問f

!(,.,,, ：設計鉛直震度（静的震度法、重要度II、IIIにおいては0)

・耐震設計設備の分布重量（N)

：基礎部の重量（N)

：基礎よの土の重量（N)

：耐震設計設備の分布水平地震力（N)

：基礎部の水平地震力（N)

：地震力作用点のベースプレートからの高さ（mm)

：基礎の厚さ（mm)

：基礎の地震力作用点の高さ（皿皿）

j
j
j
j
j
j
 

w，、眠、 1仏、 w,
時弘、 H缶、 再缶、

時G

p，、p, p，、p,
Fft、F,,,F" 
H,, H,, H,, H, 

H1 

flt>., flt,, H" 
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基礎上面に作用する地震荷重（解図 2.25.1参照）

(a）水平力

(b）鉛直荷重

(c）転倒モーメント

Q, = ~F, 

P, = （計）（l±KMV)
M，＝ ~F,H, 

基礎底面に作用する地震荷重（解図 2.25.2参照）

(a）水平力 Q, = ~F，叫1 十F，， 叫z

〔解式 2.13. 1〕

〔解式 2.13. 2〕

〔解式 2目13.3〕

〔解式 2.14. 1〕

(b）鉛直荷重 P, ＝（計）（l±KMv）叫叫仇州 〔解式 2.14.2〕

(c）転倒モーメント M, = ~F,H, +Q品＋ ~（Kゐλ.w,HI), 〔解式 2.14. 3〕

解図 2.25.1 基礎上面に作用する地震荷重 解図 2.25.2 基礎底面に作用する地震荷重

IM1 

基礎上面＋

基礎底面＋

日－3 耐震設計用許容応力関係

1 基礎及び地盤の耐震設計用許容応力等は、次の部材等について、 8-3の別表6に示している。

許容応力等に関し、基準に定めのない事項については、（社）日本建築学会の「建築基礎構造設計

指針（1988年）」及び「鉄筋コンリート構造計算規準（1991年） 1によることとする。

(1) コンクリートの耐震設計用許容応力
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L 
μ=r;-n 

i
j
j
 

〔解式 2.15〕

：長さ径比に対する低減率（%）

：くいの長さ径比。 Lはくいの長さ（m）、 Dは腐れ代を除いた外径（m)

：材料の耐震設計用許容支持力を低減しなくてもよい長さ径比の限界値

（解表 2.13.1及び 2.13. 2参照）

' 

解表 2.13.1 

〈いの種類 n 備 考

場所打ちコンクリート〈い 60 

遠心力鉄筋コンクリートくい 60 JIS以外の製品

70 JIS A5310製品

振動詰め鉄筋コンケリート〈い 60 

鋼管〈い 100 

H鏑くい 70 

解表 2.13.2 

くいの種類 n 備 考

高強度プレストレスト 且5 製品によっては 80

コンクリートくい（PHCくい） 建設省建築指導課長認定品に限る。

外殻鋼管付コンクリートくい 85 建設省建築指導課長認定品に限る。

（鋼管巻〈い）

くい基礎全体を仮想ケーソンと考え、そ

(2) 群くいの耐震設計用許容支持力は次による。

ア 軸方向押込力に対する群そいによる支持力は、

のケーソンの許容支持力を超えないものとする。

-102 

鉄筋の耐震設計用許容応力

(3) 地盤の耐震設計用許容応力（地耐力度）

(4) くいの耐震設計用許容支持力

(5) くいの耐震設計用許容引抜抵抗力

(6) くいの許容応力

2 地盤の耐震設計用許容応力は、地盤調査の結果に基づき、ボーリング調査による場合は別表6

のウの表（a）の（1)式、平板載荷試験による場合は同表の（2）式による。ただし、同表（e）に掲げる

地盤の種類のいずれかに該当する場合は、同表の値を用いることができる。

「地盤調査」は、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 93条に基づく調査又は「建

築基礎構造設計指針（1988年）」の「第II編 l章地盤調査」による。

3 くいの耐震設計用許容支持力は、くい本体の耐震設計用許容支持力とくい支持地盤の耐震設計

用許容支持力のいずれか小さい方の値を用いる（別表6のエの（1 ）又は（2））。

くい材料の種類に応じて定まる耐震設計用許容圧縮応力は、「建築基礎構造設計指針（1988年）」

又は（社）日本建築センターの「地震力に対する建築物基礎の設計指針」によるものとする。

くい本体の耐震設計用許容支持力は、くいの耐震設計用許容圧縮応力にくいの最小断面積を乗

じた値となるが、くいの長さ径比が大きくない場合は、この値をくいの長さ径比に応じて低減す

る。また、群くいにあってはその相互の間隔等により水平地盤反力係数を補正する。

(1) 長さ径比による低減は、「建築基礎構造設計指針（1988年）」 6.7節に規定する次式による。

μ 

LID 

n 

建設省通達

日本建築センター

(2) 



イ 軸直角方向力に対する群そいによる支持力は、くい中心間隔に応じて、水平地盤反力係

数に次の補正係数μを乗ずるものとする。

(i') L < 2.SD μ = 1 -0ぶ2.5 L/ D) 
L：くい中心間隔（m)

D：くいの外径（m)

（イ） L ~ 2.SD μ = 1.0 

4 くいの耐震設計用許容支持力のうちくい支持地盤の耐震設計許容支持力の算定式（別表6のエ

の（2））における「地震時に液状化するするおそれのある地盤」の判定は、次に示す液状化判定

基準による。

液状化判定基準

地震時に液状化するおそれのある地盤とは、次の（1)から（5）のすべてに該当する地盤（土層）

とする。

(1) 砂質土又は磯質土の地盤であって、粘土含有率が20%以下の地盤

(2) 地下水位が現地盤面から lOm以内にあり、かっ現地盤面から 20m以内の深さに存在す

る飽和土層

(3) 細粒分含有率Feが35%以下の土層、又はFeが35%を超えても塑性指数争が15以下

の土層

(4) 平均粒径D＂がlOm皿以下で、かつ 10%粒径Drnが1mm以下である土層
(5) 次式で示す民値が1.0以下である土層

Fr＝旦
L 

〔解式 2.16〕

R：地盤の動的せん断強度比であって、次の算式により得られる値

R = CwRi 〔解式 2.17〕

Cw：地震動特性による補正係数であって、レベル1地震動において 1.0とする。

Ri：地盤の繰返し三軸強度比であって、次の算式により得られる値

ア Naが14未満の場合

R, = 0.0882.主L
v 1.7 

イ Naが14以上の場合

〔解式 2.18〕

R, = 0.0腕、長＋l.6x10'-(N. -14)" 
v 1.7 〔解式 2.19〕

Na ：粒度の影響を考慮した補正N値を表すもので、次の算式により得

られる値

( i'）砂質土の場合

N.= Ci・N1+c, 〔解式 2.20〕

c，：細粒分含有率によるN値の補正係数であって、 Fe（細粒分
含有率（%））の値によってそれぞれ次の値を表す。

a) Feが0%以上10%未満の場合 1 

b) Feが10%以上60%未満の場合 (Fc+40)/50 

c) Feが60%以上の場合 (Fc/20) 1 
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N1：有効上載圧98kN/m＇相当に換算した N債であって、次の算

式により得られる値

κ 1,・7N 
Oー
と旦＋0.7
98 

〔解式 2.21〕

N ：標準貫入試験から得られる地盤のN値

d, ：設計深度における有効上載圧（ kN/m') 

C1：粒分含有率によるN値の補正係数であって、 Fe（細粒分含

有率（%））の値によってそれぞれ次の値を表す。

a) Feが0%以上10%未満の場合 0 

b) Feが10%以上の場合 (Fe 10) / 18 

（イ）磯質土の場合

Nι ｛1 -0.36 log10 (D初I2)} N1 〔解式 2.22〕

n，， ：地盤の平均粒度
N1 ：（ア）に規定する値

L：地盤の地震時におけるせん断応力比であって、次の算式により得られる値

L ＝ばH立与
σv 〔解式 2.23〕

同：地震時のせん断応力比の深さ方向の低減係数であって、次の算式で得ら

れる値

同＝ 1.0 -0.0lSx 〔解式 2.24〕

x ：地表面からの深さ（皿）
JG, : 4で規定する地表面における水平震度

研 ：設計深度における全上載圧（kN/1ば）

d, ・設計深度における有効上載圧（kN／皿＇）

5 くいの許容応力（別表6のカ）は、くい材の種類に応じて定まる耐震設計用許容引張応力又は

耐震設計用許容圧縮応力であるが、くい体内に発生する応力は①鉛直荷重と②くい頭に作用す

る水平地震力によるものであり、①の大きさにより②の許容しうる水平地震力は変わってくる；

メーカ一等が作成するくい寸法ごとの鉛直荷重と許容曲げモーメントの関係図（相関曲線）を利

用すると簡便である。この場合、耐震設計計算には、短期の値を用いる。

くい材料の種類に応じて定まる耐震設計用許容圧縮応力及び耐震設計用許容引張応力は、「建

築基礎構造設計指針（1988年）」又は（社）日本建築センターの「地震力に対する建築物基礎の設

計指針」によるものとする。

8-4 地盤の液状化対策関係

1 液状化した砂質土層等は、その強度及び及び支持力が低下する。

基礎のレベル1耐震性能評価における地盤の液状化対策は、 8-3関係解説4に示す液状化判

定基準による判定結果に基づいて行うこととしている。すなわち、同基準に示す（1)～（4）に該当

する土層であって、（5）に示すFL値（液状化抵抗率）が 1.0以下である士層については、 FL値

に応じて土層（地盤）の土質定数を低減して設計するか、土質改良等の液状化対策を講じて設計、

施工することとする。
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司現

J 

2 p，値（液状化抵抗率）による土質定数の低減は、「道路橋示方書・同解説 v耐震設計編」（1996
年、（社）日本道路協会）に規定されている土質定数の低減係数DEに準拠して行う。

通常、 Fι値は、深さ lmごとに計算して、各土層のFdi直を求め、解表 2.14に示す対応する
低減係数DEを乗じて土質定数を定め、これを用いてくい支持地盤の耐震設計用許容支持力等を

算定する。

DEを乗じて低減させる土質定数とは、地盤反力係数、地盤反力度の上限値及び最大周面摩

擦力度を指す。土質定数を耐震設計上ゼロとしあるいは低減させる土層の重量は、ぞれ以下の地

盤に対して負載重量として働くものとする。

解表 2.14 道路橋示方書の低減係数DE

Fiの範囲 深度X (m) 動的せん断強度比R

R主主 0.3 0.3くR

Fi~ 1β 
o ~x~ 10 。 1/6 

10くX三20 1β 1β 

1β ＜ Fi~ 213 
o~三 x~ 10 1β 2/3 

10くX主主 20 2β 2β 

0 ~三 X~10 2β 1 
2β く Fi~ 1 

10 く X~20 1 1 

3 液状化に対する対策には、液状化の発生を防止する対策と液状化発生を前提とした構造物対策
がある。参考に、現在までのに実用化されているものを示すと解表 2.15のとおりである。

液状化 ｜密度の増加

発生

防止対策 土質・粒度の改善

排 水

液状化の発生を前提とした対策

対 策

サンドコンパケション

パイプロフローテーシヨン

動圧密

群〈い

置換

注入固化

混合処理

深井戸工法

砕石ドレン

くい
シートパイル

4 「埼玉県地震被害想定調査報告書」（平成 10年3月 埼玉県環境生活部）の第1章には、該当

地盤をsoomメッシュに区切り、地盤調査等を行って本県内のおいて予測される地震による地盤
の液状化の可能性について検討した結果が示されている。製造施設等の設置に当たっての液状化

の検討は、当該地点における地盤調査等によるが、同報告書における液状化の可能性の判定方法

は、上に示した方法とほぼ同じであり、検討に際しての参考になる。
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§2 付属設備等地震対策基準関係解説

付属設備等地震対策基準は、§ 1貯槽・基礎等耐震設計基準が適用される耐震設計構造物以外の

ものであって、地震対策上重要な付属設備等の設置方法等に関する基準である。

付属設備等における耐震性の配慮の重要性は、先の兵庫県南部地震において改めて認識されたとこ

ろであり、先般の関係省令・告示の改正においても、配管系の耐震設計の導入、地震防災遮断弁によ

る危険状態のブロック化の考え方などが取り入れられた。

本県では、旧基準においても、貯槽等の中心設備の基準§ 1による耐震設計に加えて、貯槽付帯設

備、配管、機器、建屋、保安設備等の主要設備の耐震性の配慮のほか、貯槽等の緊急遮断弁と感震器

との連動措置等を基準§2において規定してきた。これは、①地震発生時における緊急遮断措置の自

動化による高圧ガスの迅速なブロック化、②保安設備等の耐震化による地震時におげる施設の部分的

破損による被害の拡大防止、③地震時の相互影響により配管等を通じて貯槽等に被害を与えることの
防止を図ったものである。

今回の要綱・基準改正においては、関係省令・告示の改正に準じて貯槽等のレベル2耐震設計が基

準§ 1に導入されたが、本県で想定されているような高レベルの地震動や地盤の液状化を伴う地震に

対しては、施設全体の耐震性を配慮し、当該設備の重要度（影響度）に応じた付属設備対策を講じ、

§3におけるソフト対策を含めた総合的な安全対策を推進する必要がある。

適用範囲関係

§ 2の適用範囲を、設備の種類・形態ごとに示すと、解表 3.1のとおりである。

高圧ガスの配管については、§ 1の規定により耐震設計を行うべき配管系以外のもの、すなわち

外径45mm未満のもの及び外径45mm以上であって塔槽類の地震防災遮断弁より先の配管に係る
ものについて§ 2が適用になる。

なお、今回の改正においては、

等に係る付属設備等については、
地震対策上の危険性がより少ないと考えられる不活性ガスの貯糟

本基準を適用しないこととした。

3 基本方針関係

( 1 ）関係

付属設備等は、それらの機能、地震時における機能停止又は損壊による影響度に応じた耐E
性を有する構造である必要がある。

( 2）関係

付属設備のうち、貯槽等に連結又は付帯する設備は、設備相互間に生じる地震時の慣性力又

は相対変位により、貯槽等の地震対策上の重要設備に有害な影響を与えないよう十分配慮する
必要がある。

( 3｝関係

1 本規定は、旧要綱・基準における貯槽等の緊急遮断弁と感震器の連動措置等を、今回の改正

において位置づけなおしたものである。（3）において製造施設等に設置すべき「所定の地震防

災設備」とは、従来どおり、法により設置することが義務づけられた貯槽等の緊急遮断弁等及

び本基準によるアンモニア冷凍設備に係る緊急遮断弁等に係る地震防災遮断弁を指すほか、基
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準§ 1に規定する配管系の区画のための措置として設ける地震防災遮断弁を指す。

2 地震防災遮断弁は、地震時に耐震設計設備内の高圧ガスが配管を通じて漏えいするなどの危

険状態に推移することを防止するものである。基準§ 1では、地震防災遮断弁を重要度の高い

貯槽等と他の設備を区画することによって当該設備の重要度をより低いものとしうる地震防災

設備としているが、本基準では、その具体的な設置方法等を規定している。

' ' 

解表 3.1 § 2付属設備等地震対策基準の適用範囲

容器関係
区 分 塔槽類 培槽類以外 摘 要

（耐震設計設備） の貯槽等 毒性ガスの その他の容器
1トン容器 （可燃性・毒性）

貯 槽 等 耐震構造 容器固定の 容器固定
支持構造物・基礎 耐震構造 措 置 等
（容器関係を含む） 5-1 6 1 1 6 1 2 

。 。 。 。 回転機器
機 器 気化器

4-1 5 2 （左準用） 6 2 1 6-2-2 

。 。 。 。 特に貯槽等本
阿す 配 管 体に影響を及

4 2 同よ 6 -2 1 6-2-2 ぼすもの

バルブ類 。 。 。 ム

計装装備 4 3 同上 6-2-1 

属 階 段 。 。
ステージ
はしご 4-4 同上

。 。 ム ム 毒性ガス貯槽
建 屋 室、製造施設

4 5 向上 等の容器置場
設 。 。 ム ム 除害設備
保安設備 防消火設備

4-6 向上 防液堤、障壁

。 。 。 ム 地震防災遮断
地震防災設備 弁、感震器

4-7 向上 6-2-1 

備 。 。 ム ム 電気設備
電気設備 保安電力等

4-8 向上
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塔槽類の付属設備関係

4では、基準§ 1の適用になる塔槽類である貯槽等の付属設備の設置方法等について規定してい

る。

も

i－

j
i

機器関係

( 1 ) （機器の固定）関係

機器の基礎ボルト部は、上部構造に生じる地震力を基礎に伝える要所として、地震時には大

きな応力が集中する。基礎ボルトは、せん断力、引張力に対し十分な強度を有し、熱や温度変

化による膨張、収縮、腐食にも留意する必要がある。基礎ボルトは、機器の基礎の施工時に埋

め込む。

貯槽等と短い配管で接続される機器の基礎は、貯槽等と共通の基礎とするか、配管に十分な

可とう性をもたせる。

回転機器にあっては、駆動部とポンプ等は必ず同一基礎土に設置する。
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( 3) （連動遮断）関係

地震時に感震器等と連動して、例えば貯槽の液払出配管の緊急遮断弁が閉止した場合、同時

に液送ポンプ等の電源が遮断されるようにシーケンスを組む。 4-7関係解説参照。
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配管関係

( 1 ) （配管の構造等）関係

1 配管の設計、施工は「高圧ガスの配管に関する基準」（高圧ガス保安協会基準 KHK302）ゅに

よる。配管の設計に当たっては、軸力、せん断力、曲げモーメント、ねじりモーメントにつ

いて、地震時の応力のほか、通常時の支持機能及び熱変位を十分考慮して行う。

2 配管自体は、その使用実態を勘案すれば地震時の振動に対しでも十分な強度を有すると考え

られるが、曲り部、分岐部、レジューサ部など形状が変わる部分及びノズル部、バルブ部、継

手部等の配管本体と剛性が相違する部分には応力が集中するため、地震による慣性力及び相対

変位を十分考慮する必要がある。

3 配管の構造設計及びサポート設計については、基準§ 1の7-4に規定する許容スパン法に

より、配管系の強度及び必要な可とう性を確認して設計することが簡便であり、かっ合理的で

ある。基準§ 1が適用にならない配管系についても、これによって設計することが望ましい。

4 一般に、配管系の構造計画及び設計は、①地震によって加わる慣性力、②支持構造物閣の相

対変位及び③地盤の液状化（地盤変状）による影響を考慮して行う。§ 1の7-1が適用にな

る配管系では、これらについて、所定の応答解析を行って耐震性能を評価することとして設計

を行うことになるが、配管系は様々な設備を連結し、また多様な構造物によって支持される連

成系であり、当該基準の適用を受けない部分、言十装、保安設備に係るものを含めて、システム
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4-1 

( 2) （ノズル部）関係

機器と配管の接続部は、設備の形態に応じて伸縮自在継手、配管のループ化等を施す。当該

配管が短く、十分な可とう性を施しえない場合は、機器の基礎と配管の最初のサポートを同ー

の基礎とする。また、配管のサポートを、支持機能を考慮しつつ基礎の沈下等に追随しない構

造とすることなどが考えられる。

回転機器にあっては、駆動に伴う振動を考慮する。

4-2 



全体として計画、設計する必要がある。

( 2) （ノズル部）関係

貯槽等のノズル部及び直近のフランジ部は、配管の接続方法等によっては応力が集中しやす

く、かっその破損等により重大な被害が生じることになる部分である。貯槽等のノズル部につい

ては、基準§ 1の7ー1が適用される配管系では応答解析に基づく強度計算等がなされる。小口

径の配管であっても、液配管などでは、貯槽等との相対変位が生じないようにサポートを工夫す

るか配管に十分な可とう性をもたせる必要がある。

( 3) （受入・払出配管）関係

貯槽等の受入、払出配管のうち地震防災遮断弁（を超える最初の固定支持点）までの聞の部

分のサポートは、貯槽等本体と相対変｛立を生じないよう、貯槽等の基礎と一体化して設置する。

通常のLp G横置円筒形貯槽などでは、元弁、緊急遮断弁が連結して設置されているが、これ

らは一連の配管系として、特に応力の集中しやすいフランジ部に着目して設計する必要がある。

( 4) （設備相互間の配管）関係

一般に、配管はそれ自体ある程度の可とう性をもっているが、基礎の異なる設備聞の比較的

短い配管では、設備相互間の相対変位を十分吸収できない場合がある。こうした場合、設備と

配管の接続部、配管の継手部等に応力が集中するため、設備の様態に応じ、配管のループ化、

伸縮自在継手の使用などにより、十分な可とう性をもたせる必要がある。

配管自体の可とう性によって対応する場合には、当該区間にはフランジ継手、レジューサ等

を設けないようにする。

( 5) （配管の分岐部）関係

配管の分岐部のうち、大口径の管に接続される小口径管の接続部は、大口径管から出た小口

径管がす寸に他の構造物に支持されている場合、小口径管がす寸に他の構造物に近接している

場合など、相対変位によって損傷する可能性がある。こうした場合、支持を同一構造物からと

る、小口径管に十分な可とう性をもたせるなどの措置が必要である。

配管安全弁の放出管の設置方法、配管圧力計のノズル部についても同様の注意が必要である。

( 6) （サポート）関係

配管の支持構造物は、貯槽等、その支持構造物、架構、地盤面上のM型（門型）、 T型サポー

ト、建屋等の構造物などである。

貯槽等又はその支持構造物にサポートする場合は、それらと一体化しかっ貯槽等本体に影響

を与えないように設置する。

地盤面上のM型サポート等は、別に示す標準仕様を参考に、十分な強度を有する鋼材により

製作し、基礎にアンカーボルトで確実に固定する。配管の支持の仕方に応じ、固定支持、ガイ

ド、ストッパ一等を施す。設置に当たっては、配管のフランジ部、弁設置部等を保護するとと

もに、設備聞の相対変位を十分考慮して行う。

建屋等に支持する場合は、建屋等の構造材からとった鋼材の梁等に支持し、相対変位を考慮

した可とう性、継手の種類・位置の選択、貫通部の保護措置などを施す。

( 7) （配管の継手）関係

( 7）に掲げる継手は、耐震強度に問題があるものであり、軸力及び曲げモーメントにより

容易に引き抜け、漏えいが生じやすい。機器のノズル部など設備の構造上これらの継手の使
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用を避けられない場合は、継手部に応力が集中しないよう配慮する。

( 8) （伸縮自在継手）関係

伸縮自在継手は、回転機器の振動吸収などの目的で使用されるほか、地震時の振動、相対変

位の吸収などの目的で使用されているが、許容値を超える力や変位が加われば損傷する。

伸縮自在継手を使用する場合は、当該配管系が基準§ 1の適用を受ける場合は、当該規定に

基づき強度計算等を行う。

伸縮自在継手は、使用流体、使用圧力に応じたものとし、伸縮許容方向及び範囲は、想定地

震荷重の程度、方向及び変位に応じたものとし、サポートは使用目的に応じた適切なものとす

る。

パルプ類及び計装設備関係

( 1 ) （貯槽等のバルブ等）関係

貯槽等本体に接続される元弁、緊急遮断弁、安全弁、止め弁などのバルブ類及び液面計、圧

力計、温度計などの計装設備のうち、重量が大きく本体と異なった振動が生じるおそれのある

ものについては、ガゼツト、ステ一等による補強が必要になる。
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( 2) （貯槽の元弁）関係

貯槽等の元弁には、耐震上問題のある鋳鉄等の脆弱材料を使用しない。

( 3) （緊急遮断弁）関係

緊急遮断弁は、通常、貯槽等の元弁に隣接して設けるが、重量や偏心荷重を考慮して支持を

とる場合は、貯槽等の基礎と一体化して設置する。

また、配管中の重量の大きいバルブ、偏心重量のあるバルブでは、慣性力やねじれモーメン

トにより配管、バルブ本体に過大な応力が加わることがあるので、サポート位置をパルプ近傍

にするほか、必要に応じ駆動部等の支持をとる。

( 4）及び（5）関係

配管に取り付ける計装設備についての留意点については、 4-2(5）関係解説参照。

ステージ、階段、はしご等関係

ステージ、階段等は、原則として貯槽等ごとに設ける。また、はしご等の下端は地盤面に強固に

固定しないこと。複数の貯槽聞にわたってステージ等を設ける場合は、当該貯槽等から支持をとら

ないこととする。

建屋関係

1 高圧ガス設備の建屋のうち、その損傷が高圧ガス設備に大きな影響を与えるもの又は高圧ガス

による危害を防止するためのものについては、その目的に応じた耐震性を有するものである必要

がある。本基準では、毒性ガスの拡散防止のための建屋及び可燃性ガス及び毒性ガスの充てん場

所及びこれに付帯する容器置場の建屋について基準を定めている。これ以外の建屋であっても、

毒性ガス及び可燃性ガスの高圧ガス設備に係るものであって、その損壊等により設備及びその機

能等に有害な影響を与える建屋については、これらに応じた耐震性を配慮することとする。

ー llO-
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2 今回の改正においては、この聞の建築基準法等の関係法令の改正及び兵庫県南部地震以降にお

ける「建築物の構造規定」（（財）日本建築センター）の改訂等による建築物の耐震設計の進捗に

鑑み、旧基準において定めていた設計震度等の規定を削除している。

4-5-1 毒性ガスの貯槽等の建屋関係

( 1 ) （建屋の耐震性）関係

毒性ガスの貯槽室及ぴ気化器室であって、除害設備に付帯する拡散防止のための建屋にあっ

ては、建築基準法及び「建築物の構造規定（1977）」等の関係基準に準拠するほか、地震時に壁

体の崩壊、扉、監視用窓等の破損により、当該建屋の気密性が損なわれない構造とする。

なお、貯槽室の建屋の基礎を貯槽等の基礎と一体のものとして設置する場合は、当該貯槽室

の建屋の基礎は、基準§ 1に規定する貯槽等の基礎に係る耐震性能を満たすものであることと

する。

( 3) （建屋の材料）関係

不燃性かつ耐食性の材料とは、鉄筋コンクリート又は同等の強度を有する耐薬品塗装等を施

したものをいう。

( 4) （配管等の壁貫通部）関係

配管、除害用ダクト等の壁貫通部には、地震時に応力が集中する。スリーブ等を設けかつシ

ール材等で気密性を保持し、又は前後の配管に十分な可とう性をもたせるようにする。

4-5-2 その他の建屋関係

( 1 ) （建屋の耐震性）関係

高圧ガスの充てん場所及びこれに付帯する容器置場の建屋は、建築基準法及び「建築物の構

造規定（1977）」等の関係基準に準拠するほか、散水配管、高圧ガス配管等の重量を考慮して設

計し、また壁材、屋根材等の損落による高圧ガス設備及び容器への影響を考慮した、ゆとりの

ある設計を行うこととする。

( 2) （配管等の壁貫通部）関係

配管等の壁貫通部には、地震時に応力が集中する。スリーブ等を設け、文は前後の配管に十

分な可とう性をもたせるようにする。また、貯槽等の基礎と機械室、充てん場所の基礎は別に

設けられるため、貯槽等、配管、機器等の応力集中部の強度、可とう性について全体的に検討

して設計すること。

4-6 保安設備関係

it 

毒性ガス除害設備、防消火設備、防液堤、障壁等の保安設備の設置方法は、関係省令等に定めら

れた基準によるほか、地震時にその機能を維持しうるよう設計する必要がある。特に、高レベルの

地震や地盤の液状化を伴う地震時には、予測外の被害が生じる可能性が大きし部分的な高圧ガス

の漏えい、周辺火災の影響等に対処するため、保安設備の機能維持が重要である。

また． 保安設備の稼動システムは、地震時の設備の部分的破損、誤作動等により、通常時にお

る異常状態を想定したシーケンスが機能しなくなる場合を考慮して設計する必要がある。

なお、液化塩素消費設備に係る保安設備等に関する一般的事項については、「特定高圧ガス消費



マニュアル」（昭和61年、埼玉県）を参照のこと。

毒性ガスの除害設備関係

( 1 ) （吸収設備等による除害設備）関係

1 吸収設備等による除害設備は、拡散防止のための建屋、防液堤、吸引ダクト、ダンパ一、吸

引ファン、吸収塔、吸収液循環ポンプ、吸収液循環配管及びこれらの制御装置からなり、いず

れが損傷等を被っても機能停止又は作動が不完全なものになる。

2 吸収塔、吸収液槽、吸収液循環配管などの設備は、設備外部を鋼板、鋼管とした硬質ゴム、

硬質塩化ビニル等のライニング材、 FR P又はこれに準じた材料による。 ． 
3 吸収培、吸収液槽、吸収液循ポンプ、吸引ファンは、十分な強度を有する基礎にアンカーボ
ルトにより堅固に固定する。

4 吸引ダクトは、 FR P材などとし、塩化ビニルなどの脆性材料を用いないn
5 吸引ダクト用ダンパーの開聞は、自動化することが望ましい。

6 吸収液循環配管、吸引ダクトの設計、施工は、 4-2の配管に関する規定に準じて行う。ま
た、建屋の壁の貫通部の措置は4-5ー1による。

7 吸収液循環配管のバルブは、耐震性を考慮したものとする。

8 吸収設備等の液面検知等の計測・制御設備は、地震による液面揺動を考慮するなどして設計
する。

可燃性ガスの防消火設備関係

可燃性ガスの防消火設備は、周辺火災等に際しての貯槽等の温度上昇防止措置のためのものであ

り、地震時にその機能が維持されることが重要である。また、防消火設備の操作位置は、地震時の

建屋の損壊等を考慮し、非常時に確実に操作できる場所に設ける必要がある。

( 1 ) （貯水槽の耐震性）関係

防消火設備の貯水槽は、耐震構造の鉄筋コンクリート製又はこれと同等以上の強度を有する
ものとする。

j
i
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( 2) （溢水防止措置）関係

貯水槽は、水面上部閉鎖型又は波よけ板等により、地震時の溢水防止措置を講じる。

」

t
J

( 3）、（4）及び（5) （防消火設備の配管）関係

防消火設備の配管の継手部、地下配管の地上立上り部、建屋の壁貫通部等の応力集中部に！；t
破損が生じやすい。これらの設計、施工は、 4-2の配管に関する該当規定に準じて行う。ー
た、建屋の壁の貫通部の措置は4-5-2(2）による。

防消火設備の配管の内、貯槽等に支持されるものについては、 4-4の規定に準じて設計す
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る。

地下水槽にあっては、地震時の浮き上がり等による配管媛続部への影響に注意する。

4-6-3防液堤関係

防f夜堤は、液化塩素貯槽に係るものがほとんどであり、地震時に貯槽周りの配管等からの漏えい

があった場合、液の外部漏えいを防止するためのものである。防液堤及び防液堤内のピットは、貯
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マニュアル」（昭和 61年、埼玉県）を参照のこと。

4-6ー1毒性ガスの除害設備関係

( 1 ) （吸収設備等による除害設備）関係

1 吸収設備等による除害設備は、拡散防止のための建屋、防液堤、吸引ダクト、ダンパ一、吸

引ファン、吸収塔、吸収液循環ポンプ、吸収液循環配管及びこれらの制御装置からなり、いず

れが損傷等を被っても機能停止又は作動が不完全なものになる。

2 吸収塔、吸収液槽、吸収液循環配管などの設備は、設備外部を鋼板、鋼管とした硬質ゴム、

硬質塩化ビニル等のライニング材、 FR P又はこれに準じた材料による。

3 吸収塔、吸収液槽、吸収液循ポンプ、吸引ファンは、十分な強度を有する基礎にアンカーボ

ルトにより堅固に固定する。

4 吸引ダクトは、 FR P材などとし、塩化ビニルなどの脆性材料を用いない。

5 吸引ダクト用ダンパーの開閉は、自動化することが望ましい。

6 吸収液循環配管、吸引ダクトの設計、施工は、 4-2の配管に関する規定に準じて行う。ま

た、建屋の壁の貫通部の措置は4_;5-1による。

7 吸収液循環配管のバルブは、耐震性を考慮したものとする。

8 吸収設備等の液面検知等の計測・制御設備は、地震による液面揺動を考慮するなどして設計

する。

4-6ー2 可燃性ガスの防消火設備関係

可燃性ガスの防消火設備は、周辺火災等に際しての貯槽等の温度上昇防止措置のためのものであ

り、地震時にその機能が維持されることが重要である。また、防消火設備の操作位置は、地震時の

建屋の損壊等を考慮し、非常時に確実に操作できる場所に設ける必要がある。

( 1 ) （貯水槽の耐震性）関係

防消火設備の貯水槽は、耐震構造の鉄筋コンクリート製又はこれと同等以上の強度を有する

ものとする。

( 2) （溢水防止措置）関係

貯水槽は、水面上部閉鎖型又は波よけ板等により、地震時の溢水防止措置を講じる。

( 3）、（4）及び（ 5) （防消火設備の配管）関係

防消火設備の配管の継手部、地下配管の地上立上り部、建屋の壁貫通部等の応力集中部には、

破損が生じやすい。これらの設計、施工は、 4-2の配管に関する該当規定に準じて行う。ま

た、建屋の壁の貫通部の措置は4-5-2(2）による。

防消火設備の配管の内、貯槽等に支持されるものについては、 4-4の規定に準じて設計す

る。

地下水槽にあっては、地震時の浮き上がり等による配管接続部への影響に注意する。

4-6-3防液堤関係

防液堤は、液化塩素貯槽に係るものがほとんどであり、地震時に貯槽周りの配管等からの漏えい

があった場合、液の外部漏えいを防止するためのものである。防液堤及び防液堤内のピットは、貯

、司



槽の基礎又は建屋の基礎と一体化し、それらと同等の耐震性を有するものとして設計する。

4-6-4障壁関係

障壁は、高圧ガス設備に生じた漏えい、爆発等の異常状態が他の設備又は保安物件に影響するこ

とを抑止するためのものであり、地震時にもその機能が維持される必要がある。また、障壁は、貯

槽周り配管、機器等と近接して設けられる場合、その損壊がこれらに大きな影響を与えることが考

えられる。

障壁の構造については、関係省令に定める基準によるほか、構造物の設計静的水平震度として 0.30

（重要度III、第2種～第4種地盤相当）以上で設計することとしている。この場合において、障壁

の壁体は十分な強度を有すると考えられるため、基礎及び壁部との接合部について耐震性を検討す

ることとする。

4-7 地震防災設備関係

本基準では、地震防災設備のうち地震防災遮断弁について、本県のおける設備の実態に即して定

めている。

( 1 ）～（ 3) （地震防災遮断弁）

地震防災遮断弁は、次のものであって、地震時における速やかな遮断効果があり、かっその状

態を保持できるものをいう。

1 緊急遮断装置に係る遮断弁（緊急遮断弁）

2 液化ガスの逆止弁（貯槽等への受入のみに用いられるもの）

3 調節弁等であって地震時に速やかに遮断しうるもの

4 設備の通常の運転時及び停止時に常に閉止状態にある弁

( 4) （連動遮断）関係

1 地震防災遮断弁のうち緊急遮断弁は、地震時の連動遮断又は通常時の誤作動等により保安上

支障があるものを除き、原則として感震器等からの信号により連動遮断しうるものとする。

2 地震防災遮断弁の連動遮断に係るシステムは次の装置等から成る。解図 3.1に連動遮断の

例を示す。

(1) 地震動感知装置（感震器、地震計）

(2) 地震動信号配線（感震器等からの信号配線）

(3) 制御・操作部（信号処理及び遮断信号発信回路、制御・操作盤、表示盤）

(4) 遮断等信号配線（遮断用役動作部及び関連回転機器等）

(5) 遮断用役動作部（電磁弁等）

(6）作動用役源（空気、窒素、油圧、電気）

(7) 地震防災遮断弁（緊急遮断弁）

(8) 回転機器等（連動停止）

( 5 ) （フェイルセーフ構造）関係

1 地震防災遮断弁の連動遮断システムは、フェイル・セーフ構造とする。すなわち、上記（4) 

関係解説2の地震防災遮断弁以外のいずれか（ーの装置等が複数ある場合はそのひとつ）が破

損又は機能喪失した場合には、地震防災遮断弁が閉止され 人為的に解除しない限り閉止状態

が持続するものとする。この場合、通常時における誤作動の影響について十分検討するととも

に、誤作動の検出システムを設けることが望ましい。
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遮断用用役動作部の電磁弁等は、原則として複数個を並列に設け、そのうちのひとつ電磁弁

の作動により空圧等が放出され、緊急遮断弁等が閉止されるようにする。電磁弁等は、原則と

して通常時過電状態とし、遮断信号により電源遮断されることにより空圧等を放出できるよう

にする。可燃性ガスの火気制限距離内に設ける場合は、防爆構造の電磁弁等とする。

2 

( 6) （操作系統）関係

地震防災遮断弁の連動遮断システムの操作系統には、手動又は自動によりすべての緊急遮断弁

等を操作できる系統を設ける。 k
t
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部
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( 7) （感震器等）関係

1 感震器等は、地震動を確実に感知し、地震動信号を発信できるものとする。

現在、感震器等には、落球式、水銀式、倒立振子式、サーボ式などの方式のものがある。本

県内の関係事業所では、昭和57年度以降、数メーカーの感震器が採用されているが、誤作動

に関する報告はほとんどない。

2 感震器等は、原則Jとして地盤面上の、他の振動等の影響のない場所とする。また、複数の強
震器等によるチェック体制とすることが望ましい。建物内に設ける場合は、概ね地表面と同等

の振動を感知しうる場所に設置する。

( 8) （設定値等）関係

1 感震器等の設定値（遮断地震動）は、150ガル程度以下とし、事業所の実態に応じて定める。150

ガルの地震動は、気象庁の新震度階級における震度5強の中位に当たり、ほとんどの関係者が
経験したことのないものである。

2 地震防災遮断弁の閉止と連動して停止させる必要のある回転機器等への電源遮断回路を設け

る。

付属設備に係る電気設備関係

付属設備に係る電気設備については、地震時における機能停止が制御系等に大きな影響を与える。
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特に保安電力等の非常電源は、地震時における保安設備の稼動のため、機能が維持される必要があ

る。

( 1 ）～（ 3) （電気設備一般）関係

高圧ガス設備等に係る電気設備は、「電気設備に関する技術基準を定める省令」（昭和40年通

商産業省令第61号）、「工場電気設備防爆指針」（労働省産業安全研究所）及び「一般電気機器

の防爆構造通則」（JISC 0903）に従うほか、（社）日本電設工業協会の「建築電気設備の耐震

設計・施工マニュアル」を参考にして設計、施工する。

( 4) （保安電力等）関係

保安電力等の非常電源に係る配線工事等は、（ 1 ）～（ 3）及び上記関係解説によるほか、次に

よる。

1 地震時における保安電力等の機能維持とは、停電等になった場合、自動的に非常電源装置に

切り替わり、ガス漏えい検知警報設備、除害設備、防消火設備、地震防災遮断設備等の稼動及

び操作のための非常照明の電源が確保できることである。

2 非常電源設備室は、崩壊等により非常電力設備が損壊しないような耐震性を有するものとす

る。

3 自家用発電設備（防消火設備のエンジンポンプ等を含む。）、燃料タンク等は、移動、転倒を

防止するため、本体、架台、防振台等をアンカーボルトにより堅固に固定する。

4 燃料配管、冷却水配管の支持は軸直角2方向支持とし、設備との接続部、壁貫通部等には可

とう管を用いるなどする。

5 自家用発電器の排気管は、熱膨張による応力が生じないようにするとともに、地震時に過大

な相対変位が生じないようにする。

6 保安電力の機能維持時聞は、関係省令の定める基準等による。

7 詳細については、（社）日本内燃力発電設備協会の「自家用発電設備耐震設計のガイドライ

ン」を参考にする。

5 塔槽類以外の貯槽等関係

旧基準においては、基準§ 1による耐震設計を行うべき塔槽類以外の貯槽等のうち、貯蔵能力が

3 t (300 m＇）未満、 1t (100 m＇）以上の貯槽等、冷凍設備のうち内容積 5,000且未満、 1,500

E以上の受液器等について、基準§ 1に準じた耐震設計を行うこととしていた。しかし、該当する

設備が極めて限定されるため、今回の改正においてこの規定を削除した。

塔槽類以外の貯槽等、その支持構造物及び基礎が有すべき耐震性については、今後、必要に応じ

標準設計・仕様例等を示すこととする。

6 容器関係

1 製造施設等に係る高圧ガス容器については、貯蔵量の大きい毒性ガス（塩素）容器、可燃性

ガス及び毒性ガスの容器の固定措置等について定めている。製造施設等に付帯する容器置場、

特定高圧ガスの消費設備に係る容器置場は高圧ガスの停滞量が大きく、地震時の転倒、転落に

よる漏えい等により不測の災害をもたらし、またこれが原因となって貯槽等に被害が及ぶとと

もありうるからである。

2 本基準では、特殊高圧ガス（特殊材料ガス）について特に定めていないが、これについては

関係省令、高圧ガス保安協会自主基準及び「特殊高圧ガス消費指針」（平成4年、埼玉県）に



よるほか、その使用実態に応じ、本基準等の該当規定を準用することとする。

6 -1 容器固定措置等関係

6 -1ー1 毒性ガスの1トン容器関係

毒性ガス（液化塩素）の1トン容器による消費は、元弁等からの液漏えいがあった場合、容器を

反転させて液漏えいを防止するため、回転台等の載せて行われている。この場合における容器の固

定措置については、実態上固定設備の構造が規格化されており、またこれらは耐震上一定の強度を

有すると考えられるため、今回の改正において設計震度等に関する規定を廃止した。

液化塩素1トン容器に係る回転台における容器固定方法の例を、解図 3.2に示す。

液化塩素1トン容器による消費に関する一般的事項につては、前掲の「特定高圧ガス消費マニュ

アル（液化塩素編）」を参照。

日－ 1-2 その他の容器関係

1 

2 

毒性ガス 1トン容器以外の毒性ガス及び可燃性ガスの容器のうち、高圧ガス製造施設、高圧ガ

ス貯蔵施設及び特定高圧ガス消費施設に係る容器の固定措置については、通常の転倒転落防止（容

器置場の容器のバルブ保護キャップの装着等を含む。）のほか、地震時における振動を考慮し6

-1-2に定めるところにより容器固定措置を行う。

容器固定に係る構造体及び鎖等の形状、寸法については、強度計算等を行って確認する。

6-2 容器の付属設備 関係

容器のうち、毒性ガス 1トン容器による消費に係るものについては、 6-2-1の規定により容

器の元弁の直近（元弁と一体化されているものを含む。）に緊急遮断弁を設け、感震器と連動して

閉止しうるものとする。感震器との連動遮断の方法は、 4-7の地震防災遮断弁に関する規定に準
じる。

116-



解図 3.2 毒性ガス1トン容器の回転台の例

計重器

飛出防止器
(50x50<6) 

鎖又lまバンド

鎖又はバンド
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横置円筒形貯槽の固有周期の計算方法参考

横置円筒形貯槽は高さが低く、貯槽自体の剛性が高いので、地震時の動的特性に及ぼす基礎及び地

盤の影響が大きい。

横置円筒形貯槽の固有周期 (1次周有周期）は、貯槽の軸方向（X方向）については、①ペデスタ

ルの曲げによる水平剛性、②地盤圧力によるフーチングの回転剛性、③地中梁の曲げによるフーチン

グの回転剛性から、軸直角方向（Y方向）については、①ペデスタルの曲げによる水平剛性及び②地

盤圧力によるフーチングの回転剛性から、それぞれの方向についての貯槽全体の水平剛生を求めて固

有周期を算定する（胴の平均直径に対する胴の正接線開距麟が4.5以下のもの）。

横置円筒形貯槽（2点支持）及び基礎の仕様

百三；i~ ト
ト1」

つなぎ梁

.., 

参図 1. 1 

占

X方向（貯槽の軸方向）

(1)ペデスタルの曲げによる水平剛性

回一

U
G
 

〔参式 1. 1〕

Gnx：ペデスタルの曲げによるX方向の水平剛性（N/m皿）

E ：縦弾性係数 （Ni聞が） コンクリートの場合

〔参式 1.2〕

（調査しない場合は;r=23)

E = 2.lxlO' x(y /2.3）日×.Ji0五
r ：コンクリートの単位体積重量（kN／ば）
Fe：コンクリートの設計基準強度（N/mm')
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事ペデスタル断面のY軸周りの断面2次モーメント（mm')

Y
 

Mω 
3
 X
 
u
 
－－
u
 

＝
 

肝zz 
〔参式 1.3〕

ベデスタルのX方向の幅（m皿）
u y：ペデスタルのY方向の幅（mm)

つなぎ梁の中心からベースプレート下面までの高さ（mm)Hx 

(2）地盤反力によるフーチングの回転剛性

〔参式 1.4〕

地盤反力によるフーチングのX方向回転剛性（N・mm/rad)

フーチング底面のY軸周りの断面2次モーメント（皿ぱ）

I中y=_!_Ix' Xfy 
12 

第4種地盤

0.005 

〔参式 1.5〕

第3積地盤

0.01 

②くい基礎の場合

k 1 aEKAx 
＝ v 
A, IK 

R C寸い

2.1×10' 

〔参式 1.6〕

AF : くい1本当たりが受け持つフーチングの底面積（田皿）

AK : くいの断面積（mm')

Ex : くいの縦弾性係数（N/mm') 参表 1.2 

くいの種類｜ 鋼管そい I PHC寸い
2.1x1ぴ I3.9×1ぴEK 

DK；くいの外径（鋼管そいl立腐れ代を除く。）

I HY 

Ux 

G中x= kvf，中y

Glx 

I ¢Y : 

l x ：フーチングのX方向の幅（mm)

l y ：フーチングのY方向の幅（mm)

フーチング底面の鉛直地盤反力係数（N畑ば）

地盤調査又は次による。

①直接基礎の場合 参表 1.1 

地盤種別｜第1種地盤 ｜第2種地盤

kv I O.C2 I乱01

kv 

くいの種類 a 

鋼管寸い 打込み寸い 0.014(lK/Dx)+ 0.78 

中堀り寸い 0.009(1Kρx)+ 0.39 

PH Cそい 打込み寸い 0.013(1Kρx)+ 0.61 

中堀り寸い O.Oll(lK/DK)+ 0.36 

場所打ち寸い (RC) 0.031(lK/DK)-0.15 

参表 1.3 

くいの長さ（皿皿）

次の算式による係数

Ix : ＜いの長さ
lx/DK ~ 10 
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E ：縦弾性係数 1 (1)に同じ

I HY：ペデスタル断面のX軸周りの断面2次モーメント（mば）
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〔参式 1.12〕

Ux ：ペデスタルのX方向の幅（mm)
LJy ：ペデスタルのY方向の幅（mm)

y ：ベデスタルの中心軸せん断応力の平均せん断応力に対する比（長方形断面 1.5)

G ：コンクリートのせん断弾性係数 （N!mm')

E 
G＝ー一一一一
2(1+v) 〔参式 1.13〕

E ：コンクリートの縦弾性係数（N/mm')
ν ：ポアソン比 1/6 

A ：ペデスタルの水平断面積（mm)

A= UxUy 〔参式 1.14〕

(2）地盤反力によるフーチングの回転剛性

G世γ＝kvl世x 〔参式 1.15〕

G¢Y：地盤反力によるフーチングのY方向回転剛性（N・皿m/rad)

kv ：フーチング底面の鉛直地盤反力係数（N/mm') X方向に同じ。

J¢x：フーチング底面のX軸周りの断面2次モーメント（四皿＇）

lef>x ＝土ixxiv' 
巴 12 〔参式 l.16〕

i x ：フーチングのX方向の幅（mm)

i y ：フーチングのY方向の幅（皿皿）

(3）貯槽全体のY方向水平剛性

Kx = _____)___ 
n,・ 1 
一一＋一一
G伶 G肝 〔参式 1.17〕

Kx：貯槽重心におけるY方向の水平剛性 （Nim血）

HY：フーチング底面から貯槽重心までの高さ（皿皿）

(4) y方向の固有周期

Ty = Z:r:. I ...!:!i_ 
~Kyg 

Tr : Y方向の固有周期（秒）

Wo、g: 1 (5）に同じ

〔参式 1.18〕
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